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千葉信用金庫　理念

私たちの
使命

ともに歩む。
地域とともに歩み、経済・文化の発展のお役に立ちます。
地域の人々の豊かな明日を築くお手伝いをします。

私たちの
経営

たしかな明日へ。
先進性と健全さを合わせ持った経営で、心のこもったサービスを提供します。
人を活かし福祉の充実をはかって、働きがいのある職場をつくります。

私たちの
行動

誇りを持ってはつらつと。
常に能力を磨き、より高い目標にチャレンジします。
誠意と熱意あふれる行動で、お客様の信頼と期待に応えます。

ごあいさつ

地域やお客様の成長・発展を目指して
　皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　平素より千葉信用金庫に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　本年も千葉信用金庫の考え方や経営方針ならびに業績などを皆様にご理解いただくため、ディ
スクロージャー誌「DISCLOSURE2018」を作成いたしました。
　本誌を通じて千葉信用金庫に対する一層のご信頼を賜ることができましたら幸いに存じます。

　平成29年度の日本経済は、政府による大型経済政策の効果や海外経済の回復等により、大企業
を中心に緩やかな景気回復基調が続きました。
　一方で地域の中小事業者にとって景気回復の恩恵を受けているのは一部分であり、多くの方々
は景気回復の実感を得られていないのが実態ではないでしょうか。
　
　このような環境のもと、当金庫は円滑な資金供給を行うことや経営支援等を通じて、地域から
信頼され、選ばれる金融機関を目指し、全役職員が一丸となり積極的に取り組んでまいりました。

　これからも、お客様本位の業務運営を徹底し、チャレンジや変革を恐れないポジディブな姿勢
でお客様との絆により選ばれる信用金庫を目指してまいりますので、引き続きご指導・ご鞭撻を
賜りますよう、お願い申し上げます。

　平成30年7月

理事長  　宮  澤  英  男
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当ディスクロージャー誌は、信用金庫法第89条にもとづいて作成
しております。計数は原則として単位未満を切り捨てて表示して
おります。

営業区域
千葉県千葉市、木更津市、成田市、習志野市、市原市、船橋市、市川市、松戸市、佐倉市、
八千代市、東金市、鎌ヶ谷市、浦安市、四街道市、茂原市、君津市、袖ヶ浦市、八街市、
印西市、香取市、館山市、鴨川市、富津市、我孫子市、柏市、流山市、白井市、富里市、
山武市、旭市（旧香取郡干潟町に限る）、南房総市、大網白里市、印旛郡、山武郡（横芝光
町は、旧横芝町に限る）、長生郡、香取郡、安房郡、夷隅郡大多喜町、茨城県取手市（旧取
手市に限る）、稲敷市（旧稲敷郡東町に限る）、北相馬郡、稲敷郡河内町

設 立 大正13年6月4日
本 店 所 在 地 千葉市中央区中央2丁目4番1号
出 資 金 18,798百万円
預 金 残 高 1,052,087百万円
貸 出 金 残 高 565,932百万円
店 舗 数 49店舗
職 員 数 829人 （平成30年3月末現在）
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　千葉信用金庫は、地域の中小企業の皆様や地域にお住まいの皆様が会員となって、お互いに助け合い、お互いに
発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の地域金融機関です。
　地域のお客様からお預かりした大切な預金積金は、地域で資金を必要とするお客様にご融資を行って、事業や生
活の繁栄のお手伝いをするとともに、地域社会の一員として地域の皆様との強い絆とネットワークを形成し、地域
経済の持続的発展に努めております。
　また、金融サービスの提供にとどまらず、文化･環境・教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に
積極的に取り組んでおります。

地域社会と千葉信用金庫

お客様／会員

千葉信用金庫
常勤役職員数839人　店舗数49店舗

平成30年3月期決算概要

預金積金残高  1,052,087百万円

有価証券残高  
241,704百万円

会員数／ 81,031人
出資総額／ 18,798百万円

お客様／会員

貸出金残高  565,932百万円
地域との繋がり

CSR活動

当金庫では、地域のお客様の着実な資産づくりの
お手伝いをさせていただくため、お客様のニーズ
にお応えする商品を各種取り揃えております。

お客様からお預かりしたご預金
の一部を有価証券で運用してお
ります。有価証券は、安全性・
公共性等を考慮した運用に努め
ております。

お客様からお預かりしたご預金を地域の皆様の幅
広い資金ニーズにお応えし、ご融資することで、
地域社会に還元しております。

金融サービスの提供だけでな
く、文化的・社会的貢献活動を
通じ、地域社会の振興・活性化
に積極的に取り組んでおります。

幅広い分野での地域の皆様への支援を通じ、地域
経済の振興・活性化に貢献するため、「ちばしんき
んコラボ産学官」が開催する各種セミナーや相談
会等様々な活動に取り組んでおります。

預
金
積
金

出 
資 
金

貸 

出 

金

支
援
サ
ー
ビ
ス

業 務 純 益　2,170百万円
経 常 利 益　2,674百万円
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平成29年度の事業概要
　当金庫は、平成27年度を初年度とした第5次中期経
営計画「さらなる飛躍への挑戦！～地域やお客様の成
長・発展を目指して～」に基づき、「営業基盤の強化」
「内部管理態勢の強化」「人材力の強化」を基本方針と
して掲げ、「果敢に挑戦していく決意のもと、地域社会
やお客様の成長・発展に資する取り組みを強化し、地
域における存在意義を高め、地域になくてはならない
金融機関」を目指し、計画達成に向けて役職員一丸と
なって取り組みました。
営業基盤の強化
　中小企業のお客様に対しましては、外部機関との連
携を図り、技術・販路拡大に関する支援や相談会・セ
ミナー等の実施等により各企業が抱える課題を解決す
べく取り組みました。
　個人のお客様に対しましては、ライフサイクルに応
じた資金ニーズへの対応やキャッシュフローの改善提
案を積極的に行いました。
　また、お客様の様々なニーズにお応えするため平成
30年1月より、全店において相続にかかる信託業務の
取扱を開始しました。
　なお、平成28年度第4四半期に発足した経営のテー
マ毎の複数の検討部会やプロジェクトチームにおいて、

営業基盤をより強固なものとするための研究や検討を
本格的に行っております。
内部管理態勢の強化
　当金庫は、従来コンプライアンスを「経営の最重要
課題」と位置付けておりましたが、平成29年度からコ
ンプライアンスは経営を行っていくうえで欠かすこと
のできない「経営の基本原則」と位置付け、一層のコ
ンプライアンス態勢の強化を図るとともに、常に法令
等遵守と顧客保護を意識した営業推進を行いました。
　また、金融商品販売等におけるお客様本位の業務運
営の徹底を図るため「お客様本位の業務運営に関する
取組方針」を策定し、公表するとともに方針に則った
活動を行いました。
人材力の強化
　コンサルティング能力や専門的知識に長けた人材育
成を主眼に、庫内研修および庫外への研修派遣を積極
的に行い、お客様の課題解決に向けた取組への人材力
の強化を図りました。
　また、本部所属の資産運用アドバイザーが営業店指
導や同行訪問を行うことで預かり資産販売のスキルの
向上を図るとともに女性職員の職域の拡大を図りまし
た。

１．預金業務
　当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期
預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、外貨預金、
譲渡性預金等を取り扱っております。

２．貸出業務
⑴　貸付
　手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱っ
ております。
⑵　手形の割引
　銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形等
の割引を取り扱っております。

３．有価証券投資業務
　預金の支払準備および資金運用のため、国債、地
方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

４．内国為替業務
　送金為替、当座振込および代金取立等を取り扱っ
ております。

５．外国為替業務
　輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関す
る各種業務を行っております。

６．社債受託業務
　担保付社債信託法による社債の受託、公共債の募

集受託に関する業務を行っております。
７．附帯業務
⑴　代理業務
イ……．日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店および
国債代理店業務
ロ……．地方公共団体の公金取扱業務
ハ……．独立行政法人勤労者退職金共済機構等の代理
店業務
ニ……．株式払込金の受入代理業務および株式配当金、
公社債元利金の支払代理業務
ホ……．独立行政法人住宅金融支援機構等の代理貸付
業務

⑵　保護預りおよび貸金庫業務
⑶　有価証券の貸付
⑷　債務の保証
⑸　公共債の引受
⑹　国債等公共債および投資信託の窓口販売
⑺……　保険商品の窓口販売（保険業法第275条第１項
により行う保険募集）
⑻　電子債権記録業に係る業務
⑼……　信託会社又は信託業務を営む金融機関の業務の
媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）

主要な事業の内容
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平成29年度の主な業績
預金
　預金については、金利上乗せ定期預金キャンペーンを夏季・冬季の年2回実施するとともに、給与振込口座およ
び年金指定口座の獲得を積極的に推進いたしました。
　これらの結果、平成30年3月期の預金積金残高は、前期比210億円増加の1兆520億円となりました。

＜預金者別預金残高＞  （単位：百万円）
第93期

（平成28年3月31日）
第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
個人 856,587 83.9% 860,924 83.5% 873,821 83.0%
法人 163,730 16.0% 170,088 16.4% 178,266 16.9%

一般法人 131,028 12.8% 136,652 13.2% 142,645 13.5%
金融機関 1,791 0.1% 1,729 0.1% 1,650 0.1%
公金 30,910 3.0% 31,705 3.0% 33,969 3.2%

合計 1,020,318 100.0% 1,031,013 100.0% 1,052,087 100.0%

貸出金
　貸出金については、法人のお客様に対しては、
事業性融資商品「即・千・力スペシャル」を中
心に積極的に資金ニーズに対応いたしました。
　また、平成29年度より創業者を支援すべく
新商品「ちばしんきん創業支援ローン」の取扱
を開始しました。
　個人のお客様に対しては、職域セールス先の
お客様や住宅ローンを利用していただいている
お客様を中心にライフサイクルに応じた融資提
案やキャッシュフローの改善提案を積極的に行
いました。
　また、住宅ローンの申込に対し迅速に対応す
べく、平成29年度より住宅ローン事前相談サー
ビス「一括ローン相談…by…SUUMO」の取扱を
開始しました。
　これらの結果、平成30年3月期の貸出金残高
は前期比50億円増加の5,659億円となりまし
た。

平成28年
３月期

平成29年
３月期

1兆203億円 1兆310億円

5,494億円 5,609億円

平成30年
３月期

1兆520億円

5,659億円

預金 貸出金
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＜貸出金業種別内訳＞  （単位：百万円）
第93期

（平成28年3月31日）
第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製造業 544 15,921 2.8% 526 15,847 2.8% 528 16,043 2.8%
農業、林業 43 328 0.0% 44 326 0.0% 40 321 0.0%
漁業 6 27 0.0% 6 24 0.0% 5 21 0.0%
鉱業、採石業、砂利採取業 8 424 0.0% 8 360 0.0% 9 376 0.0%
建設業 1,910 42,190 7.6% 1,872 43,482 7.7% 1,898 43,498 7.6%
電気・ガス・熱供給・水道業 10 134 0.0% 12 83 0.0% 13 147 0.0%
情報通信業 27 451 0.0% 30 426 0.0% 29 449 0.0%
運輸業、郵便業 239 10,555 1.9% 222 10,772 1.9% 238 11,156 1.9%
卸売業、小売業 1,386 34,040 6.1% 1,330 35,097 6.2% 1,321 34,396 6.0%
金融業、保険業 41 14,215 2.5% 39 14,632 2.6% 35 20,242 3.5%
不動産業 1,630 123,405 22.4% 1,587 126,454 22.5% 1,587 129,023 22.7%
物品賃貸業 40 2,824 0.5% 39 2,944 0.5% 42 2,869 0.5%
学術研究、専門・技術サービス業 57 696 0.1% 51 792 0.1% 54 844 0.1%
宿泊業 30 1,441 0.2% 28 1,524 0.2% 28 1,458 0.2%
飲食業 463 5,891 1.0% 425 5,570 0.9% 405 5,449 0.9%
生活関連サービス業、娯楽業 248 5,580 1.0% 255 5,758 1.0% 244 5,403 0.9%
教育、学習支援業 39 1,686 0.3% 39 1,695 0.3% 44 1,874 0.3%
医療、福祉 171 10,169 1.8% 166 11,629 2.0% 170 11,360 2.0%
その他のサービス 710 16,392 2.9% 705 16,102 2.8% 710 15,933 2.8%

小　　　計 7,602 286,377 52.1% 7,384 293,525 52.3% 7,400 300,870 53.1%
地方公共団体 25 60,921 11.0% 25 61,264 10.9% 24 58,454 10.3%
個人（住宅・消費等） 31,179 202,154 36.7% 31,122 206,113 36.7% 30,597 206,607 36.5%

合　　　計 38,806 549,453 100.0% 38,531 560,903 100.0% 38,021 565,932 100.0%
（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

＜住宅ローン・消費者ローン残高＞  （単位：百万円）
第93期

（平成28年3月31日）
第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）

金　　額 金　　額 金　　額
住宅ローン残高 176,829 178,270 176,950
消費者ローン残高 15,099 18,985 21,556
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平成29年度の主な業績

当金庫が対応すべき課題

損益状況
　損益状況については、日本銀行によるマイナス金利政策の影響を受け、貸出金利回りの低下を主因として利息収
入は減少しましたが、お客様の経営支援を徹底したことにより貸出金に係る信用コストが減少しました。
　また、収益管理を徹底した結果、平成30年3月期の当期純利益は前期比12億円増加の20億円となりました。

＜直近５年間の主要な経営指標の推移＞  （単位：百万円）
第91期

（平成26年3月31日）
第92期

（平成27年3月31日）
第93期

（平成28年3月31日）
第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）
経常収益 17,674 16,646 16,076 14,713 15,294
経常利益 3,586 3,060 3,540 2,022 2,674
当期純利益 2,290 2,324 2,565 759 2,052
出資総額 19,064 19,118 19,002 18,912 18,798
普通出資金 9,064 9,118 9,002 8,912 8,798
優先出資金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

出資総口数 261,284,612口 252,379,992口 250,046,148口 248,243,448口 245,973,530口
普通出資金 181,284,612口 182,379,992口 180,046,148口 178,243,448口 175,973,530口
優先出資金 80,000,000口 70,000,000口 70,000,000口 70,000,000口 70,000,000口

純資産額 36,978 37,006 40,643 38,784 39,973
総資産額 1,018,360 1,059,049 1,071,392 1,080,034 1,099,085
預金積金残高 969,892 1,011,491 1,020,318 1,031,013 1,052,087
貸出金残高 534,846 546,549 549,453 560,903 565,932
有価証券残高 244,465 236,183 247,214 240,675 241,704
単体自己資本比率 8.57% 8.23％ 8.21％ 8.14% 8.15%
出資に対する配当金
（出資１口当たり）

483
1円85銭

347
1円37銭

346
1円38銭

345
1円39銭

343
1円39銭

普通出資金
（出資１口当たり）

179
0円98銭

179
0円98銭

178
0円98銭

177
0円99銭

175
0円99銭

優先出資金
（出資１口当たり）

304
3円80銭

168
2円40銭

168
2円40銭

168
2円40銭

168
2円40銭

役員数 14人 15人 15人 14人 15人
うち常勤役員数 11人 10人 10人 10人 10人

職員数 836人 832人 838人 829人 829人
会員数 83,543人 82,969人 82,285人 81,692人 81,031人
※第91期に優先出資90,000,000口のうち10,000,000口の一部買入消却、第92期に80,000,000口のうち10,000,000口の一部買入消却を各々実施しました。
（注）「単体自己資本比率」については、第94期を8.15％から8.14％に訂正しております。なお、その他の計数に変更はございません。

　お客様のライフスタイルの変化や価値観の多様化、インターネットの普及、フィンテックの進展、異業種の金融
業務への参入等は、当金庫の経営や営業活動に少なからず影響を及ぼしており、これらの変化はこれまでの伝統的
な金融業としてのあり方から、より幅広い分野をカバーする金融サービスへの転換を迫るものといっても過言では
ないと思われます。
　こうした経営環境の変化に対応するため、平成30年度は、第6次中期経営計画「変革への挑戦～成長し続ける千
葉信用金庫であるために～」を策定しました。第6次中期経営計画は、10年後を見据えた千葉信用金庫のあるべき
姿としての「千葉信用金庫ビジョン」を目指し、5つの基本方針を骨子として取り組んでまいります。千葉信用金
庫ビジョンおよび第6次中期経営計画については次ページをご覧ください。
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第６次中期経営計画
　千葉信用金庫は、10年後のビジョンを実現するために、第６次中期経営計画「変革への挑戦…～成長し続ける千
葉信用金庫であるために～」を策定し、役職員一丸となって取り組んでおります。

主要課題と基本方針
１．お客様第一主義のもと、地域社会やお客様との深い関係性を築く
　千葉信用金庫は、地域で最も頼りになる金融機関としての地位を確立する為「お客様の課題を解決し、ともに
成長していくことこそ本業である」との覚悟をもって、お客様第一主義の精神とともに、地域社会やお客様との
共存共栄を目指していきます。
　（１）お客様第一主義の徹底とリレーションシップの向上
　（２）営業区域の深耕強化
　（３）信用金庫らしさを持った地域密着活動の展開

２．お客様のニーズや課題解決に資する商品・サービスや提言機能の充実をはかる
　千葉信用金庫は、地域社会やお客様から選ばれる信用金庫になるために、当金庫の持つ力を結集した総合力を
発揮し、お客様の期待に応えることのできる営業体制を構築していきます。
　（１）営業体制の整備
　（２）営業店サポート体制の整備
　（３）目利き力・提言力強化
　（４）商品・サービス強化および事務品質の向上
　（５）店舗・ＡＴＭ戦略の見直し

○計画名称
「変革への挑戦」～成長し続ける千葉信用金庫であるために～
○計画期間
３年間（平成30年４月１日～平成33年３月31日）

千葉信用金庫ビジョン
　金庫理念を踏まえ、10年後を見据えた千葉信用金庫のあるべき姿として「千葉信用金庫ビジョン」を掲げ、到達
すべき将来像として目指していきます。

千葉信用金庫ビジョン

（１）地域社会やお客様との絆により選ばれる信用金庫
（２）総合力を発揮し、お客様の期待に応える営業体制
（３）やる気と活力に溢れた、魅力ある金庫職員
（４）安定した収益力と、リスク耐性の高い経営基盤
（５）チャレンジや変革を恐れない、ポジティブな組織
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３．自ら前に進む意欲と、高いスキルを持った人材を育成し、その活躍の場を広げる
　千葉信用金庫は、やる気と活力に溢れた職員を育成していくため、お客様の潜在的なニーズを察知し、豊富な
知識をもって提言するための教育体制の確立や、多様な人材がお互いの長所を活かしあっていけるような職場環
境を目指します。
　（１）自己啓発意欲の向上
　（２）人材教育・モチベーション強化
　（３）多様な人材の活躍

４．安定した収益を確保し、資産の健全化をはかる
　千葉信用金庫は、健全な資産内容と安定した収益を確保する財務基盤の形成を目指します。
　（１）経営基盤の強化
　（２）収益力強化
　（３）資産の健全化

５．風通しのよい、チャレンジ精神に満ちた一体感のある組織を構築する
　千葉信用金庫は、コンプライアンス意識が浸透し活発な意見交換が行われる活気ある組織、また職員の前向き
なチャレンジを後押しし、挑戦した者に寛容である組織を形成していきます。
　（１）役職員のベクトルの一致
　（２）チャレンジ精神の醸成
　（３）組織力の強化
　（４）人事制度の見直し

《経営の土台としての普遍的な要素》
内部管理態勢の強化
　以上の第６次中期経営計画における重点事項に加え、経営の普遍的な要素として、「内部管理態勢の強化」
も欠かすことのできない大きな課題となります。
　コンプライアンスの遵守やガバナンスの強化に代表される内部管理態勢は、当金庫が存続していくうえで欠
かすことのできない、家で例えれば土台と言えるものです。如何に中期経営計画が達成されビジョンの実現に
近づいても、この土台が揺らいでは、社会的な信用を失い、ひいては企業の存続すら危ぶまれる事態になりか
ねません。
　こうした事態を未然に防ぐためには経営として絶えずコンプライアンスの遵守やガバナンスの強化等に対す
る意識の醸成を図る必要があり、これまで以上に内部管理態勢の強化に努めていきます。

第６次中期経営計画
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総代会制度
　信用金庫は、株式会社の銀行とは異なり会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念とする協同組織金
融機関です。会員は、出資口数に関係なく一人一票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することに
なります。
　しかし、実際は会員数が大変多いことから、全ての会員が参加する総会の開催は不可能です。そこで、当金庫で
は会員の総意を代表する総代を地区ごとに選考し、総代による総代会制度を採用しております。
　総代会は、決算事項の承認、定款変更、理事・監事・総代選考委員の選任等の重要事項を決議する当金庫の最高
意思決定機関です。
　したがって、総代会は、総会と同様に会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されますよう、会員の中から
適正な手続きを経て選任された総代により運営されております。
　当金庫では、総代会に限定することなく、日常の業務を通じて会員の皆様とのコミュニケーションを大切にし、
さまざまな経営改善に取り組んでおります。なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近く
の営業店までお寄せください。

総代の任期・定数
　１．総代の任期は３年です。
　２．総代の定年は75歳としています。ただし、任期中に定年を迎えた場合、任期満了をもって定年とします。
　３．総代の定数は120人以上150人以内で、会員数に応じて選任区域ごとに定められております。
　４．平成30年６月末現在の総代数は134人で会員数は80,953人です。

総代の選任方法
　総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映させる重要な役割を担っております。当金庫の総
代の選考は「総代選考規程」に基づいて次の３つの手続きを経て選任されます。
　１．会員の中から総代選考委員を選任する。
　２．総代選考委員が総代候補者を選考する。
　３．総代候補者を会員が信認する。

総代候補者の選考基準

総代選考委員の選考基準

１．当金庫の会員であること
２．当金庫の理事でないこと
３……．人格・識見がすぐれ、正しい判断ができる者
４……．当金庫の理念・使命を十分理解している者
５……．その他、総代選考委員、または当金庫が適格
と認めた者

１．当金庫の会員であること
２…………．地域における信望が厚く、信用金庫の使命を
十分理解している者
３……．地域の事情に明るく、人格・識見ともに優れ
ている者
４．その他、当金庫が適格と認めた者

総代会の仕組み

総代選考委員

総 代 会

総代候補者

総代会

総  代

会員
②

① ③

総代選考委員会にて総代
候補者を選考

総代会の決議に
基づき理事長が
総代選考委員を
委嘱し、その氏
名を店頭掲示

理事長は総代候
補者氏名を店頭
掲示し、所定の
手続きを経て、
会員の代表とし
て総代を委嘱

会員の総意を適正に
反映するための制度

決算に関する事項、
理事・監事の選任等
重要事項の決定
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総代会制度
総代が選任されるまでの手続き

当金庫の地区を10区の選任区域に分け、会員数に応じて各選任区域ごとに総代の定数を定める

総代会の決議により、選任区域ごとの会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を掲示場に掲示

選考委員が総代候補者を選考

理事長に報告

総代候補者の氏名を1週間掲示場に掲示

上記掲示について千葉日報・読売新聞に公告

異議申立期間　（公告後2週間以内）

会員から異議がなかった場合

3

2

1
総代選考委員
の選任

総代候補者
の選考

総代の
選任

総代候補者のうち総代となることについて異議の
申し出があったが、異議を申し出た会員が選任区
域の会員数の1/3未満であった場合

総代候補者のうち総代となることについて選任区
域の会員数の1/3以上の会員から異議の申し出が
あった場合

当該総代候補者が選任区域の総代定数の
1/2以上 当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満

欠員（他の候補者の選考を行わない事ができる）他の候補者を選考

理事長は総代を委嘱
上記②の手続きを経て

総代の氏名を掲示場に1週間掲示

第95回通常総代会の報告・決議事項
　平成30年６月21日に開催された第95回通常総代会において、次の事項が付議され原案どおり承認されました。
　□報告事項
　　第95期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
　　業務報告、貸借対照表及び損益計算書の報告の件

　□決議事項
　　第１号議案　第95期（平成29年度）剰余金処分案承認の件
　　第２号議案　定款一部変更の件
　　第３号議案　出資会員の除名の件
　　第４号議案　任期満了に伴う理事・監事選任の件
　　第５号議案　退任理事・監事に対する退職金支払いの件
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総代の氏名等
選任区域 人数 氏　　　名

第１区 21名
植草　裕一④、加賀　一明②、鈴木　吉晴④、関根　洋一④、塙　良太郎②、福井　晶一②、望月　泰伸④、…
内山　義衛④、水野　浩利③、石川　進一③、前埜　廣忠④、今井　和泉④、鈴木　敬二④、花澤　直輝①、…
藤代　忠実①、髙橋　英之①、櫻木英一郎②、新城　早人③、秋葉　健夫④、戸村　聡③、本橋　英樹③…

第２区 12名 大越　一朋④、須藤　英文⑤、成家　照男⑤、黒川　恵史②、黒川　髙男④、中根　昭④、佐藤　肇①、…
篠田　勉⑤、高橋　清和④、伊藤　政義③、北田　和④、牧野　準⑦

第３区 12名 黒子　恭伸⑦、寺䑓　勇⑦、森元　一隆①、三橋　治久④、齋藤　榮一⑦、宮間　久男③、秋山二三雄②、…
栗原　清彦①、鈴木　義典④、浜田　明義⑦、木田　志郎②、鈴木　良夫③

第４区 18名
大矢　仁①、齊賀　茂夫③、宮㟢　勝己④、守屋謙一郎②、山崎　克哉②、原地　利忠⑦、深山　康彦④、…
宮寺　由貴①、石橋　恒雄④、上村　輝男③、千葉　祐巨①、夏井宏一郎①、切替　敬郎④、始関　信夫⑤、…
西村　芳雄⑤、原　藤一④、吉野　茂①、始関　孝典④

第５区 5名 浜名　洋一①、茂木　和仁①、露﨑　利行③、前田正登士③、進藤　通孝⑤

第６区 17名
宮﨑　栄樹③、吾津　修一⑦、荒井潤一郎①、石川　純一①、元吉　和江①、木内　定雄④、鬼頭　薫⑤、…
石井　知明①、鈴木　竹男④、林野　恵一④、山村　兼二⑦、渡部　和夫⑤、三枝　正和①、多田　公俊②、…
齋藤　治男①、竹本　秀幸①、青木　和義①

第７区 11名 齋藤　良一⑤、眞田　雄司⑦、野村　進一④、秋元　直人④、磯部　君男⑦、平野　寛明②、宮　邦洋①、…
森　正明⑦、梶尾憲一郎①、鈴木　正行①、溝口　清紀④

第８区 8名 榎本　守男⑦、岡田　良弘④、加藤雄一郎⑦、藤江　貞晴①、藤野健次郎①、石綿　竹一⑦、大嵩　功⑤、…
森田　勝則②

第９区 18名
細谷　幸平⑦、倉田　知広①、曽根　茂雄⑦、石橋菊太郎⑦、石渡　孝春②、長谷川吉昭⑥、平山　秀樹③、…
宮﨑廣一郎②、宮田　明俊⑦、宮村　良典③、藤﨑　好造④、石戸　謙一③、鈴木　庸雄⑦、中村　眞一⑦、…
真仲　廣明⑦、岡山　一夫①、横田　浩昌①、野平　弘明⑦

第10区 12名 荒木　由光④、髙木　秀夫③、蓮見　高純④、平野　雅敏④、福田　昌広④、戸井　康雄①、真行寺正邦⑦、…
榊原　正男⑦、村杉　謙一④、渡邊　民夫②、内田　博道④、藤﨑　祥弘⑦

氏名後の数字は総代就任回数（平成14年１月合併以降）
（平成30年６月末現在／敬称略・順不同）

選任区域
第１区　千葉市（中央区、若葉区、緑区）
第２区　千葉市（稲毛区、美浜区）、四街道市
第３区　千葉市（花見川区）、習志野市、船橋市、八千代市、市川市、鎌ヶ谷市、浦安市
第４区　市原市、夷隅郡大多喜町
第５区　袖ヶ浦市
第６区　木更津市
第７区　君津市
第８区　富津市、館山市、鴨川市、南房総市、安房郡
第９区　……成田市、佐倉市、白井市、松戸市、流山市、柏市、我孫子市、印西市、香取市（旧佐原市に限る）、印

旛郡、茨城県取手市（旧取手市に限る）、稲敷郡河内町、北相馬郡
第10区　……八街市、富里市、東金市、茂原市、山武市、旭市（旧香取郡干潟町に限る）、大網白里市、香取市、山

武郡（横芝光町は、旧横芝町に限る）、長生郡、香取郡、茨城県稲敷市（旧稲敷郡東町に限る）

総代の属性別構成比
職業別 法人・法人役員94.8％、個人事業主5.2％
年齢別 70歳代27.6％、60歳代39.6％、50歳代25.4％、40歳代6.7％、30歳代0.7％

業種別
鉱業・採石業・砂利採取業0.7％、建設業17.9％、製造業6.0％、運輸業3.7％、卸売業・小売業26.9％、
金融・保険業1.5％、不動産業19.4％、物品賃貸業0.7％、飲食業3.0％、宿泊業0.7％、生活関連サービス
業3.7％、教育・学習支援業4.5％、その他のサービス業11.2％

※業種別の構成比は、法人・法人代表者、個人事業主に限る。業種は日本標準産業分類の大分類に準ずる。
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千葉信用金庫の組織
役　員

組 織 図

理 事 長 宮　澤　英　男 常務理事 保　科　和　彦 理 事 高　石　　　卓 （※1）

専務理事 落　合　　　謙 （※1） 常勤理事 松　田　辰　夫 〃 磯　野　　　賢 （※1）

〃 榎　本　雅　也 〃 中　村　裕　二 常勤監事 足　立　　　進
常務理事 篠　原　　　孝 〃 石　橋　英　樹 監 事 渡　部　富士男

〃 日　原　和　也 理 事 濱　﨑　喜　一 （※1） 〃 鶴　岡　徳　吉 （※2）

※１　専務理事　落合謙、理事　濱﨑喜一、理事　高石卓、理事　磯野賢は、信用金庫業界の「総代会機能向上策等に関する業界申し合わせ」
に基づく職員外理事です。

※２　監事　鶴岡徳吉は信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。

（平成30年６月末現在）

外国為替係 預　金　係 営　業　係 融　資　係

外国為替係は本店に設置する。
営業店　全49店舗

（平成30年６月末現在）

営　業　店

中央エリア
ソリューションセンター

東エリア
ソリューションセンター

南エリア
ソリューションセンター

関 連 会 社

常 勤 理 事

常 務 理 事

専 務 理 事

理　事　長

総　代　会

理事会

監事会

17営業店 14営業店 18営業店

非
常
勤
理
事

常 

勤 

監 

事

非
常
勤
監
事

員 

外 

監 

事

監
　事
　室 常

務
理
事
会

監
　査
　部

●●

総

　務

　部

総

務

課

管

財

課

●●
人

事

課

人

材

開

発

課

●
女
性
活
躍
推
進
室

人

事

部

●●
経

営

企

画

課

主

計

課

総
合
企
画
部

●●●●
経

営

管

理

課

資

産

査

定

課

お
客
様
相
談
室

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
室

経
営
管
理
部

●●●
融

資

統

括

課

審

査

一

課

審

査

二

課

融

資

部

債
権
管
理
部

地
域
推
進
部

●●●
営

業

統

括

課

新
業
務
管
理
課

年

金

課

営
業
統
括
部

●●
資

金

運

用

課

証

券

事

務

課

市
場
資
金
部

●●
事

務

管

理

課

事

務

指

導

室

●
シ

ス

テ

ム

課

事
務
管
理
部

●●
千
葉
事
務
セ
ン
タ
ー

木
更
津
事
務
セ
ン
タ
ー

事
務
集
中
部
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中小企業の経営の改善および
地域の活性化のための取り組みの状況
■中小企業の経営支援に関する取組方針
　当金庫では、「地域とともに歩み、地域とともに発展する」という理念のもと、「地域密着型金融の推進」を経
営の重要課題とし、役職員一丸となって積極的に取り組んでおります。
　今後も、各種相談会・セミナーの実施やビジネスマッチング機会の提供など、地域の経済や社会の活性化に貢
献していくとともに、コンサルティング機能を積極的に発揮して、お客様の経営課題に応じた最適な解決策を、
お客様の立場に立って提案・支援してまいります。
　また、お客様からの資金に関する相談や貸付条件の変更等のお申込みがあった場合には、お客様の抱えている
課題を十分に把握したうえで、その解決に向けて真摯に取り組んでまいります。

■中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　当金庫では、取引先中小企業の経営を支援するための部署として地域推進
部を設置しております。
　地域推進部には、中小企業診断士4名をはじめとし、総勢7名の職員を配
置して、商工団体協力機関など外部中小企業支援機関や、大学等研究機関等
と連携し、態勢の整備を図っております。
　また、経営改善計画作成研修を実施し人材の育成にも取り組んでいます。

・経営革新等支援機関の認定
　中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等支援機関」として平成
24年11月5日付で認定を受けました。
　各営業店を通じて企業経営に関する様々なご相談をお受けし、関係部署お
よびちばしんきんコラボ産学官の協力機関と連携し、補助金事業等の中小企
業支援策についての情報提供や中小企業が抱える課題解決に向けて積極的に
取り組んでおります。

・経営支援等の取り組み実績
　当金庫では、支援対象先に対し営業店と地域推進部が一体となって経営改善計画策定支援や経営情報等の提供
を行うとともに計画進捗管理、業況管理等により、取引先企業の経営改善に取り組んでいます。

【29年4月～30年3月】

経営改善
支援

取組み率
ランク
アップ率

再生計画
策定率

期初
債務者数

うち
経営改善支援
取組み先数

αのうち期末
に債務者区分
がランクアッ
プした先数

αのうち期末
に債務者区分
が 変 化 し な
かった先数

αのうち再生
計画を策定し
ている全ての
先数

Ａ α β γ δ α/Ａ β/α δ/α
正常先 ① 5,952 1 … 0 0 0.0% … 0.0%

要
注
意
先

うち
その他
要注意先

② 987 21 0 19 20 2.1% 0.0% 95.2%

うち
要管理先 ③ 32 1 1 0 1 3.1% 100.0% 100.0%

破綻懸念先 ④ 188 6 0 4 1 3.2% 0.0% 16.7%
実質破綻先 ⑤ 364 1 1 0 1 0.3% 100.0% 100.0%
破綻先 ⑥ 42 0 0 0 0 0.0% － －

小　　計
（②～⑥の計） 1,613 29 2 23 23 1.8% 6.9% 79.3%
合　　計 7,565 30 2 23 23 0.4% 6.7% 76.7%

（注）・期初債務者数および債務者区分は29年4月当初時点で整理。
　　・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
　　・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載。
　　　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
　　・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。
　　・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
　　・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
　　・……「αのうち再生計画を策定している全ての先数…δ」には、金融機関独自の再生計画策定先のほか、中小企業支援協議会、RCC、地域経済活性化支援機

構、産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構などと連携した再生計画策定先を含む。

営業店49店舗

地域推進部

中小企業の皆さま

千葉信用金庫
経営革新等支援機関

相
談

支
援

提
案

連携

連携

【外部機関】
・千葉県産業振興センター
・千葉県事業引継ぎ支援センター等

14Chiba Shinkin Disclosure2018

中
小
企
業
の
経
営
の
改
善
お
よ
び

地
域
の
活
性
化
の
た
め
の
取
り
組
み
の
状
況



1. 成長分野に対する対応
・ちばしんきんコラボ産学官の活動
　「ちばしんきんコラボ産学官」は、中小企業にとって、身近な金融機関である信用金庫が産学連携の窓口とな
ることで、専門的な知識・技術を必要とする県内中小企業と研究成果を産業に活かそうとする大学等研究機関と
の橋渡しを行う目的で、当金庫が事務局となって平成19年に設立しました。
　会員企業を訪問し技術課題や経営課題に対応するとともに、各地でセミナーや相談会を開催する等、地元中小
企業への支援活動に取り組んでおります。
（平成30年3月末現在の会員数150社）

・海外進出企業支援に関する業務提携
　お取引先企業からの海外進出に関するご相談に対し、一層のご支援態勢を強化するため、28ヶ国・地域、16
都市との海外ネットワークを持つ株式会社損害保険ジャパンとの業務提携により、お取引先企業に対し海外の危
機管理情報やリスクマネジメント等を含めた総合的なサービスを提供いたします。
　平成26年2月より経済産業省や外務省が主体となって開始された「海外展開一貫支援ファストパス制度」に千
葉信用金庫として登録し、お客様の海外展開支援のお手伝いをする体制整備を図りました。

2. ビジネスマッチングへの対応
・しんきん食の商談会（第7回）
　平成29年10月17日（火）幕張メッセ国際会議場コンベンションホールにおいて、
「平成29年しんきん食の商談会（第7回）」を千葉県内の5信用金庫（千葉、銚子、東京
ベイ、館山、佐原）・ちばしんきんコラボ産学官・千葉県信用金庫協会と共催し、各金
庫のお取引先に対しバイヤー企業の紹介を行いました。
　商談は午前10時から午後5時まで、大手百貨店、スーパーマーケット等39社のバイ
ヤー企業に対して82社の出展企業が323件の商談を行い、商談成立または商談継続件
数202件の実績となりました。

・ちばしんきん経営者会
　ちばしんきん経営者会は、当金庫のお取引先の経営者で構成する会員組織
です。「新しい時代の経営環境に適応できる会員の経営力の向上と、その企
業の健全な発展を図ること」を目的として平成2年に発足し今日に至ってい
ます。その時々のニーズに合ったセミナーが企画・開催され、業種の垣根を
越えた交流会はビジネスマッチングおよび地域の活性化の場として貢献して
おります。（平成30年3月末現在の会員数222名）

3. 各種課題への対応
・各種セミナーの共催
千葉県よろず支援拠点（千葉県産業振興センター）との連携により各種セミナーへ共催しました。
……5月　小規模事業者持続化補助金獲得支援セミナー
……7月　知的財産セミナー　
11月　営業の成果は意識チェンジから生まれる
　　　…(営業力強化セミナー）
12月　事業承継セミナー
12月　VRセミナー
今後も、セミナー等の共催を実施してまいります。

中小企業の経営の改善および
地域の活性化のための取り組みの状況
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4. 外部専門家・外部機関等との活動
・個別相談会
　千葉県よろず支援拠点（千葉県産業振興センター）との連携によ
り「身近なところで相談できる」場を提供するため、3エリアを順
番に年10回開催しました。
相 談 員：よろず支援拠点コーディネーター
相談件数：18件（相談時間は各1時間）
相談内容：事業承継・M＆A　7件
　　　　　……経営改善、創業支援、PR戦略、新事業への進出　各2件
　　　　　……その他　3件（助成金、業務の効率化、人材育成・確保）

よろず支援拠点コーディネーターの方々に会場まで出向
いていただき様々なご相談に対応していただきました。

　参加企業様からは、「大変役にたった」「こんなこともできるのか」などとても喜んでいただきました。

・企業実地診断
　地域の中小企業に対する総合的な支援の一環として、無料で取引
先への「企業実地診断」を行っています。
　中小企業診断士の資格を有する当金庫職員が、取引先企業に１週
間程度滞在し、経営全般に関する課題を明確化して改善策を提案す
るなど「総合的な企業診断」を行っています。
　平成29年度は2社に対して実施し、そのうち1社については千葉
県信用保証協会と連携して実施しました。

・コンサルティングサービス
　事業承継や遺産相続、日常生活におけるトラブルなどに関する法的解決や、相続税や自社株対策などの税金に
関するご相談を、当金庫の顧問弁護士、顧問税理士に無料で相談できる「法律相談」「税務相談」を実施してお
ります。
　また、年金制度のしくみや年金のお受取に関する様々なご質問などにお応えするため、社会保険労務士または
当金庫の年金アドバイザーが営業店を定期的に巡回して、「年金相談会（無料）」を実施しております。

　ちばしんきん経営者会およびちば
しんきんコラボ産学官や外部協力機
関との共催により、お客様へ役立つ
情報の提供を行っています。

＜平成29年度セミナー・講演会等開催実績＞
年　月 事　　　業
平成29年

4月
・ちばしんきん経営者会セミナー　山本　衣奈子氏
　　テーマ：伝えるから伝わるへ　相手の心を動かすコミュニケーション術

5月

・ちばしんきんコラボ産学官第10回通常総会
　千葉大学産業連携研究推進ステーション北村孝司副所長
　　テーマ：「千葉大学の産学官金連携について」
　三立機械工業株式会社　中根昭会長による講演
　　テーマ：「地域社会から必要な会社を目指して」

7月 ・ちばしんきん経営者会総会において鈴木孝男氏講演会開催　　テーマ：｢地域と共に歩む中小企業経営」
8月 ・しんきん食の商談会プレセミナー

11月
・ちばしんきん経営者会地区別講演会開催
　　テーマ：「努力に勝る力なし！この言葉と歩むこれまでとこれから」
　　テーマ：「トヨタ流カイゼン」で会社を強くする

平成30年
1月

・ちばしんきん経営者会「新年会」開催
　ダイヤ精機株式会社　代表取締役　諏訪貴子氏
　　テーマ：中小企業が生き抜くための経営改革と人材育成
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5. 各種補助金等公的支援の活用
・補助金等の申請サポート
　地域の中小企業の新規資金需要等の後押しを目的として、ニーズの高い「ものづくり補助金」「創業補助金」
の事業計画作成サポート等、補助金申請支援や情報提供等を実施しました。
　中小企業の経営課題等真のニーズに対する情報提供や提案等、本支店一体となった取り組みや外部機関との連
携によりサポートを実施しています。

6. 「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み状況
　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」の主旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入や保証債
務整理の相談を受けた際に真摯に対応するための体制を整備しています。また、経営者保障の必要性については、
お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏ま
えて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

平成29年度
新規に無保証で融資した件数 146件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 1.28%
保証契約を解除した件数 80件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件

■地域の活性化のための取り組み
・千葉県への観光誘致活動
　千葉県内の5信用金庫（千葉、銚子、東京ベイ、館山、佐原）
と共同して、千葉県外の信用金庫に対し千葉県内への観光誘致活
動を行っております。
　千葉県、千葉県観光物産協会などの協力をいただいて、千葉県
内にある五つの信用金庫と千葉県信用金庫協会、ちばしんきんコ
ラボ産学官の共催で、信用金庫のネットワークを活用した千葉県
への観光誘致活動を平成23年10月から実施しています。
　平成29年4月に東京東信用金庫から3班188名のお客様が千葉
県に来訪されました。
　道の駅保田小学校（見学、買物）、安田農園メロン狩り（試食、
体験）、ホテルリゾートイン白浜（昼食）、館山ファミリーパーク　（花摘み）等を観光していただきました。
　また、浜松信用金庫から8班787名のお客様が10月に来訪しました。千葉県の「チーバくん」や地元のキャラク
ターと一緒に県内の5信用金庫職員がお出迎えし、千葉県においでになったお客様にとても喜んでいただきました。

・景気動向調査レポート
　当金庫営業区域内の中小企業を対象として、景気動向
調査を実施しております。四半期毎にお取引先約500社
にアンケートを配付し、地域経済の動向について調査結
果を取りまとめ、事業者の皆さまの経営にお役立ていた
だいています。平成16年4月に第1号を発刊し、平成29
年度は4回の発刊をいたしました。

中小企業の経営の改善および
地域の活性化のための取り組みの状況
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千葉信用金庫の取り組み

【環境対策への取り組み】
○太陽光発電システムの設置
　当金庫では、富里支店等の一部店舗に、太陽光
発電システムを設置しています。

○LED照明
　当金庫では、消費電力の少ないLED照明設備に
順次切り替えております。

【安心してご利用できる店舗づくり】
○バリアフリー機器の設置
　「杖ホルダー」「筆談器」「コミュニケーション
ボード」などのバリアフリー機器を店舗に設置し
ております。

○店舗のバリアフリー化
　店舗入口のスロープ化や点字ブロックの敷設な
ど、店舗のバリアフリー化をすすめています。

○ 点字表示案内板の設置
　目の不自由なお客様
が店舗内の配置を把握
できるように、八街中
央支店等一部の店舗に
点字表示案内板を設置
しております。

○AEDの設置
　地域の皆さまおよび来店されたお客様の万一の
事態に備えてAED（自動体外式除細動器）を設置
しております。

【CSRへの取り組み】
○金融教室および職場体験学習の受入
　平成29年度、当金庫営業区域内の小学校4校を
訪問して「ちばしんきん金融教室」と題した出前
授業を実施しました。
　また、営業店では小中学校の職場体験学習を積
極的に受け入れました。

○千葉県夢チャレンジ体験スクール
　平成29年8月9日（水）、本店7階にて千葉県教
育庁が実施している「千葉県夢チャレンジ体験ス
クール」の一部として、職場体験学習の受入を行
いました。
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千葉信用金庫の取り組み
○インターンシップ
　大学生を対象に、信用金庫や金融機関業務等に
ついて学ぶ機会を提供しました。

○電話de詐欺未然防止活動
　複雑化・巧妙化する電話de詐欺の撲滅に向け、
店頭やATMコーナーで積極的な声かけ、注意喚起
ポスターやチラシの掲出を行っております。
　また、千葉県内の信用金庫と協調して行った取
り組み（ご高齢のお客様に対するATM振込限度額
の見直し）が評価され千葉県警察より表彰を受け
ました。

○献血運動
　平成29年6月8日（木）、信用金庫の日（6月15
日）にちなみ本店駐車場において職員による献血
運動を実施しました。

○清掃活動
　当金庫は「葭川公園の周辺をきれいにする会」
「千葉駅北口を美しくする会」をはじめ、地域の
美化運動、清掃活動に参加しております。

○地域貢献活動
　地域で開催された行事へ積極的に参加し、地域
との結びつきを大切にしております。

○少年野球大会への協賛
　地域で開催された「少年野球大会」に協賛しま
した。
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［トピックス］

ちばしんきんコラボ産学官　通常総会
　平成29年5月23日（火）京成ホテルミラマーレにおいて、第10
回通常総会を開催しました。総会終了後、千葉大学　学術研究機構
産業連携研究推進ステーション副所長　北村孝司氏による特別講演
を開催しました。その後会員企業の三立機械工業(株)会長　中根昭
氏による事例発表も行いました。

ちばしんきん経営者会通常総会
　平成29年7月12日（水）三井ガーデンホテル千葉において、第
27回通常総会を開催しました。総会終了後、千葉商科大学教授　
鈴木孝男氏を講師に迎え『「地域と共に歩む中小企業経営」～中小
企業経営とコミュニケーション～』と題し講演会を開催しました。

ちばしんきん経営者会「ゴルフコンペ」
　平成29年10月25日（水）、平成30年3月7日（水）、ちばしんきん経営者会会員同士の交流・親
睦を目的に「第4回、第5回ゴルフコンペ」を開催しました。

ちばしんきん信寿倶楽部秋の旅行会
　平成29年11月、ちばしんきん信寿倶楽部の催しとして、磐梯熱
海温泉に1泊2日の旅行会を実施しました。

新春観劇会
　平成30年2月、明治座において「コロッケ特別公演」による新春
観劇会を開催し、総勢652名に参加していただきました。

イオンタウン君津出張所オープン
　平成30年3月28日（水）イオンタウン君津内のATＭコーナーに、当金庫のATＭがオープンし
ました。

EVENT

EVENT

EVENT

EVENT

EVENT

OPEN
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内部管理基本方針
　当金庫は、業務の健全性および適切性を確保するための態勢（内部統制）の整備、確立を経営の最重要課題とし
て位置づけて取り組んでまいります。
１．当金庫の理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
２．当金庫の理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
３．当金庫の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
４．当金庫の理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
５．当金庫およびその子法人等から成る集団における業務の適正を確保するための体制
６．当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
７……．当金庫の監事の職務を補助する職員の当金庫の理事からの独立性および当該職員に対する指示の実効性の確保
に関する事項
８．当金庫の監事への報告に関する体制
９……．当金庫の監事への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
10……．当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ず
る費用または債務の処理に係る方針に関する事項
11．当金庫の監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

千葉信用金庫行動綱領
１．社会的使命と公共性の自覚と責任
　千葉信用金庫は、地域金融機関として、その社会的責任と公共的使命を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に
努める。

２．質の高い金融等サービスの提供と地域社会発展への貢献
　千葉信用金庫は、経済活動を支えるインフラとしての機能はもとより、創意と工夫を活かし、お客さまのニーズに応え
るとともに、セキュリティレベルの向上や災害時の業務継続確保などお客さまの利益の適切な保護にも十分配慮した質の
高い金融および非金融サービスの提供等を通じて、地域経済・地域社会の発展に貢献する。

３．法令等の厳格な遵守
　千葉信用金庫は、あらゆる法令等を厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実かつ公正な業務運営を
遂行する。

４．地域社会とのコミュニケーション
　千葉信用金庫は、経営等の情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、広く地域社会とのコミュニケーションの充実
を図る。

５．職員の人権の尊重等
　千葉信用金庫は、職員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保する。

６．環境問題への取組み
　千葉信用金庫は、資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄与する金融サービスを提供す
るなど、環境問題に積極的に取り組む。

７．社会貢献活動への取組み
　千葉信用金庫は、社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、社会とともに歩む「良き企業市民」
として、積極的に社会貢献活動に取り組む。

８．反社会的勢力との関係遮断
　千葉信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除し、関係遮断を徹底する。
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コンプライアンス（法令等遵守）態勢
　コンプライアンスとは、業務を遂行するうえで関わってくる法令や規則はもとより、社会的規範に至るまでのあ
らゆるルールを遵守することをいいます。当金庫は、これまでもその社会的使命と公共的責任を十分に認識し、誠
実かつ公正な業務遂行に努めてまいりました。そして、これからもコンプライアンスを経営の基本原則と位置づけ、
業務に取り組んでまいります。

コンプライアンスへの取組
　コンプライアンスを実現するためには、組織的かつ効果的な内部統制が図られる必要があります。当金庫では、
毎年前年度の取組状況を踏まえ、理事会においてコンプライアンス・プログラム（実践計画）を策定し、計画的に
取り組んでおります。また、行動綱領・基準を定め、遵守すべき法令等を解説した「コンプライアンス・マニュア
ル」を役職員に配付し、コンプライアンス意識の向上に努めるとともにコンプライアンス・チェックリストにより、
日常業務におけるコンプライアンスの取組状況を自己点検しております。
　さらに、定期的な研修を実施するとともに毎月各部店において勉強会を実施し、コンプライアンス意識の向上や
遵守すべき法令、ルールなどの理解に努めております。なお、金融商品販売にあたっては、勧誘方針を定め、説明
責任などコンプライアンスに係る規程等を整備し、誠実な営業活動に努めております。

コンプライアンス体制
　当金庫は理事会をコンプライアンスに関する最
高意思決定機関とし、理事会・常務理事会は企業
倫理の構築のための態勢を整備するとともに「コ
ンプライアンス態勢の基本方針」を定め、周知徹
底を図っています。
　コンプライアンスを議論する場として「コンプ
ライアンス委員会」を設置し、より効果的なコン
プライアンスの推進に努めています。
　また、コンプライアンスの統括部署として、経
営管理部コンプライアンス室を設置し、役職員の
指導・教育を担当するとともに法務リスク管理に
あたっています。各部店にはコンプライアンス担
当者を設置し、コンプライアンスを基本とした業
務運営を徹底しています。

　私たち千葉信用金庫役職員は、「信頼され、期待され、支持され、選ばれる」金融機関を目指して、従来に
も増して、コンプライアンス重視の企業風土を確立していくことを宣言します。

《宣言内容》
◦私たちは、千葉信用金庫「行動綱領」「役職員の行動基準」を遵守します。
◦私たちは、一人ひとりのお客様を大切に、常日頃から良識と良心に従って行動します。
◦……私たちは、信用失墜に繋がる、事務ミスや事故、不祥事等の全くない金融機関として、地域における信頼
を揺るぎのないものとします。
◦……私たちは、コンプライアンスを遵守し、コンプライアンスに反する指示・命令には、毅然とした態度で反
対し、その是正を図ります。

コンプライアンス宣言

コンプライアンス体制図

職　　　　　員

本部・営業店
コンプライアンス担当者

監　事　会

監　査　部
（事故･不祥事件の調査）

経営管理部コンプライアンス室
（コンプライアンス統括部署）

コンプライアンス委員会

常 務 理 事 会

理　　事　　会

人　事　部
（教育・研修の実施）
（ハラスメント防止）

経営管理部お客様相談室
（相談・苦情等の管理）

22Chiba Shinkin Disclosure2018

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
等
遵
守
）
態
勢



顧客保護等管理の基本方針

利益相反管理方針の概要

　当金庫は、お客様の信頼を第一と考え、法令等を遵守し社会規範に則り誠実かつ公正な企業活動を遂行します。
また、お客様の正当な利益の保護や利便性の向上に向けて継続的な取り組みを行ってまいります。

１……．お客様との取引に際しまして説明を要するすべて
の取引や商品について、法令等に従い情報提供およ
び商品説明を適切かつ十分に行います。
２……．お客様からの相談や苦情などは、法令等に従いお
客様のご理解と信頼を得られるよう努めるとともに、
お客様の正当な利益が確保されるよう適切かつ十分
に取扱います。
３……．お客様の情報を適正かつ適法な手段で取得し、法
令等で定める場合を除き利用目的の範囲を超えた取
扱いやお客様の同意を得ることなく外部への提供を
行いません。また、お客様の情報を正確に保つよう
努めるとともに、情報への不正なアクセスや情報の
流出・紛失等の防止のため、必要かつ適切な措置を
講じてまいります。

４……．お客様に関する業務を外部業者に委託するにあた
りましては、お客様の情報の管理やお客様への対応
が適切に行われるよう努めてまいります。
５……．お客様との取引にあたりお客様の利益が不当に害
されることを防止するため、必要かつ適切な措置を
講じてまいります。
６……．業務に関したお客様の保護とお客様の利便性の向
上のため、当金庫が必要と判断した業務の適切な管
理を行います。
※……本基本方針において「お客様」とは、「当金庫をご利
用されている方およびご利用なさろうとされる方」
を意味します。

※……お客様保護の必要性のある業務とは、与信取引、預金
等の受入、金融商品の販売、募集のお客様と当金庫と
の間で行われるすべての取引に関する業務です。

　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客様との取引にあたり、本方針および当金庫が定め
る庫内規程に基づき、お客様の利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」とい
います。）し、もってお客様の利益を保護するとともに、お客様からの信頼を向上させるため、次の事項を遵守い
たします。

１……．当金庫は、当金庫がお客様と行う取引を対象とし
て利益相反管理を行います。
２……．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対
象とします。
　⑴……　次に掲げる取引のうち、お客様の利益が不当に
害されるおそれのある取引

　　イ……．当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様
と行う取引

　　ロ……．当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様
と対立または競合する相手と行う取引

　　ハ……．当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様
から得た情報を不当に利用して行う取引

　⑵……　イ．からハ．のほかお客様の利益が不当に害さ
れるおそれのある取引

３……．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引につい
て、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこ

れらを組み合わせることにより管理します。
　⑴……　対象取引またはお客様との取引の条件または方
法を変更する方法

　⑵　対象取引またはお客様との取引を中止する方法
　⑶……　対象取引に伴い、お客様の利益が不当に害され
るおそれがあることについて、お客様に適切に開
示する方法

４……．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置
および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのあ
る取引の特定および利益相反管理を一元的に行いま
す。
　……　また、当金庫は、利益相反管理について定められ
た法令および庫内規程等を遵守するため、役職員等
を対象に教育・研修等を行います。
５……．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効
性について定期的に検証します。
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プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）
　当金庫は、お客様の信頼を第一と考え、お客様の個人情報および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）
の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27号）および金融分野
における個人情報保護に関するガイドライン、その他個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守するとともに、
その継続的な改善に努めます。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。

１．個人情報とは
　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、「住所・氏名・電話番号・
生年月日」等、特定の個人を識別することができる情報をいいます。

２．個人情報等の取得・利用について
　⑴　個人情報等の取得

◆……当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人情報等の取得をします。ま
た、金庫業務の適切な業務運営の必要から、お客様の住所・氏名・電話番号・
性別・生年月日などの個人情報の取得に加えて、融資のお申込の際には、資
産・年収・勤務先・勤続年数・ご家族情報・金融機関でのお借入れ状況など、
金融商品をお勧めする際には、投資に関する知識・ご経験・資産状況・年収な
どを確認させていただくことがあります。
◆お客様の個人情報は、
①……　預金口座のご新規申込書等、お客様にご記入・ご提出いただく書類等に記載
されている事項
②　営業店窓口係や営業係等が口頭でお客様から取得した事項
③　当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」、等の入力事項
④……　各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供され
る事項
⑤　その他一般に公開されている情報等から取得しています。

　⑵　個人情報等の利用目的
◆……当金庫は、次の利用目的のために個人情報等を利用し、それ以外の目的には利
用しません。個人番号については、法令等で定められた範囲内でのみ利用しま
す。また、お客様にとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、
取得の場面に応じ、利用目的を限定するよう努めます。
◆……お客様本人の同意がある場合、もしくは法令等により開示が求められた場合等
を除いて、個人情報を第三者に開示することはございません。

　Ａ．個人情報（個人番号を含む場合を除きます）の利用目的
（利用目的）
①　各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
②……　法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただ
く資格等の確認のため
③……　預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理の
ため
④　融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
⑤……　適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当
性の判断のため
⑥……　与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情報機関に個人情報を提供する
場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため
⑦……　他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合
等において、委託された当該業務を適切に遂行するため
⑧　お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
⑨……　市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサー
ビスの研究や開発のため
⑩……　ダイレクトメール（ＤＭ）の発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提
案のため
⑪　提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
⑫　各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
⑬　その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため

（法令等による利用目的の限定）
①……　信用金庫法施行規則第110条等により、個人信用情報機関から提供を受けた
資金需要者の借入金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以
外の目的に利用・第三者提供いたしません。
②……　信用金庫法施行規則第111条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医
療または犯罪経歴についての情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営そ
の他の必要と認められる目的以外の目的に利用・第三者提供いたしません。

　Ｂ．個人番号の利用目的
①　出資配当金の支払に関する法定書類作成・提供事務のため
②　金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務のため
③　金融商品取引に関する法定書類作成・提供事務のため
④　金地金取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑤　国外送金等取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑥　非課税貯蓄制度等の適用に関する事務のため
⑦……　教育、結婚・子育て等資金非課税制度等に関する法定書類作成・提供事務の
ため
　上記の利用目的につきましては、当金庫のホームページの他、店頭掲示のポス
ター等でもご覧いただけます。

　⑶　ダイレクト・マーケティングの中止
◆……当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・マーケ
ティングで個人情報を利用することについて、お客様から中止のお申出があっ
た場合は、当該目的での個人情報の利用を中止いたします。
　中止を希望されるお客様は、下記のお客様相談室までお申出下さい。

３．個人情報等の正確性の確保について
　当金庫は、お客様の個人情報等について、利用目的の達成のために個人データを
正確かつ最新の内容に保つように努めます。

４．個人情報等の開示・訂正等、利用停止等について
◆……お客様本人から、当金庫が保有している個人情報等について開示等のご請求が
あった場合には、請求者がご本人であること等を確認させていただいたうえで、
遅滞なくお答えします。
◆……お客様本人から、当金庫が保有する個人情報等の内容が事実でないという理由に
よって当該個人情報等の訂正、追加、削除または利用停止、消去のご要望があっ
た場合には、遅滞なく必要な調査を行ったうえで個人情報等の訂正等または利用
停止等を行います。なお、調査の結果、訂正等を行わない場合には、その根拠を
ご説明させていただきます。
◆……お客様からの個人情報等の開示等のご請求については、所定の手数料をお支払い
いただきます。
◆……以上のとおり、お客様に関する個人情報等の開示・訂正等、利用停止等が必要な
場合は、下記のお客様相談室までお申出下さい。必要な手続についてご案内させ
ていただきます。

５．個人情報等の安全管理について
　当金庫は、お客様の個人情報等の漏えい、滅失、または毀損の防止その他の個人
情報等の適切な管理のために必要な措置を講じます。

６．委託について
　当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っていま
す。また、委託に際しましては、お客様の個人情報等の安全管理が図られるよう委
託先を適切に監督いたします。
　・キャッシュカード発行・発送に関わる事務
　・定期預金の期日案内の作成・発送に関わる事務
　・ダイレクトメールの発送に関わる事務
　・情報システムの運用・保守に関わる業務
７．個人情報保護に関する質問・苦情・異議の申し立てについて
　当金庫は、個人情報等の取扱いに係るお客様からの苦情処理に適切に取組みます。
なお、当金庫の個人情報等の取扱いに関するご質問・苦情の申し立てにつきまして
は、当金庫の営業店もしくは下記のお客様相談室までご連絡下さい。

【個人情報に関する相談窓口】
千葉信用金庫　お客様相談室
住　所：〒260－0013
　　　　千葉市中央区中央２丁目４番１号
ＴＥＬ：043－221－3565
ＦＡＸ：043－224－8530
Ｅメール：otoiawase＠chiba-shinkin.co.jp
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金融商品に係る勧誘方針
　当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧
誘の適正の確保を図ることとします。
１……．当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況および当該金融商品の販売
に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説明をい
たします。

２……．金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただき
ます。その際、当金庫は、お客様に適正な判断をしていただくために、当
該金融商品の重要事項について説明をいたします。

３……．当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明
をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識の向
上に努めます。

４……．店舗内での勧誘については、所定の営業時間内、訪問・電話による勧誘

については午前８時45分から午後８時までといたします。…
ただし、事前にお客様からのご了解をいただいている場合を除きます。

５……．金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がござい
ましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

※……当金庫は、確定拠出年金運営管理機関として、確定拠出年金法上の『企業
型年金に係る運営管理業務のうち運用の方法の選定および加入者等に対す
る提示の業務』および『個人型年金に係る運営管理機関の指定もしくは変
更』に関しても本勧誘方針を準用いたします。

保険募集指針
　当金庫は、以下の「保険募集指針」に基づき、適正な保険募集に努めてまいります。
◦当金庫は、保険業法をはじめとする関係法令等を遵守いたします。
　……万一、法令等に反する行為によりお客さまに損害を与えてしまった場合に
は、募集代理店として販売責任を負います。

◦……当金庫は、お客さまに引受保険会社名をお知らせするとともに、保険契約
を引受け、保険金等をお支払いするのは保険会社であること、その他引受
保険会社が破たんした場合等の保険契約に係るリスクについて適切な説明
を行います。

◦……当金庫は、取扱い保険商品の中からお客さまが適切に商品をお選びいただ
けるように情報を提供いたします。

◦……当金庫の取扱商品のうち、「個人年金保険※…・一時払終身（養老）保険※・
住宅関連の長期火災保険・積立火災保険※・債務返済支援保険・海外旅行
傷害保険・積立傷害保険（年金払を含む）」を除く保険商品につきましては、
法令等により以下のとおりご加入いただけるお客さまの範囲や保険金額等
に制限が課せられています。

　（※の保険商品は、個人契約の場合のみ（以下同じ）。）
⑴……　保険契約者・被保険者になる方が下記のいずれかに該当する場合には、
当金庫の会員の方を除き、制限の課せられている一部の保険商品をお取扱
いできません。

①……　当金庫から事業性資金の融資を受けている法人・その代表者・個人事
業主の方（以下、総称して「融資先法人等」といいます）
②…　従業員数が20名以下の「融資先法人等」の従業員・役員の方

⑵……　「上記⑴に該当する当金庫の会員の方」「従業員数が21名以上の融資先法
人等の従業員・役員の方」が保険契約者となる「個人年金保険・一時払終
身（養老）保険を除く生命保険商品・傷害保険を除く第三分野の保険商品
（医療保険等）」の契約につきましては、保険契約者一人あたりの通算保険

金額その他の給付金合計額（以下「保険金額等」といいます）を、次の金
額以下に限定させていただきます。

　◦生存または死亡に関する保険金額等：1,000万円
　◦疾病診断、要介護、入院、手術等に関する保険金額等
　　①　診断等給付金（一時金形式）…：１保険事故につき100万円
　　②　診断等給付金（年金形式）… ：月額換算５万円
　　③　疾病入院給付金… ：日額５千円

【特定の疾病に限られる保険は１万円】※合計１万円
　　④　疾病手術等給付金… ：１保険事故につき20万円

【特定の疾病に限られる保険は40万円】※合計40万円
◦……当金庫は、ご契約いただいた保険契約の内容や各種手続き方法に関するご
照会、お客さまからの苦情・ご相談等の契約締結後の業務にも適切に対応
いたします。なお、ご相談内容によりましては、引受保険会社所定の連絡
窓口へご案内、または保険会社と連携してご対応させていただくことがご
ざいます。

◦……当金庫は、保険募集時の面談内容等を記録し、保険期間が終了するまで適
切に管理いたします。また、お客さまから寄せられた苦情・ご相談等の内
容は記録し、適切に管理いたします。

保険契約に関する苦情、ご相談等は、取扱営業店または下記までお問い合
わせください。
　千葉信用金庫　経営管理部お客様相談室　　

電話番号：０４３－２２１－３５６５
　　　　　　　　受付時間：当金庫営業日の午前９時～午後５時

反社会的勢力に対する基本方針
　当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断する
ため、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

《基本方針》
１……．当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対
しては断固として拒絶します。

２……．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつ
つ、理事長以下、組織全体で対応し、迅速な問題解決に努めます。

３…………．当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および

便宜供与は行いません。
４……．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力
団追放県民会議、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築しま
す。

５…………．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事および刑事の
両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

「反社会的勢力ではないことの表明・確約に関する同意」の確認
　当金庫は、かねてより社会的責任と公共的使命を持つ地域金融機関として、
「反社会的勢力に対する基本方針」を制定し、反社会的勢力との関係遮断・
排除を宣言しております。
　また、反社会的勢力との関係遮断・排除に関しては、政府指針および同指
針を踏まえた金融庁による監督指針が公表されております。
　これらの指針等を踏まえ、当金庫では反社会的勢力との取引を未然に防止
するために、信用金庫取引約定書や預金規定等に反社会的勢力排除条項を導

入いたしました。
　これらの施策の徹底を図るため、平成22年６月より、新規の預金取引なら
びに貸金庫取引のお申出をいただいたお客様につきましても、「反社会的勢
力ではないことの表明・確約に関する同意」について書面にて確認をさせて
いただいております。
　なお、「反社会的勢力ではないことの表明・確約に関する同意」がいただ
けない場合には、お取引をお断りさせていただきます。
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金融ＡＤＲ制度への対応
苦情処理措置・紛争解決措置等の概要
　当金庫は、お客様からの相談･苦情･紛争等（以下「苦情等」という。）を営業店または経営管理部お客様相談室
で受け付けています。
１……．苦情等のお申し出があった場合、その内容を十分に伺ったうえ、
内部調査を行って事実関係の把握に努めます。
２……．事実関係を把握したうえで、営業店、関係部署等とも連携を図り、
迅速・公平にお申し出の解決に努めます。
３……．苦情等のお申し出については記録・保存し、対応結果に基づく改
善措置を徹底のうえ、再発防止や未然防止に努めます。

苦情等は営業店または次の担当部署へお申し出ください。
千葉信用金庫 経営管理部 お客様相談室
　住　　所：〒260－0013 千葉市中央区中央2－4－1
　電話番号：043－221－3565
　Ｆ Ａ Ｘ：043－224－8530
　Ｅメール：otoiawase@chiba-shinkin.co.jp
　受付日時：信用金庫営業日 9：00～17：00
　受付媒体：電話、FAX、手紙、Eメール
※……お客様の個人情報は苦情等の解決を図るため、また、お客様とのお取引を
適切かつ円滑に行うために利用いたします。

４……．当金庫のほかに、一般社団法人全国信用金庫協会が運営する「全
国しんきん相談所」をはじめとする他の機関でも苦情等のお申し出
を受け付けています。詳しくは上記経営管理部お客様相談室へご相
談ください。

全国しんきん相談所（一般社団法人全国信用金庫協会）
住　　所：〒103－0028 東京都中央区八重洲1－3－7
電話番号：03－3517－5825
受 付 日：月～金（祝日、12月31日～1月3日を除く）
時　　間：9：00～17：00
受付媒体：電話、手紙、面談

５……．東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下、「東
京三弁護士会」という）が設置運営する仲裁センター等で紛争の解
決を図ることも可能ですので、経営管理部お客様相談室または上記
全国しんきん相談所へお申し出ください。なお、各弁護士会に直接
申し立てていただくことも可能です。

東京弁護士会紛争解決センター
住　　所：〒100－0013 東京都千代田区霞が関1－1－3
電話番号：03－3581－0031
受 付 日：月 ～ 金（祝日、年末年始除く）
時　　間：9：30～12：00、13：00～15：00

第一東京弁護士会仲裁センター
住　　所：〒100－0013 東京都千代田区霞が関1－1－3
電話番号：03－3595－8588
受 付 日：月 ～ 金（祝日、年末年始除く）
時　　間：10：00～12：00、13：00～16：00

第二東京弁護士会仲裁センター
住　　所：〒100－0013 東京都千代田区霞が関1－1－3
電話番号：03－3581－2249
受 付 日：月 ～ 金（祝日、年末年始除く）
時　　間：9：30～12：00、13：00～17：00

６……．東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さ
まにもご利用いただけます。
　……　その際には、次の⑴、⑵の方法により、お客さまのアクセスに便
利な東京以外の弁護士会の仲裁センター等を利用することもできま
す。
　……　なお、ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ、東京
三弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫経営管理部お客様相

談室にお尋ねください。
⑴　現地調停
　……　東京三弁護士会の調停人とそれ以外の弁護士会の調停人がテレビ
会議システム等を用いて、共同して紛争の解決にあたります。詳し
くは、当金庫経営管理部お客様相談室へお問い合わせ下さい｡
⑵　移管調停
　……　当事者間の同意を得たうえで、東京以外の弁護士会に案件を移管
します。詳しくは、当金庫経営管理部お客様相談室へお問い合わせ
下さい｡
７．当金庫の苦情等の対応
　……　当金庫は、お客様からの苦情等のお申し出に迅速・公平かつ適切
に対応するため、以下のとおり金融ADR制度も踏まえ、内部管理態
勢等を整備して苦情等の解決を図り、もって当金庫に対するお客様
の信頼性の向上に努めます。
⑴……　営業店および各部署に責任者をおくとともに、経営管理部お客様
相談室がお客様からの苦情等を一元的に管理し、適切な対応に努め
ます。
⑵……　苦情等のお申し出については事実関係を把握し、営業店、関係部
署および経営管理部お客様相談室が連携したうえ、速やかに解決を
図るよう努めます。
⑶……　苦情等の対応にあたっては、解決に向けた進捗管理を行うととも
に、苦情等のお申し出のあったお客様に対し、必要に応じて手続の
進行に応じた適切な説明を行います。
⑷……　お客様からの苦情等のお申し出は、全国しんきん相談所をはじめ
とする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じ
て適切な機関をご紹介いたします。
⑸……　紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を
利用することができます。その際には、当該仲裁センター等の規則
等も踏まえ、適切に協力します。
⑹……　お申し出のあった苦情等を記録・保存し、その対応結果に基づき、
苦情等に対応する態勢の在り方の検討・見直しを行います。
⑺……　苦情等への対応が実効あるものとするため、内部監査部門が検証
する態勢を整備しています。
⑻……　苦情等に対応するため、関連規程等に基づき業務が運営されるよ
う、研修等により金庫内に周知・徹底します。
⑼……　お客様からの苦情等は、業務改善・再発防止等に必要な措置を講
じることにより、今後の業務運営に活かしていきます。
⑽　苦情等への取組体制
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リスク管理態勢
　当金庫では、統合的リスク管理を経営の最重要課題として位置づけ、各リスクの担当部署を決め、適切なリスク
管理を行っております。また、これらリスクに対しては、経営管理部がその管理状況を検証し、各リスクを一元的
に把握し、理事会および常務理事会においてきめ細かいコントロールを行っております。
　今後も、経営の健全性を確保し収益の向上を図るため、リスク管理の強化に取り組んでまいります。

信用リスク
　信用リスクとは、貸出先の財務状況の悪化などに
より、資産（オフ・バランスを含む）の価値が減少
ないし消滅し、損失を被るリスクです。当金庫では、
貸出金などの推進部門と審査部門を分離し、推進に
偏らず厳格な審査体制を採用しております。資産査
定については、経営管理部を統括部署として貸出資
産の内容などを厳格に査定し、監査部にて査定手続

きの適切性および結果の正確性を検証しております。
大口与信先については、融資審査会を定期的に開催
し、個々の貸出先などへの取組方針を明確にしてお
ります。さらにお客様の経営改善のため、地域推進
部が積極的な支援を実施しております。こうした事
前の審査や事後の管理を強化することで、貸出資産
の健全化に努めております。

市場リスク
　市場リスクとは、金利・為替・株式などの様々な
市場のリスク・ファクターの変動により資産・負債
（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被る
リスクおよび資産・負債から生み出される収益が変
動し損失を被るリスクです。当金庫では、有価証券

運用について、安全性と流動性を十分考慮し、運用
基準などを定め、リスク分散を図りながら効率的に
収益の最大化を図る体制を整備しております。また、
経営管理部を市場リスク管理の統括部門として、統
一的な尺度で計測し、検証、評価をしております。

流動性リスク
　流動性リスクとは、調達と運用の期間のミスマッ
チや予期せぬ資金の流出により必要な資金確保が困
難になる、または通常よりも著しく高い金利での資
金調達を余儀なくされることにより損失を被る「資
金繰りリスク」、および市場の混乱などにより市場に
おいて取引ができなかったり、通常よりも著しく不

利な価格での取引を余儀なくされたりすることによ
り損失を被る「市場流動性リスク」のことです。当
金庫では、一定の基準を設け、総合企画部が毎日の
流動性準備量を検証し、週次・月次では市場資金部
が作成する資金繰り表などに基づき常務理事会が検
証するなど、支払い準備には万全を期しております。
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オペレーショナル・リスク
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務
の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切で
あること、または外生的な事象により損失を被るリ
スク（自己資本比率の算出に含まれる分）のことで
す。自己資本比率の算出に含まれないものの当金庫

が定義したリスクも含み、以下のものが該当します。
オペレーショナル・リスクについては、経営管理部
を総合的な管理部署として、その発生防止に努めて
おります。

事務リスク
　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠るある
いは事故・不正などを起こすことにより、当金庫が
損失を被るリスクです。当金庫では、事務の正確性
向上のため、全ての事務に係る規程・細則などを制

定し、事務指導室による指導を強化しております。
また、監査部による臨店監査を年１回実施し、さら
に各営業店にて自店検査を毎月実施し、事務処理の
厳格化と事故の未然防止に努めております。

システムリスク
　システムリスクとは、コンピュータシステムの障
害または誤作動などシステムの不具合等に伴い当金
庫が損失を被るリスクやコンピュータが不正に使用
されることにより当金庫が損失を被るリスクです。
当金庫では、勘定処理の主要システムはしんきん共
同センターに加盟し、各種データの遠隔地保管なら
びにバックアップ専用のシステムを完備するなどシ
ステム面の安全対策を講じております。また、㈶金

融情報システムセンター発刊の「金融機関等におけ
るコンティンジェンシープラン策定のための手引書」
などに基づき、「コンティンジェンシープラン（危機
管理マニュアル）」を制定し、万一の事故や災害に備
えるとともに、サイバー攻撃リスクへの対応として、
サイバーセキュリティ管理規程およびサイバー攻撃
対応マニュアルを制定し、サイバーセキュリティ管
理態勢の整備に努めております。

その他オペレーショナル・リスク
　その他オペレーショナル・リスクとしては、「法務
リスク」「人的リスク」「有形資産リスク」「風評（レ
ピュテーショナル）リスク」などが該当します。こ
れらのその他オペレーショナル・リスクについては、
主管部署を定め、各種管理規程・細則を制定し適切
な管理に努めております。

法務リスク…………法務リスクとは、お客様に対する過
失による義務違反および不適切なビ
ジネス・マーケット慣行から生じる
損失、損害などをいいます。

人的リスク…………人的リスクとは、人事運営上の不公
平・不公正・差別的行為等から生じ
る損失、損害などをいいます。

有形資産リスク…………有形資産リスクとは、災害その
他の事象から生じる有形資産の毀損、
損害などをいいます。

風評（レピュテ……ーショナル）リスク……風評（レピュ
テーショナル）リスクとは、評判の
悪化や風説の流布等により信用が低
下することによる損失、損害などを
いいます。
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商品・サービス
○創業支援ローン
「ちばしんきん創業支援ローン」
　平成29年11月27日より、新たに創業する、ま
たは、創業後1年未満の法人および個人事業主の
方を支援するために「ちばしんきん創業支援ロー
ン」の取り扱いを開始しました。

○個人事業者専用ビジネスローン
「あきない君500」
　平成29年4月1日より個人
事業者専用のビジネスロー
ン「あきない君500」の取
り扱いを開始しました。個
人事業者の資金ニーズにス
ピーディーに対応します。

○私募債の受託
「信用金庫保証付私募債」
　当金庫はお客様の発行する私募債の受託を開始
しました。
　お客様の多様化する資金ニーズに対応するため、
今後も私募債の引き受けを積極的に行い、地域企
業の発展に貢献してまいります。

○マンション管理組合専用ローン
「ちばしんきんマンション管理組合専用ローン」
　平成29年7月20日よりマンション管理組合専用
ローン「ちばしんきんマンション管理組合専用
ローン」の取り扱いを開始しました。マンション
の「耐震改修」「大規模修繕」等の資金ニーズに
対応できる商品です。

○しんきん相続信託・しんきん暦年信託
「こころのバトン・こころのリボン」
　ご自分の将来やご家族の未来をサポートするた
めに、しんきん相続信託「こころのバトン」とし
んきん暦年信託「ここ
ろのリボン」の取り扱
いを開始しました。

株式会社AHC様発行の私募債を受託し、記念の盾を贈呈しました。
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■預金積金商品一覧
預金の種類 お預かり期間 お預け入れ金額 特　　　　　　　色

総
合
口
座

普通預金
出し入れ自由 1円以上

普通預金または無利息型普通預金にお利息の有利な定期預金をセットし
て〈貯める〉、給与・年金等の自動振込により〈受け取る〉、公共料金等
を〈支払う〉、いざという時に､ 定期預金残高の90％・最高500万円ま
で自動融資により〈借りる〉という4つの機能を1冊の通帳にセットした
大変便利な口座です。

無利息型普通預金

スーパー定期預金 3カ月・6カ月・
1年・2年・3年・4年・5年

1万円以上
1,000万円未満

期日指定定期預金 最長3年（据置期間1年） 1万円以上
300万円未満

変動金利定期預金 1年・2年・3年 1万円以上

大口定期預金 3カ月・6カ月・
1年・2年・3年・4年・5年 1,000万円以上

普通預金 出し入れ自由 1円以上 出し入れは自由。キャッシュカードのご利用が可能となっており、給与・
年金の受取や公共料金等の振替口座として幅広くご利用いただけます。

無利息型普通預金 出し入れ自由 1円以上 利息のつかない普通預金。預金保険制度により全額保護されます。

スーパー定期預金 1カ月・3カ月・6カ月・1年・
2年・3年・4年・5年※

1円以上
1,000万円未満

自由金利で確定利回りですから安心・確実、自由に選べる運用期間、更
に3年以上は半年複利（個人のみ）でますますおトクに運用できます。

期日指定定期預金 最長3年（据置期間1年） 100円以上
300万円未満

個人専用です。預入後1年を経過すると、１カ月以上前に満期日を指定すれ
ば、いつでも払い出しが可能です。お利息は、１年毎の複利計算で有利です。

大口定期預金 1カ月・3カ月・6カ月・1年・
2年・3年・4年・5年※ 1,000万円以上 金融市場の金利動向を考慮して金利が設定される自由金利定期預金です。

変動金利定期預金 1年・2年・3年 100円以上 預入日から6カ月毎に利率が見直される変動金利の定期預金です。期間3
年ものは半年複利（個人のみ）と単利扱いがあります。

貯蓄預金
（スーパーエッグ） 出し入れ自由 1円以上

普通預金感覚の、残高（10万円以上、30万円以上、50万円以上、100
万円以上）に応じて金利がアップする預金で、効率よく運用できます。
スウィングサービスもご利用いただけます。

積
立
定
期
預
金

単利確定日型 1年以上30年以下 1,000円以上 毎月の積み立てをスーパー定期預金でお預かりする積立預金です。ボー
ナス時の上乗せ積立もできます。どなたでもご利用いただけます。

複利確定日自継型 1年以上30年以下 1,000円以上
毎月の積み立てを預入日から満期日までの期間に応じ、スーパー定期預
金および期日指定定期預金でお預かりする積立預金です。ボーナス時の
上乗せ積立もできます。個人の方のみご利用いただけます。

複利エンドレス自継型 期間の定めはございません 1,000円以上 毎月の積み立てを期日指定定期預金でお預かりする積立預金です。ボー
ナス時の上乗せ積立もできます。個人の方のみご利用いただけます。

定期積金
（スーパー積金）

6カ月・1年・2年・3年・
4年・5年 1,000円以上 毎月一定額を積み立てて、大きく貯める計画預金・目的預金にピッタリ

の月掛け預金です。

当座預金 出し入れ自由 1円以上 取引に安全で便利な小切手・手形がご利用いただけます。

通知預金 7日以上 1万円以上 短期間の資金運用に有利な預金です。

納税準備預金 お預入れは自由
お引出しは納税時 1円以上 納税資金専用の預金です。お利息は普通預金より有利で、かつ非課税の

特典があります。

財
形
預
金

財産形成期日指定
定期預金 3年以上積立 1,000円以上 勤務先の財形制度を通じて、毎月の給料やボーナスから指定の金額を天

引きします。貯蓄目的はご自由です。

財産形成年金預金 5年以上積立 1,000円以上 毎月の給料から天引きして将来の年金資金を貯める預金で、財形住宅預
金との合計額元本550万円までの利息は非課税の適用が受けられます。

財産形成住宅預金 5年以上積立 1,000円以上 毎月の給料から天引きして将来の住宅資金を貯める預金で、財形年金預
金との合計額元本550万円までの利息は非課税の適用が受けられます。

外貨普通預金 期間の定めはございません 1米ドル以上 米ドルでご預金をお取扱いしています。為替相場の変動により、為替リ
スクが発生することがあります。別途、取扱手数料が必要となります。

外貨定期預金 3カ月・6カ月・1年・その他、
各預金契約により

30万円相当の
米ドル以上

米ドルでご預金をお取扱いしています。為替相場の変動により、為替リ
スクが発生することがあります。別途、取扱手数料が必要となります。

※お預かり期間については満期日指定方式もご利用いただけます。（期間1カ月超～5年未満）
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■融資商品（主な個人向けローン）
融資の種類 お使いみち ご融資金額 ご融資期間 担保・保証人など

住
宅
ロ
ー
ン

住宅ローン
（保証会社付）
◦（一社）しんきん保証基金保証
◦全国保証㈱保証

◎……住宅の新築・増改築、土地購
入資金
◎建売・中古住宅の購入資金
◎住宅ローン等の借換資金など

1億円以内 原則35年以内
＊最長50年以内

◦……担保／土地・建物に第1順位の抵当権を設定させて
いただきます。

◦……保証人／保証会社が保証いたしますので、原則と
して不要です。

※ご本人の団体信用生命保険加入が必要です。

住宅ローン
（保証料不要型）

5,000万円以内

最長35年以内
＊……………他行住宅ローン
借換え・中古マ
ンション購入の
場合は所定の期
間内とします。

◦……担保／土地・建物に第1順位の抵当権を設定させて
いただきます。

◦……保証人／配偶者を連帯保証人とさせていただきま
す。

※ご本人の団体信用生命保険加入が必要です。

3大疾病保障特約付
住宅ローン
◦（一社）しんきん保証基金保証
◦全国保証㈱保証

1億円以内

最長35年以内
＊……満75歳となる
誕生日の前月
末までに住宅
ローン完済

◦……担保／土地・建物に第1順位の抵当権を設定させて
いただきます。

◦……保証人／保証会社が保証いたしますので、原則と
して不要です。

※……3大疾病保障特約付団体信用生命保険に加入いただ
ける方がご利用になれます。

フラット35
◦住宅金融支援機構買取型

8,000万円以内 35年以内

◦……担保／住宅ローン債権の譲受人である住宅金融支
援機構が土地・建物に第１順位の抵当権を設定い
たします。

◦……保証人／原則として不要です。
◦……原則として住宅金融支援機構団体信用生命保険加
入が必要です。

借
り
換
え
ロ
ー
ン

住まいる
いちばんネクストＶ
◦全国保証㈱保証

◎他行住宅ローン借換資金
注）……土地のみの借換はお取扱い

できません。

1億円以内
※担保評価額の

200％以内
35年以内

◦……担保／対象となる土地・建物に第1順位の抵当権を
設定させていただきます。

◦……保証人／当金庫所定の保証会社が保証いたします
ので、原則として不要です。

※ご本人の団体信用生命保険加入が必要です。

リ
フ
ォ
ー
ム
ロ
ー
ン

無担保住宅ローン
◦（一社）しんきん保証基金保証

申込人が居住（居住予定を含む）
し申込人もしくは家族が所有して
いる自宅、または家族が居住（居
住予定を含む）し申込人が所有
している自宅に関する次の資金
◎……自宅の購入資金、新築資金、
建て替え資金、リフォーム（増
改築・修繕）資金、購入等に
伴う諸費用
◎……自宅の購入資金やリフォーム
資金等の借換

1,500万円以内 20年以内
◦……担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

商品利用に当たっての留意事項
○それぞれの商品につきましては、その内容や規定をよく確認のうえ、ご不明な点がございましたら当金庫の窓口や職員へ何なりとお申し出下さい。
○……ローンの種類によりましては、本人であることを証明するもの（運転免許証など）、所得を証明するもの（源泉徴収票、公的収入証明書など）、利用目的を証明
するもの（見積書等）などをご提出していただくことがあります。また、審査の結果お客様のご希望に添えない場合がございます。

○ローンのご利用に当たりましては、ご利用残高などに注意され、ご返済に無理のないよう計画的なご利用をお勧めいたします。

商品・サービス
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■融資商品（主な個人向けローン）
融資の種類 お使いみち ご融資金額 ご融資期間 担保・保証人など

カ
ー
ラ
イ
フ
ロ
ー
ン

カーライフローン
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……新車・中古車・オートバイ、
電動アシスト自転車の購入、
パーツやオプション購入・取
付費用、車検、自動車保険料、
修理費用、免許取得費用など
◎……就職内定者の方にもご利用い
ただけます。

1,000万円以内 10年以内
◦……担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

カーライフローン・
エコ
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……エコカー（電気自動車、ハイ
ブリッド自動車、低燃費かつ
低排出ガス）購入費用など

1,000万円以内 10年以内
◦担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

個
人
ロ
ー
ン

お手軽くん登場！
助っ人くん参上！
◦㈱クレディセゾン保証

◎……ご自由です。（お使いみちは確
認させていただきます。）
＊……ただし、事業性資金にはご利
用いただけません。

10万円以上
200万円以内

（1万円単位）
5年以内 ◦担保／不要です。

◦保証人／㈱クレディセゾンが保証いたします。

真打くん見参！
◦オリックス・クレジット㈱保証

◎ご自由です。
＊……ただし、事業性資金にはご利
用いただけません。

10万円以上
800万円以内

（1万円単位）
10年以内

◦担保／不要です。
◦……保証人／オリックス・クレジット㈱が保証いたし
ます。

個人ローン
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……お使いみちは自由です。ただし、
事業性資金や旧債返済のため
にはご利用いただけません。

500万円以内 10年以内
◦担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

教育ローン（証書貸付）
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……受験費用、学習塾や予備校の
費用、下宿費用（敷金・礼金・
家賃）、交通費、学校への納付
金、引越費用、教材費など

1,000万円以内 16年以内
◦担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

しんきんカードローン
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……お使いみちは自由です。ただし、
事業性資金にはご利用いただ
けません。

最高100万円
※定額返済

3年以内
※更新審査あり

◦担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

しんきんきゃっする500
◦信金ギャランティ㈱保証

最高500万円
※残高スライド返済 3年以内

※……原則、自動
更新

◦担保／不要です。
◦……保証人／信金ギャランティ㈱が保証いたします。シルバーきゃっする

◦信金ギャランティ㈱保証
最高50万円
※定額返済

教育カードローン
◦（一社）しんきん保証基金保証

◎……就学する学校等への納付金、
就学にかかる付帯費用（受験
費用、教材費、下宿費用（敷
金・礼金・家賃）、交通費、引
越費用等）など

500万円以内

15年以内
（……当座貸越期間：
元金据置最長
5年）
※……6年制大学等
の特例あり
※更新審査あり

◦担保／不要です。
◦……保証人／（一社）しんきん保証基金が保証いたしま
す。

商品利用に当たっての留意事項
○それぞれの商品につきましては、その内容や規定をよく確認のうえ、ご不明な点がございましたら当金庫の窓口や職員へ何なりとお申し出下さい。
○……ローンの種類によりましては、本人であることを証明するもの（運転免許証など）、所得を証明するもの（源泉徴収票、公的収入証明書など）、利用目的を証明
するもの（見積書等）などをご提出していただくことがあります。また、審査の結果お客様のご希望に添えない場合がございます。

○ローンのご利用に当たりましては、ご利用残高などに注意され、ご返済に無理のないよう計画的なご利用をお勧めいたします。
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■各種サービス一覧
サービスの種類 サービスの内容

自動支払
公共料金などのお支払いをご指定の預
金口座から自動的に引き落として納付
先へ支払います。

定額自動振込

家賃や駐車料金のように、毎月（ある
いは数カ月に一度）一定額を振込む場
合自動振込サービスをご利用下さい。
ご指定日にご指定の預金口座から引き
落として相手方へ確実に振込みます。

給与振込

毎月のお給料やボーナスが、勤務先か
ら直接お客様の預金口座へ振込まれる
サービスです。安全な上に必要なだけ
引出すようにすれば、計画的な使い方
ができ、振込まれた日から利息がつき
有利です。

年金・配当金等
自動受取

厚生年金や国民年金などの各種年金や
配当金などが一度の手続きで、毎回自
動的にお客様の預金口座に振込まれ、
安全確実にお受取りいただけます。ま
た、振込まれたその日から利息がつき
ますので、ムダがありません。

内国為替

全国の金融機関とオンラインで結ばれ
ており、ご指定の預金口座に迅速・確
実にお振込みができます。手形や小切
手の取立ても行っております。

国際業務
外国送金・輸出手形の買取・取立てな
ど貿易金融サービスをご利用いただけ
ます。

サービスの種類 サービスの内容

貸金庫
預金証書・権利証などの重要書類、貴
金属などの貴重品を安全確実にお預か
りいたします。

夜間金庫
当金庫の営業時間終了後、売上代金な
どをその日のうちにお預かりし、翌営
業日にご指定の預金口座に入金します。

テレホン
バンキング

入出金明細・預金残高の照会・振込・
振替などを専用フリーダイヤルでご利
用いただけます。（携帯電話でのご利
用は有料回線となります。）

モバイル
バンキング

iモード、EZweb、Yahoo!ケータイか
ら入出金明細・預金残高の照会・振
込・振替などをご利用いただけます。

インターネット
バンキング

事業所・ご家庭のパソコンから入出金
明細・預金残高の照会・振込・振替な
どがご利用いただけます。

Pay-easy
口座振替
受付サービス

口座振替の申込手続を、印鑑なしに
キャッシュカードと暗証番号だけで行
えます。

しんきん携帯電子
マネーチャージ
サービス

お客様の預金口座から携帯電話の「お
サイフケータイ」に、その場でチャー
ジ（入金）できるサービスです。

商品・サービス
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■各種サービス一覧
サービスの種類 サービスの内容

キャッシュカード

カード１枚で当金庫の本支店はもとよ
り全国の提携金融機関で現金のお引出
しができます。さらに、しんきんゼロ
ネットサービス時間帯にご利用になれ
ば、全国の信用金庫で手数料無料でご
利用いただけます。法人カードもご利
用いただけます。

デビットカード

「J-Debit」のマークのある加盟店で、
お買い物などのご利用代金をキャッ
シュカードでお支払いいただけます。
日曜・祝日・時間外と幅広い時間帯で
ご利用いただけます。

クレジットカード
しんきんVISA、JCBなど各種カードの
決済口座として当金庫の預金口座をご
利用いただけます。

C-NET
しんきん代金
回収サービス

売掛代金・会費等を他の金融機関の集
金先口座から振替えることにより、お
客様の集金業務を代行するサービスで
す。

ファーム
バンキング・
ホーム
バンキング

事務所あるいはご自宅に居ながらにし
てご指定の預金口座から当金庫あるい
は他の金融機関の預金口座にお振込み
できるサービスです。

コンビニATM
サービス
セブン銀行

お近くのセブンイレブン等のコンビニ
エンスストア店内に設置されたATMで、
キャッシュカードでのお預け入れ・お
引き出しなどのATMサービスがご利用
いただけます。（所定の手数料が必要
となります。）

サービスの種類 サービスの内容

株式・出資払込 法人の設立・増資時の株式・出資払込
の取扱いをいたします。

投資信託 預金以外の資金運用のお手伝いをいた
します。

国債 長期保有の安定した資金運用にお役立
てください。

確定拠出年金

加入者がご自身で年金資産を運用し、
その運用成果に応じて将来受け取る年
金額が変動する新しい年金制度です。
企業型の導入、個人型加入のお手伝い
をいたします。

損害保険

住宅ローンに伴う、長期総合住宅火災
保険「しんきんグッドすまいる」・債
務返済支援保険「しんきんグッドサ
ポート」等によりお客様の安心をお手
伝いいたします。この他、海外旅行傷
害保険はインターネットでお申込みい
ただけます。

ネット口座振替
受付サービス

パソコンや携帯電話を利用して、収納
機関のインターネットサイトで預金口
座振替の契約申込を行うことができま
す。

でんさいネット
サービス

でんさいネット（株式会社全銀電子債
権ネットワーク）を利用して提供する
新しい決済サービスです。インター
ネット（PC）等を通じて、電子記録債
権を記録・管理する電子債権記録機関
の記録原簿へ電子記録をすることで、
安全・簡易・迅速に、支払いや譲渡を
行うことができます。
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主な手数料一覧 ※下記手数料には消費税８％
　相当額が含まれています。 （平成30年6月末現在）

□振込手数料

振込の種類 区…　　分 窓口利用
ATM利用

キャッシュカード扱い 現金扱い

当
金
庫
あ
て

同一店あて
５万円未満 216円 無料 108円
５万円以上 432円 無料 324円

他店あて
５万円未満 324円 108円 108円
５万円以上 540円 216円 324円

他行庫あて
５万円未満 648円 324円 432円
５万円以上 864円 540円 648円

※文書扱いは、窓口利用と同一料金となります。
※……キャッシュカード扱いの場合「同一店あて」とは、振込先口座がキャッシュカード発行店と同
一店の場合です。
※当金庫以外のキャッシュカードをご利用の場合、別途「ATMご利用手数料」が必要になります。

□為替自動振込手数料

当
金
庫
あ
て

同一店あて
５万円未満

無料

取扱手数料
１回当り54円

５万円以上
会　　　員

他店あて
５万円未満 108円
５万円以上 216円
会　　　員 108円

他行庫あて
５万円未満 432円
５万円以上 648円
会　　　員 432円

□でんさいネットサービス

月額基本料
インターネットバンキング契約のお客様 無料
でんさいネット契約のみのお客様 1,080円

インター
ネット利用
（１件あたり）

発生記録
当金庫宛 324円
他金融機関宛 648円

譲渡記録
当金庫宛 162円
他金融機関宛 324円

分割譲渡記録
当金庫宛 324円
他金融機関宛 648円

保証記録 108円
変更記録 108円
支払等記録 108円
開示 無料

窓口扱い
（１件あたり）

各種書面請求のオンライン代行（利用
者属性変更は無料） 1,080円

各種書面請求のでんさいネットへの取次 2,160円
特例開示のでんさいネットへの取次 3,240円
残高証明（定例）発行のでんさいネッ
トへの取次 2,160円

残高証明（都度）発行のでんさいネッ
トへの取次 4,320円

パスワードロック解除 1,080円
通常開示 540円
でんさい割引
（当金庫への譲渡･分割譲渡） 216円

入金（１件あたり） 決済口座へのご入金 無料

□両替手数料
区分 窓口利用 両替機利用

1枚～ 49枚 無料 無料
50枚～ 500枚 324円 300円
501枚～1,000枚 540円 500円
1,001枚～2,000枚 1,080円 700円
2,001枚～ 1,000枚毎432円加算 －

※窓口利用の枚数は持込・持帰りのいずれか多い枚数です。

□融資関係手数料 　（　）内は会員料金
融資証明書（農地転用使用含む） １通 3,240円
当金庫資格証明書 １通 1,080円
当金庫印鑑証明書 １通 1,080円
融資関係用紙代（手形・金銭消費貸借契約証書・各種契約書） １通 108円
一般当座貸越契約更新口座維持 都度 3,240円
大型カードローン更新口座維持 都度 3,240円
融資利息
証明発行

当金庫書式（定型） １通 432円（324円）
定型外・監査法人用 １通 1,080円（972円）

住宅借入金等特別控除制度用証明書（再発行含む） １通 432円
ローンカード再発行（紛失の場合） １件 1,080円（972円）
スペシャル･大型･事業者カードローンの再発行 １件 3,240円
割賦返済金明細書再発行 １件 216円
住宅ローン新規取扱（注1） １案件 43,200円

住宅ローン
条件変更等

期日前
完済

変動金利期間中 １件 5,400円
固定金利期間中 １件 32,400円

一部繰上
返済

変動金利期間中 都度 3,240円
固定金利期間中 都度 21,600円

金利条件　変動⇒固定　固定⇒固定 選択都度 5,400円
返済方法・その他条件変更 都度 3,240円

フラット35
Ａパターン １案件 融資額×2.10％
Ｂパターン １案件 43,200円
Ｃパターン １案件 43,200円

不動産担保
調査等

一般融資新規調査・設定 １案件 54,000円
追加設定・
極度増額

一般融資で貸出を伴うもの １件 54,000円
貸出を伴わないもの １件 21,600円

根抵当権の移転・譲渡 １件 21,600円
順位変更・債務者変更・その他変更 １件 21,600円
遠隔地担保調査（注2） １件 10,800円
一部抹消（根抵当権・普通抵当権） １件 10,800円

不動産担保抹消（根抵当権の全部抹消） １件 1,080円
（注1）平成28年4月1日以降、住宅ローンをお申込（仮審査申込含む）されたお客様が対象です。
（注2）遠隔地担保調査手数料は調査地が取扱店の管轄登記所・隣接登記所以外の場合です。

□給与振込手数料

当
金
庫
あ
て

同一店あて
５万円未満

無料
５万円以上

他店あて
５万円未満
５万円以上

他行庫あて
５万円未満 216円
５万円以上 216円
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□HB・FB振込手数料

当
金
庫
あ
て

同一店あて
５万円未満

無料５万円以上
会　　　員

他店あて
５万円未満 108円
５万円以上 216円
会　　　員 108円

他行庫あて
５万円未満 216円
５万円以上 432円
会　　　員 216円

※HB：ホームバンキング、FB：ファームバンキング

□HB・FB・法人IB月額基本料

アンサー契約
電話通知 無料
FAX通知 1,080円

FB・HB契約
資金移動 1,080円
データ伝送 3,240円

法人インターネット
バンキング

オンライン取引 1,080円
データ伝送 3,240円

※資金移動とデータ伝送両方ご契約の場合、データ伝送の金額となります。
※……法人インターネットバンキングでオンライン取引とデータ伝送両方ご契約の場合、データ伝送
の金額となります。
※基本料金は口座単位の金額です。

□金種指定払戻し手数料・大量硬貨入金手数料
区分 金種指定払戻し手数料※1 大量硬貨入金手数料※2

1枚～ 300枚 無料
無料

301枚～ 500枚 324円
501枚～1,000枚 540円 540円
1,001枚～2,000枚 1,080円 1,080円

2,001枚～ 1,000枚毎432円加算 1,000枚毎432円加算
※1：1万円券は枚数に含みません。
※2：事業性ではない入金の場合は、手数料はいただきません。

□保管手数料

夜間金庫

基本料金
（支払方法契約時に選択）

年額 51,840円
月額 4,320円

入金帳 １冊 5,400円

紛失
鍵 １個 5,400円
鞄 １個 5,400円

貸金庫

全自動式

特型 年額 38,880円
大 年額 30,456円
中 年額 22,680円
小 年額 16,200円

自動式
大 年額 21,600円
中 年額 16,200円
小 年額 10,800円

有人式
大 年額 16,200円
中 年額 10,800円
小 年額 7,560円

セーフティボックス（保護預り箱） 年額 12,960円

保護預り
基本料金 年額 1,944円
保護預り袋開封 １回 540円

国債保護預り 年額 無料

□代金取立手数料

交換所
扱い

東京手形交換所
即時入金 １件 無料
預り １件 216円

東京手形交換所以外 １件 756円
個別取立扱い １件 864円
取立手形組戻 １件 1,080円
送金・振込組戻 １件 864円
取立手形店頭呈示 交通費実費加算 864円
不渡手形返却 １件 1,080円
店頭返還 １件 3,240円
異議申立 １件 3,240円

□  テレホンバンキング、モバイルバンキング、 
インターネットバンキング振込手数料

当
金
庫
あ
て

同一店あて
５万円未満

無料５万円以上
会　　　員

他店あて
５万円未満 108円
５万円以上 216円
会　　　員 108円

他行庫あて
５万円未満 216円
５万円以上 432円
会　　　員 216円

□その他手数料 　（　）内は会員料金
マル専口座開設（当座預金） 都度 3,240円
マル専手形用紙代 １枚 864円
自己宛小切手（預金小切手） １枚 540円
小切手帳（50枚綴り） １冊 648円
約束手形（25枚綴り）・為替手形（25枚綴り） １冊 540円
署名判登録（手形・小切手面署名印刷サービス） １件 5,400円
署名判登録変更 １件 3,240円

再発行

通帳・証書
（紛失の場合） １件 1,080円（972円）

キャッシュカード
（紛失の場合） １件 1,080円（972円）

貸金庫カード １件 1,080円（972円）

残高証明書
当金庫書式（定型） １通 432円（324円）
定型外・監査法人用 １通 1,080円（972円）

取引明細書等 １枚 32円

自動
口座振替

Ｃ-ＮＥＴ
本支店あて １件 108円
他行庫あて １件 162円

庫内自振り １件 108円
学校自振り
（幼稚園・保育園等含む） １件 108円

データ変換
（給振・総振・口振）

紙ベース １回 2,160円
ＦＤベース １回 1,080円

個人データ開示手数料
基本項目 １通 1,080円
その他項目 １通 3,240円
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店舗一覧（千葉県地図）

千葉市

市原市

袖ヶ浦市

木更津市

君津市

富津市

八街市

佐倉市

成田市

富里市 芝山町

東金市

四街道市

八千代市

白井市

我孫子市

印西市

習志野市

船橋市

我孫子

印西

白井

津田沼
千種

幕張

三山

大和田

四街道

佐倉

花園

作草部

園生草野

都賀
千葉駅北口 桜木

都町

寒川
白旗

本店

稲毛

誉田

八幡
五井 国分寺台

長浦
袖ヶ浦

富津

大佐和

久留里

君津
君津東

牛久

平川

岩根

清見台

木更津
中央

青柳

姉崎

園生

志津

三里塚

芝山

富里

赤坂 成田

東金

八街中央
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店舗一覧〈千葉県内49店舗〉
千 葉 市

本 店 〒260-0013 千葉市中央区中央2-4-1 ☎043-225-1118㈹

寒 川 支 店 〒260-0832 千葉市中央区寒川町1-62 ☎043-227-4401㈹

白 旗 支 店 〒260-0841 千葉市中央区白旗3-11-13 ☎043-264-7373㈹

千葉駅北口支店 〒260-0045 千葉市中央区弁天1-15-3 ☎043-206-3611㈹

都 町 支 店 〒260-0001 千葉市中央区都町1-18-10 ☎043-233-0001㈹

幕 張 支 店 〒262-0032 千葉市花見川区幕張町5-478-2 ☎043-273-7161㈹

花 園 支 店 〒262-0025 千葉市花見川区花園5-3-7 ☎043-273-2021㈹

千 種 支 店 〒262-0012 千葉市花見川区千種町107-3 ☎043-257-5501㈹

稲 毛 支 店 〒263-0031 千葉市稲毛区稲毛東3-16-9 ☎043-243-9101㈹

作草部支店 〒263-0015 千葉市稲毛区作草部1-12-3 ☎043-253-1511㈹

園 生 支 店 〒263-0051 千葉市稲毛区園生町174-5 ☎043-255-1411㈹

園生草野支店 〒263-0051 千葉市稲毛区園生町406-66 ☎043-287-0711㈹

桜 木 支 店 〒264-0028 千葉市若葉区桜木4-16-1 ☎043-232-2591㈹

都 賀 支 店 〒264-0026 千葉市若葉区西都賀1-14-5 ☎043-251-1105㈹

誉 田 支 店 〒266-0005 千葉市緑区誉田町3-28-2 ☎043-291-2221㈹

船 橋 市

三 山 支 店 〒274-0072 船橋市三山8-33-1 ☎047-476-0711㈹

木更津市

中 央 支 店 〒292-0067 木更津市中央1-4-6 ☎0438-25-2121㈹

木更津支店 〒292-0805 木更津市大和2-3-1 ☎0438-25-5611㈹

清見台支店 〒292-0042 木更津市清見台南1-1-1 ☎0438-98-4711㈹

岩 根 支 店 〒292-0016 木更津市高砂2-4-34 ☎0438-41-5111㈹

成 田 市

成 田 支 店 〒286-0032 成田市上町549 ☎0476-22-2521㈹

三里塚支店 〒286-0111 成田市三里塚53 ☎0476-35-2011㈹

赤 坂 支 店 〒286-0017 成田市赤坂2-1-16 ☎0476-26-3211㈹

佐 倉 市

佐 倉 支 店 〒285-0817 佐倉市大崎台1-1-4 ☎043-484-2021㈹

志 津 支 店 〒285-0846 佐倉市上志津1825 ☎043-487-7281㈹

東 金 市

東 金 支 店 〒283-0802 東金市東金1050 ☎0475-52-4131㈹

習志野市

津田沼支店 〒275-0016 習志野市津田沼5-14-2 ☎047-453-4171㈹

市 原 市

五 井 支 店 〒290-0081 市原市五井中央西1-21-18 ☎0436-22-1196㈹

牛 久 支 店 〒290-0225 市原市牛久897-7 ☎0436-92-1251㈹

八 幡 支 店 〒290-0062 市原市八幡1073 ☎0436-41-1351㈹

姉 崎 支 店 〒299-0111 市原市姉崎660-1 ☎0436-61-5111㈹

国分寺台支店 〒290-0073 市原市国分寺台中央7-1-7 ☎0436-21-2151㈹

青 柳 支 店 〒299-0102 市原市青柳1706-1 ☎0436-21-6111㈹

八千代市

大和田支店 〒276-0045 八千代市大和田287 ☎047-484-1081㈹

我孫子市

我孫子支店 〒270-1152 我孫子市寿2-3-5 ☎04-7182-1301㈹

君 津 市

久留里支店 〒292-0421 君津市久留里市場173 ☎0439-27-2221㈹

君 津 支 店 〒299-1151 君津市中野4-1-10 ☎0439-52-2266㈹

君津東支店 〒299-1162 君津市南子安4-21-10 ☎0439-52-3911㈹

富 津 市

大佐和支店 〒293-0043 富津市岩瀬831-2 ☎0439-65-1341㈹

富 津 支 店 〒293-0001 富津市大堀2-2-1 ☎0439-87-0811㈹

四街道市

四街道支店 〒284-0009 四街道市中央1-7 ☎043-422-2331㈹

袖ヶ浦市

袖ヶ浦支店 〒299-0263 袖ヶ浦市奈良輪1-6-1 ☎0438-62-2411㈹

平 川 支 店 〒299-0236 袖ヶ浦市横田425 ☎0438-75-6111㈹

長 浦 支 店 〒299-0246 袖ヶ浦市長浦駅前1-4-1 ☎0438-62-3411㈹

八 街 市

八街中央支店 〒289-1116 八街市中央9-11 ☎043-443-2021㈹

印 西 市

印 西 支 店 〒270-1327 印西市大森3809 ☎0476-42-2611㈹

白 井 市

白 井 支 店 〒270-1421 白井市白井436 ☎047-492-0301㈹

富 里 市

富 里 支 店 〒286-0221 富里市七栄320 ☎0476-93-1225㈹

山 武 郡

芝 山 支 店 〒289-1624 山武郡芝山町小池1127-1 ☎0479-77-1415㈹

（平成30年6月末現在）
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店舗外ＡＴＭコーナー
地　区 店　　　名 住　　　　所

千　 葉　 市

西友西千葉店出張所 千葉市中央区春日2-20-9

浜野出張所 千葉市中央区浜野町667

検見川出張所 千葉市花見川区検見川町2-479

幕張本郷出張所 千葉市花見川区幕張本郷7-5-38

小仲台出張所 千葉市稲毛区園生町1105

山王出張所 千葉市稲毛区山王町374-2

みつわ台出張所 千葉市若葉区みつわ台2-11-15

オリンピック千葉桜木店出張所 千葉市若葉区桜木北1-2-4

イオンタウンおゆみ野出張所 千葉市緑区おゆみ野南5-37-1

土気出張所 千葉市緑区あすみが丘1-20-1

高洲出張所 千葉市美浜区高洲3-11-2

千葉市地方卸売市場出張所 千葉市美浜区高浜2-2-1…千葉市地方卸売市場内

イオンモール幕張新都心出張所 千葉市美浜区豊砂1-1

船　 橋　 市 習志野駅前出張所 船橋市薬円台4-14-6

木… 更… 津… 市

イオンタウン木更津朝日出張所 木更津市朝日3-10-19

君津中央病院出張所 木更津市桜井1010

VERY…FOODS…尾張屋岩根店出張所 木更津市高砂2-1-18

アピタ木更津店出張所 木更津市ほたる野4-2-48

新日鐵住金君津製鉄所出張所 木更津市築地1-1…君津製鉄所ビジネスセンター内104-3

桜井出張所 木更津市桜井新町5-3-1

清川出張所 木更津市清川2-6-6

まくた出張所 木更津市茅野12-2

畑沢出張所 木更津市畑沢3-13-9

イオンモール木更津出張所 木更津市築地1-4

成　 田　 市
成田市場出張所 成田市飯仲42-19

イオン成田店出張所 成田市ウィング土屋24…イオンショッピングセンター内

□ATMご利用手数料
キャッシュ
カードの種類 曜日 ご利用時間 手数料

当金庫カード

平日
8：00…～ 8：45 108円
8：45…～ 18：00 無料
18：00…～ 21：00 108円

土曜日
8：00…～ 8：45 108円
8：45…～ 14：00 無料
14：00…～ 21：00 108円

日曜・祝日 8：00…～ 21：00 108円

信用金庫カード

平日
8：00…～ 8：45 108円
8：45…～ 18：00 無料
18：00…～ 21：00 108円

土曜日
8：00…～ 9：00 108円
9：00…～ 14：00 無料
14：00…～ 21：00 108円

日曜・祝日 8：00…～ 21：00 108円

地　区 店　　　名 住　　　　所

成　 田　 市 美郷台出張所 成田市美郷台2-1-5

佐　 倉　 市 うすい出張所 佐倉市王子台2-13-11

市　 原　 市

五所出張所 市原市五所2008

アピタ市原店出張所 市原市青柳北1-1

帝京大学ちば総合医療センター出張所 市原市姉崎3426-3

五井東出張所 市原市五井中央東1-15-1

青葉台出張所 市原市青葉台2-8-5

我… 孫… 子… 市 湖北台出張所 我孫子市湖北台8-6-5

君　 津　 市

坂田出張所 君津市東坂田3-4-16

アピタ君津店出張所 君津市久保1-1-1

八重原出張所 君津市南子安8-18-21

ジョイフル本田君津店出張所 君津市外箕輪3-7

小糸出張所 君津市中島262-2

イオンタウン君津出張所 君津市中野5-17-1

富　 津　 市

イオン富津ショッピングセンター出張所 富津市青木1-5-1

富津南出張所 富津市富津1755

天羽出張所 富津市湊15-1

八　 街　 市
イオン八街店出張所 八街市文違301

八街出張所 八街市八街に119-2

印　 西　 市 小林出張所 印西市小林北2-9

白　 井　 市 白井ショッピングセンター出張所 白井市根74-4…白井ショッピングセンター

富　 里　 市 日吉台出張所 富里市日吉台4-6

山　 武　 市 日向出張所 山武市木原217-12

印旛郡酒々井町 酒々井出張所 印旛郡酒々井町中央台1-28

印旛郡栄町 ナリタヤ安食店出張所 印旛郡栄町安食2170-1

山武郡芝山町 高根病院出張所 山武郡芝山町岩山2308

（平成30年6月末現在）

キャッシュ
カードの種類 曜日 ご利用時間 手数料

他行

平日
8：00…～ 8：45 216円
8：45…～ 18：00 108円
18：00…～ 21：00 216円

土曜日
8：00…～ 9：00 216円
9：00…～ 14：00 108円
14：00…～ 21：00 216円

日曜・祝日 9：00…～ 21：00 216円
※ご利用時間帯は、キャッシュコーナー営業時間とは異なります。
※お借入やご返済に係る一部のお取引につきまして、当金庫以外の提携金融機関のATMを利用
される場合に、ATM画面や利用明細票に表示されるATM利用手数料と実際にお客様にご負担
いただくATM利用手数料が相違する（お客様にご負担いただくATM利用手数料が少なくな
る）場合がございます。対象となるお取引では、お客様にご負担いただくATM利用手数料は、
お借入金額またはご返済金額が1万円以下の場合には108円まで、お借入またはご返済金額が
1万円を超える場合には216円までといたします。

（平成30年6月末現在）
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あゆみ
大　正

大正13年6月4日
有限責任千葉信用組合として発足

昭　和
昭和16年10月

稲毛支店開設
昭和18年4月

市街地信用組合法に基づき千葉信用組合
に組織変更

昭和24年11月
幕張支店開設

昭和25年2月
五井支店開設

昭和25年12月
寒川支店開設

昭和26年10月
信用金庫法に基づき千葉信用金庫に組織
変更
理事長　児島健爾　就任
八街信用組合（昭和24年発足）を（両総信用金庫に組織変更　　　　　）
木更津信用組合（昭和3年発足）を（木更津信用金庫に組織変更　　　　）
成田信用組合（昭和3年発足）を（成田信用金庫に組織変更　　　　　）

昭和27年1月
理事長　奥山秀蔵　就任

昭和28年11月
牛久支店開設（市原市牛久）

昭和28年12月
創立30周年ならびに本店店舗落成記念式
典挙行

昭和33年7月
八幡支店開設（市原市八幡）

昭和37年12月
今井支店（現白旗支店）開設（千葉市中
央区宮崎町）

昭和39年7月
姉崎支店開設（市原市姉崎）

昭和41年1月
習志野市実籾地区に業務地区を拡張

昭和41年5月
理事長　迎　久輔　就任

昭和41年7月
市川市、木更津市ほか15地区に業務地区
を拡張

昭和42年6月
日本銀行と取引開始

昭和43年3月
津田沼支店開設（習志野市津田沼）

昭和45年12月
新本店店舗落成

昭和46年5月
理事長　白石信夫　就任

昭和46年7月
作草部支店開設（千葉市稲毛区作草部町）

昭和46年9月
成田市、東金市ほか3地区に業務地区を拡
張

昭和47年12月
誉田支店開設（千葉市緑区誉田町）

昭和49年5月
理事長　佐野　確　就任

昭和49年6月
創立50周年記念式典挙行　　　　　

昭和49年7月
桜木支店開設（千葉市若葉区桜木）

昭和51年5月
理事長　斎藤　隆　就任

昭和51年11月
園生支店開設（千葉市稲毛区園生町）

昭和51年12月
預金量1,000億円達成

昭和53年11月
新町支店（現千葉駅北口支店）開設（千
葉市中央区新町）

昭和54年5月
理事長　平沢芳夫　就任

昭和54年9月
融資量1,000億円達成

昭和55年6月
新検見川支店（現花園支店）開設（千葉
市花見川区花園）

昭和55年11月
園生草野支店開設（千葉市稲毛区園生町）

昭和55年12月
三山支店開設（船橋市三山）

昭和56年2月
印旛郡白井町ほか2地区に業務地区を拡張

昭和56年10月
都町支店開設（千葉市中央区都町）

昭和59年3月
預金量2,000億円達成

昭和59年6月
創立60周年記念式典挙行

昭和60年11月
四街道支店開設

昭和61年5月
理事長　三槗　勤　就任

昭和61年7月
都賀支店開設（千葉市若葉区都賀）

昭和62年10月
新検見川支店を花園支店と改称、検見川
出張所を検見川支店に昇格

昭和63年12月
預金量3,000億円達成

平　成
平成元年3月

国分寺台支店開設（市原市惣社）
平成元年10月

外国為替公認銀行となる
平成2年5月

融資量2,000億円達成
平成2年10月

日本銀行と手形割引及び手形貸付取引開
始

平成3年9月
融資量3,000億円達成

平成3年11月
千種支店開設（千葉市花見川区千種町）

平成4年5月
千葉市政令都市移行による出資最低限度
引き上げ（1万円に変更）

平成4年8月
CI計画導入宣言

平成5年9月
預金量4,000億円達成

平成5年10月
新理念発表

平成5年12月
金庫マーク、金庫カラー、庫名ロゴタイ
プを制定

平成6年6月
創立70周年記念式典挙行

平成6年11月
青柳支店開設（市原市青柳）

平成10年1月
自営オンラインを信金東京共同事務セン
ターへ移行

平成10年2月
両総信用金庫と合併（51店舗）

平成10年3月
会計監査人による法定監査開始

平成10年5月
新町支店を位置移転し、千葉駅北口支店
と改称（千葉市中央区弁天町）

平成11年3月
郵貯ATMとの相互利用開始

平成11年7月
テレホンバンキングの取扱い開始

平成12年10月
投信窓販の取扱い開始

平成13年4月
保険窓販の取扱い開始

平成13年6月
インターネットサービス、iモードサービ
ス開始

平成14年1月
木更津信用金庫、成田信用金庫と合併（83
店舗）
新生「千葉信用金庫」初代理事長に本橋
昭就任

平成14年12月
生保窓販の取扱い開始

平成15年2月
佐原支店を佐原信用金庫へ一部事業譲渡

平成15年6月
理事長　名取　始　就任

平成15年7月
IYバンク銀行との提携によりセブン・イ
レブン等のATMサービス利用開始

平成16年5月
しんきんビジネス・マッチングサービス
開始

平成16年6月
創立80周年

平成16年8月
園生草野支店位置移転（千葉市稲毛区園
生町406番地66）

平成16年10月
千葉中央市場支店、幕張本郷支店統廃合

平成19年3月
コラボ産学官千葉支部発足

平成19年5月
四街道支店　店舗新築移転

平成19年6月
理事長　伊谷　啓　就任

平成19年9月
四街道東支店を「四街道支店」、木更津営
業部を「木更津支店」、成田営業部を「成
田支店」に名称変更

平成19年11月
中央支店リニューアルオープン

平成20年10月
「生体認証ICキャッシュカード」取扱い開
始

平成21年8月
成田支店リニューアルオープン

平成23年10月
JR東日本駅構内等ATM「ビューアルッテ」
利用提携開始

平成24年11月
「経営革新等支援機関」の認定を受ける

平成25年2月
でんさいネットサービス開始

平成25年9月
八街中央支店　店舗新築移転

平成26年6月
創立90周年
預金量１兆円達成

平成28年6月
理事長　宮澤　英男　就任

平成29年1月
富里支店リニューアルオープン
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信用金庫のセントラルバンク
信金中央金庫の概要（平成30年3月末日現在）

「信用金庫経営力強化制度」というセーフティネットが安心を支えます

　平成13年4月、信用金庫の健全性の確保および信用
金庫業界全体の信用力の維持・向上を図るため、「信用
金庫経営力強化制度」を創設しました。この制度は、経
営分析・経営相談・資本増強の3つの制度から構成され、
信用金庫の中央金融機関である信金中央金庫が運営
することにより、信用金庫の経営力の強化および経営
悪化の未然防止を図るものです。

名 称 信金中央金庫
創 立 昭和25年6月1日
従 業 員 数 1,202人
拠 点 数 国内14／海外5
総 資 産 38兆7,904億円
出 資 金 6,909億円（うち優先出資金909億円）
自 己 資 本 比 率 30.57％（国内基準：連結）
会 員 数 261信用金庫

格付けの状況
格付会社 格付

ムーディーズ（Moody's） A1

S&Pグローバル・レーティング A

格付投資情報センター（R&I） A+

日本格付研究所（JCR） AA

ー平成30年4月末現在ー　信金中央金庫は、全国の信用金庫を会員とする共同組織形態の金融機
関で、信用金庫の中央機関として、昭和25年に設立され、平成12年には
優先出資証券を東京証券取引所に上場しております。
　また、「信用金庫業界の中央機関としての役割」「個別金融機関として
の役割」を併せ持つ金融機関として、会員信用金庫と一体となって業務
を行っています。信金中央金庫は、経営の健全性、効率性、安定性に加え、
信用金庫の中央銀行的存在としての役割が高く評価された結果、内外の
格付会社から邦銀トップクラスの高い格付を取得しています。

信用金庫のセントラルバンクとしての役割

●信用金庫の余裕資産の効率運用
　及び信用金庫間の資金の需給調整

●信用金庫間の決済機関

●信用金庫業界の信用力の維持・向上

●信用金庫業界のシンクタンク機能

●信用金庫業界の機械化への支援

●信用金庫の業務機能を補完

信金中金

信用金庫の
余裕資産の
効率運用

信用金庫業界の
信用力の
維持・向上

信用金庫の
決済機関

信用金庫の
人材育成・機械化

支援
信用金庫の
業務機能の
補完

信用金庫への
シンクタンク機能の

提供

信用金庫経営力強化制度

全国の信用金庫

経営分析制度

経営相談制度

資本増強制度

資金の供給・人材の派遣等
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▶貸借対照表／資産の部� （単位：百万円）

科　目 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

（資産の部）
現金 8,326 10,127
預け金 244,679 255,347
買入金銭債権 163 440
金銭の信託 891 891
有価証券
　　国債
　　地方債
　　社債
　　株式
　　その他の証券

240,675
40,723
53,778
92,632
294

53,245

241,704
49,858
50,236
74,496
287

66,825
貸出金
　　割引手形
　　手形貸付
　　証書貸付
　　当座貸越

560,903
2,919
26,246
518,714
13,023

565,932
3,146
24,521
525,127
13,136

外国為替
　　外国他店預け

51
51

71
71

その他資産
　　未決済為替貸
　　信金中金出資金
　　前払費用
　　未収収益
　　金融派生商品
　　その他の資産

6,547
160
4,822
42
928
0

593

6,597
199
4,822
38
935
1

600
有形固定資産
　　建物
　　土地
　　リース資産
　　建設仮勘定
　　その他の有形固定資産

17,992
4,187
12,383

3
297
1,120

17,550
4,314
12,223

2
2

1,007
無形固定資産
　　ソフトウェア
　　その他の無形固定資産

277
183
93

238
144
93

繰延税金資産 4,159 3,900
債務保証見返 716 642
貸倒引当金
　（うち個別貸倒引当金）

△ 5,350
（ △4,109）

△ 4,359
（ △3,281）

その他の引当金 △0 △0
資産の部合計 1,080,034 1,099,085

事業年度における財務諸表
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▶貸借対照表／負債及び純資産の部� （単位：百万円）

科　目 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

（負債の部）  
預金積金 1,031,013 1,052,087
　　当座預金 11,269 12,172
　　普通預金 449,255 475,144
　　貯蓄預金 4,499 4,608
　　通知預金 2,530 2,355
　　定期預金 543,028 538,598
　　定期積金 14,029 13,962
　　その他の預金 6,401 5,245
その他負債 3,020 3,391
　　未決済為替借 274 361
　　未払費用 1,434 1,720
　　給付補塡備金 16 15
　　未払法人税等 20 20
　　前受収益 120 118
　　払戻未済金 81 89
　　職員預り金 627 618
　　金融派生商品 0 1
　　リース債務 3 2
　　資産除去債務 34 21
　　その他の負債 406 420
賞与引当金 305 303
退職給付引当金 4,468 968
役員退職慰労引当金 48 62
睡眠預金払戻損失引当金 90 123
偶発損失引当金 169 116
再評価に係る繰延税金負債 1,417 1,417
債務保証 716 642

負債の部合計 1,041,250 1,059,112
（純資産の部） 　

出資金 18,912 18,798
　　普通出資金 8,912 8,798
　　優先出資金 10,000 10,000
資本剰余金 3,806 3,806
　　資本準備金 3,806 3,806
利益剰余金 11,523 13,230
　　利益準備金 2,386 2,462
　　その他利益剰余金 9,137 10,768
　　　　特別積立金 5,700 7,200
　　　　（うち優先出資消却積立金） （ 5,700） （ 7,200）
　　　　当期未処分剰余金 3,437 3,568
処分未済持分 △ 43 △ 32

会員勘定合計 34,198 35,804
その他有価証券評価差額金 2,428 2,012
土地再評価差額金 2,156 2,156

評価・換算差額等合計 4,585 4,168
純資産の部合計 38,784 39,973

負債及び純資産の部合計 1,080,034 1,099,085
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貸借対照表　注記
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、
その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
３．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。
４．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１
日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以後に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　建　物　　　34年～49年
　　　　その他　　　３年～20年
５．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。
６．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資
産」）中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却し
ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
７．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」と
いう。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　また、破綻懸念先の債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の
回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権に
ついては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額
と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）によ
り引き当てております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績
率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は46,984百万円であります。
９．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。　また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法は、各発
生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設
立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に
計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理
しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫
の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
①　制度全体の積立状況に関する事項（平成29年３月31日現在）
　　　年金資産の額 1,634,392百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額
　　　と最低責任準備金の額との合計額 1,793,308百万円
　　　差引額 △158,915百万円
②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成29年３月分）　　　　0.8060％
③　補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高214,616百万円
であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年０ヵ月の元利均等定
率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金159百万円を費用処理
しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ
ることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
　また、上記①及び②については、入手可能な直近時点（貸借対照表日以前の最新時
点）の年金財政計算に基づく実際数値を記載しております。
（追加情報）
　当事業年度において、退職給付財政の更なる健全化を目的として、現金3,500百万
円を退職給付信託に拠出しました。これにより、退職給付引当金が3,500百万円減少
しております。

11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退
職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上
しております。
12．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を
計上しております。
13．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支
払見込額を計上しております。
14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　８百万円
16．子会社等の株式又は出資金の総額 10百万円
17．子会社等に対する金銭債務総額 0百万円

18．有形固定資産の減価償却累計額 14,579百万円
19．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部及び営業車輌については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。なお、個々のリース
資産に重要性が乏しいため、オペレーティング・リース取引の会計処理に準じて、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。

20．貸出金のうち、破綻先債権額は616百万円、延滞債権額は20,266百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその
他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。

21．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は268百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

22．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,499百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも
のであります。

23．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は25,650百万円であります。　なお、20．から23．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除
前の金額であります。

24．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売
却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
3,146百万円であります。

25．担保に供している資産は次のとおりであります。
  担保に供している資産 有価証券 11,125百万円
   現金 34百万円
  担保資産に対応する債務 預金積金 123百万円
　上記のほか、為替決済取引の担保として定期預金30,000百万円、外国為替取引の担保
として定期預金600百万円、手形代理交換用担保として定期預金50百万円を差入れてお
ります。また、その他の資産のうち保証金は290百万円であります。

26．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　平成10年３月31日　　平成11年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正
等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は△6,038百万円であります。

27．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ
る社債に対する当金庫の保証債務の額は300百万円であります。

28．出資１口当たりの純資産額　　　147円18銭
29．金融商品の状況に関する事項
　⑴　金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金融経済環境の変化に伴い発生する諸リスクを把握し、資産及び負債の総
合管理（ＡＬＭ）をしております。

　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として貸出金、有価証券、預け金です。これらは、
それぞれ信用リスクや金利変動リスク、為替リスクなどに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク、金利リスクに
晒されております。

　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　①　信用リスクの管理

　当金庫は、信用リスク管理規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審
査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか審査部、経営管理部、債権管理部、地域推
進部により行われ、また、理事会等に審議・報告を行っております。有価証券の発
行体の信用リスクは、市場資金部において、信用情報や時価の把握を定期的に行う
ことで管理しております。

　　②　市場リスクの管理
　　　ⅰ　金利リスクの管理

　当金庫は、ＡＬＭによって金利変動リスクを管理しております。ＡＬＭに関す
る規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬ
Ｍ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、理事会等において実
施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　経営管理部は、金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分
析や金利感応度分析、ＢＰＶ分析等によりモニタリングを行い、ＡＬＭ委員会に
報告しております。

　　　ⅱ　為替リスクの管理
　当金庫は、為替変動リスクに関して個別の債券ごとに管理しております。

　　　ⅲ　価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用方針に基づき行われ
ております。このうち、市場資金部では、市場運用商品の購入を行っており、事
前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。

　　　ⅳ　市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、預金、貸出金、有価証券、預け金の金利リスク量と価格変動リス
ク量、有価証券の信用リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量
がリスク限度枠の範囲内となるように管理しております。当金庫のＶａＲは、金
利リスク量と価格変動リスク量は分散共分散法（保有期間３ヶ月、信頼区間99％、
観測期間１年）、信用リスク量はモンテカルロ・シミュレーション法（保有期間
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１年、信頼区間99％、観測期間３年、シミュレーション回数10万回）により算出
しており、平成30年３月31日現在で当金庫のリスク量（損失額の推計値）は、全
体で2,718百万円です。ただし、ＶａＲは過去の市場変動をもとに統計的に算出
した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、仮定した水準を超えて市
場が急激に変動した場合に被る損失については捕捉できない場合があります。

　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した長
短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算に
より算出した時価に代わる金額を記載しております。

30．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握すること
が極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。また、重要性
の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

⑴　預け金 255,347 255,309 △37
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
⑶　貸出金（＊１）
　　　貸倒引当金（＊２）

241,614
77,970
163,643
565,932
△4,293

245,006
81,362
163,643

―
―

3,392
3,392
―
―
―

561,638 571,119 9,480
金融資産計 1,058,600 1,071,435 12,834

⑴　預金積金 1,052,087 1,052,305 218
金融負債計 1,052,087 1,052,305 218

（＊１）　預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した
時価に代わる金額」が含まれております。

（＊２）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　（注１）　金融商品の時価等の算定方法
金融資産
　　⑴　預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区
分ごとに、元利金の合計額を市場金利で割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して記載しております。

　　⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。なお、
保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については31．から33．に記載して
おります。

　　⑶　貸出金
　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額とし
て記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額
（貸倒引当金控除前の額。以下、「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金
に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利
金の合計額を市場金利で割り引いた価額（マイナス金利については、「０％」に
て算出しております。）

金融負債
　　⑴　預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と
みなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる
金額として記載しております。その割引率は、市場金利を用いております。（マイ
ナス金利については、「０％」にて算出しております。）なお、残存期間が短期（１
年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は
次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式（＊１） 10
非上場株式（＊１） 62
組合出資金（＊２） 17

合　計 90
（＊１）　子会社・子法人等株式及び非上場株式については、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはして
おりません。

（＊２）　組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極め
て困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象
とはしておりません。

（注３）　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （単位：百万円）
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

預け金
有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券のうち
　　満期があるもの
貸出金（＊）

184,247
12,792
5,232
7,559

97,739

71,100
51,764
28,954
22,810

167,725

―
75,169
24,571
50,597

111,035

―
89,930
19,212
70,717

169,925
合　計 294,779 290,589 186,204 259,855

（＊）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予
定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）　その他の有利子負債の決算日後の返済予定額 （単位：百万円）
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

預金積金（＊） 842,661 208,848 10 565
合　計 842,661 208,848 10 565

（＊）　預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。
31．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、
「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下32．
まで同様であります。
満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債 25,148 27,015 1,867
地方債 17,147 17,874 726
社債 25,399 26,194 794
その他 　2,500 2,583 83
小　計 　70,195 73,667 3,472

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債 ― ― ―
地方債 2,800 2,783 △16
社債 275 274 △1
その他 4,700 4,636 △63
小　計 7,775 7,695 △80

合　計 77,970 81,362 3,392
その他有価証券 （単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

株式 215 186 29
債券 93,619 90,441 3,178
　国債 18,355 18,037 317
　地方債 27,244 26,270 973
　社債 48,020 46,132 1,887
その他 23,383 22,450 933
小　計 117,219 113,078 4,140

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株式 ― ― ―
債券 10,200 10,344 △144
　国債 6,355 6,482 △127
　地方債 3,044 3,060 △15
　社債 800 802 △1
その他 36,223 37,397 △1,174
小　計 46,424 47,742 △1,318

合　計 163,643 160,821 2,822
32．当事業年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 111 96 ―
債券 16,411 815 ―
　　国債 5,414 390 ―
　　地方債 838 40 ―
　　社債 10,159 384 ―
その他 1,607 199 ―

合　計 18,130 1,111 ―
33．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）
のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価
まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照
表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」
という。）しております。なお、当事業年度における減損処理はございません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりです。
　時価がある有価証券については、時価が帳簿価額に比べ30％以上下落した場合、債券
については、格付や発行会社の財政状態などを考慮し、株式については、時価の推移や
発行会社の財政状態を考慮し、また投資信託については、時価の推移を考慮して判断し
ております。
　時価がない有価証券については、実質価額が帳簿価額に比べて50％以上下落している
かなどを考慮して判断しております。
　買入金銭債権については、時価が帳簿価額に比べ30％以上下落した場合、格付等考慮
し判断しております。

34．運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 891 ―
35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は28,014百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に
無条件で取消可能なもの）が14,814百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは
ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の
事由があるときは、当金庫が実行申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不
動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置を講じ
ております。

36．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおり
であります。
 繰延税金資産
  貸倒引当金 12,148百万円
  退職給付引当金 1,282百万円
  その他 1,013百万円
 繰延税金資産小計 14,444百万円
 評価性引当額 9,733百万円
 繰延税金資産合計 4,710百万円

 繰延税金負債
  その他有価証券評価差額金 810百万円
 繰延税金負債合計 810百万円
 繰延税金資産の純額 3,900百万円
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▶損益計算書� （単位：千円）

科　目 第94期
（平成28年4月1日から

平成29年3月31日まで）
第95期

（平成29年4月1日から
平成30年3月31日まで）

経常収益 14,713,325 15,294,091
　　資金運用収益 11,641,276 11,530,493
　　　　貸出金利息 8,828,009 8,614,148
　　　　預け金利息 318,624 275,435
　　　　コールローン利息 ― ―
　　　　有価証券利息配当金 2,378,497 2,510,831
　　　　その他の受入利息 116,145 130,077
　　役務取引等収益 1,496,836 1,450,856
　　　　受入為替手数料 732,700 722,179
　　　　その他の役務収益 764,136 728,676
　　その他業務収益 852,480 916,337
　　　　外国為替売買益 1,316 2,825
　　　　国債等債券売却益 512,255 828,803
　　　　国債等債券償還益 301,452 2,041
　　　　その他の業務収益 37,456 82,667
　　その他経常収益 722,731 1,396,404
　　　　貸倒引当金戻入益 ― 400,724
　　　　償却債権取立益 550,445 685,015
　　　　株式等売却益 9,093 98,942
　　　　金銭の信託運用益 48 68,472
　　　　その他の経常収益 163,143 143,249
経常費用 12,690,738 12,619,834
　　資金調達費用 550,060 485,570
　　　　預金利息 539,590 472,665
　　　　給付補塡備金繰入額 4,656 6,577
　　　　その他の支払利息 5,813 6,327
　　役務取引等費用 1,211,253 1,370,684
　　　　支払為替手数料 279,420 279,083
　　　　その他の役務費用 931,832 1,091,600
　　その他業務費用 57,063 28,597
　　　　国債等債券償還損 32,177 24,214
　　　　その他の業務費用 24,886 4,382
　　経費 9,909,295 9,856,277
　　　　人件費 6,067,052 6,052,704
　　　　物件費 3,625,434 3,593,539
　　　　税金 216,808 210,033
　　その他経常費用 963,065 878,705
　　　　貸倒引当金繰入額 462,118 ―
　　　　貸出金償却 289,381 597,840
　　　　株式等売却損 939 475
　　　　金銭の信託運用損 108,842 ―
　　　　その他資産償却 4,017 3,701
　　　　その他の経常費用 97,766 276,687
経常利益 2,022,586 2,674,256
特別利益 ― 2,318
　　固定資産処分益 ― 2,318
特別損失 286,673 174,524
　　固定資産処分損 52,974 73,681
　　減損損失 233,698 100,842
税引前当期純利益 1,735,913 2,502,050
法人税、住民税及び事業税 21,580 22,286
法人税等調整額 954,811 427,038
法人税等合計 976,391 449,324
当期純利益 759,521 2,052,725
繰越金（当期首残高） 2,518,898 1,516,183
土地再評価差額金取崩額 158,906 ― 
当期未処分剰余金 3,437,325 3,568,909 
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▶剰余金処分計算書� （単位：千円）

科　目
第94期

（平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで）

第95期
（平成29年4月 1日から

平成30年3月31日まで）
当期未処分剰余金 3,437,325 3,568,909
剰余金処分額 1,921,142 2,049,113
　　利益準備金 76,000 206,000
　　普通出資に対する配当金 （年2.0％） 177,142 （年2.0％） 175,113
　　優先出資に対する配当金 （年1.2％） 168,000 （年1.2％） 168,000
　　特別積立金 1,500,000 1,500,000
　　（うち優先出資消却積立金） 1,500,000 1,500,000
繰越金（当期末残高） 1,516,183 1,519,796

（注）　優先出資に対する配当率は、発行価額に対する配当率であります。

損益計算書　注記
１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額 500千円

子会社との取引による費用総額 594,219千円
３．出資１口当たり当期純利益金額 10円66銭
４．当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地　域 主な用途 種　類 減損損失
我 孫 子 市 店舗 土地及び建物 38,989千円
印旛郡酒々井町 ＡＴＭ稼働店舗 土地及び建物 50,039千円
市　原　市 ＡＴＭ稼働店舗 土地及び建物 11,813千円
合　計   100,842千円

　営業用店舗については、営業店（本店、各支店）毎に継続的な収支
の把握を行っていることから各営業店を、遊休資産は各資産を、グ
ルーピングの最小単位としております。
　本部、倉庫、グランド等については独立したキャッシュ・フローを
生み出さないことから本部共用資産としております。また、各出張所
（ＡＴＭ稼働店舗）は母店より切り離し、各出張所をグルーピングの
最小単位としております。
　地価の下落等により、店舗１ヶ所、出張所２ヶ所の帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額100,842千円を「減損損失」として
特別損失に計上しております。
　当期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額で
あります。正味売却価額は、土地は時価、建物は再調達原価法による
評価にて算定しております。

　平成28年度及び平成29年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条の２
第３項の規定に基づき千葉第一監査法人の監査を受けております。

平成29年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書

（以下、「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸表作成に係る内部

監査の有効性を確認しております。

　　平成 30 年 6 月 22 日

千 葉 信 用 金 庫

理 事 長 宮　澤　英　男
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▶業務純益・業務粗利益� （単位：千円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

業務純益 2,278,610 2,170,813
資金運用収支 11,091,608 11,045,279
資金運用収益 11,641,276 11,530,493
資金調達費用 549,667 485,214
役務取引等収支 285,583 80,171
役務取引等収益 1,496,836 1,450,856
役務取引等費用 1,211,253 1,370,684
その他の業務収支 795,416 887,740
その他業務収益 852,480 916,337
その他業務費用 57,063 28,597
業務粗利益 12,172,609 12,013,190
業務粗利益率 1.16% 1.12%
（注）１．「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（平成28年度393千円、平成29年度356千円）を控除して表示しております。
 ２．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×100
 ３．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

▶資金運用収支の内訳� 　


平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

資金運用勘定 1,049,304 1,070,676 11,641,276 11,530,493 1.10 1.07
うち貸出金 549,631 559,040 8,828,009 8,614,148 1.60 1.54
うち預け金 251,955 264,158 318,624 275,435 0.12 0.10
うち有価証券 242,647 242,325 2,378,497 2,510,831 0.98 1.03
資金調達勘定 1,036,983 1,056,787 549,667 485,214 0.05 0.04
うち預金積金 1,037,123 1,057,036 544,247 479,243 0.05 0.04
うち譲渡性預金 ― ― ― ― ― ―
うち借用金 ― ― ― ― ― ―

（注）１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成28年度3,354百万円、平成29年度3,166百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合
額の平均残高（平成28年度786百万円、平成29年度891百万円）及び利息（平成28年度０百万円、平成29年度０百万円）を、それぞれ
控除して表示しております。

 ２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

経営指標
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▶受取・支払利息の増減� （単位：千円）



第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

残高による
増減

利率による
増減 純増減 残高による

増減
利率による
増減 純増減

受取利息 119,604 △652,020 △532,415 326,750 △437,533 △110,783
うち貸出金 26,003 △555,613 △529,609 179,640 △393,500 △213,860
うち預け金 1,857 △62,190 △60,333 17,690 △60,879 △43,189
うち有価証券 86,718 △20,139 66,578 △3,533 135,867 132,333
支払利息 8,827 △153,214 △144,386 6,804 △71,258 △64,453
うち預金積金 8,724 △152,702 △143,978 6,903 △71,907 △65,003
うち譲渡性預金 ― ― ― ― ― ―
うち借用金 ― ― ― ― ― ―

（注）１．残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
 ２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。　

▶総資金利鞘� 　

　 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

資金運用利回 1.10% 1.07%
資金調達原価率 1.00% 0.97%
総資金利鞘 0.10% 0.10%

▶総資産利益率（ＲＯＡ）� 　

　 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

総資産経常利益率 0.18% 0.24%
総資産当期純利益率 0.07% 0.18%

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100総資産（債務保証見返を除く）平均残高
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▶役務取引の状況� （単位：千円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

役務取引等収益 1,496,836 1,450,856
 受入為替手数料 732,700 722,179
 その他の受入手数料 764,136 728,676
役務取引等費用 1,211,253 1,370,684
 支払為替手数料 279,420 279,083
 その他の支払手数料 13,884 12,580
 その他の役務取引等費用 917,948 1,079,020

▶経費の内訳� （単位：千円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

人件費 6,067,052 6,052,704
報酬給料手当 4,715,266 4,696,483
退職給付費用 669,503 672,421
その他 682,282 683,799
物件費 3,625,434 3,593,539
事務費 1,530,777 1,512,624
固定資産費 753,333 729,677
事業費 213,108 211,354
人事厚生費 83,085 87,405
減価償却費 615,355 670,505
 有形固定資産償却 563,432 609,374
 無形固定資産償却 51,922 61,130
その他 429,773 381,972
税　金 216,808 210,033

合　　　　計 9,909,295 9,856,277
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▶定期預金残高（期末残高）� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

定期預金 543,028 538,598
固定金利定期預金 542,636 538,236
変動金利定期預金 224 198
 その他 166 163

▶預金積金及び譲渡性預金平均残高� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

流動性預金 459,568 483,462
うち有利息預金 398,988 422,489
定期性預金 573,370 569,024
うち固定金利定期預金 558,703 554,607
うち変動金利定期預金 228 209
その他預金 4,184 4,549

小　　　　計 1,037,123 1,057,036
譲渡性預金 ― ―

合　　　　計 1,037,123 1,057,036
（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
 ２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

 ３．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

預金業務
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▶貸出金平均残高� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

割引手形 2,813 2,758
手形貸付 24,854 24,235
証書貸付 510,102 520,252
当座貸越 11,861 11,794

合　　　　計 549,631 559,040
（注）国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

▶貸出金残高� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

貸出金 560,903 565,932
変動金利 360,594 368,365
固定金利 200,309 197,566

▶貸出金の担保別内訳� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

当金庫預金積金 5,611 5,268
有価証券 82 92
動産 ― ―
不動産 140,804 136,954
その他 53 194

小　　　　計 146,552 142,510
信用保証協会・信用保険 89,647 90,335
保証 151,718 152,754
信用 172,984 180,331

合　　　　計 560,903 565,932

▶債務保証見返の担保別内訳� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

当金庫預金積金 44 43
不動産 314 247
その他物的担保 2 1

小　　　　計 360 292
信用保証協会・信用保険 123 116
保証 ― ―
信用 231 233

合　　　　計 716 642

融資業務
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▶貸出金使途別残高� （単位：百万円）


第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
設備資金 327,698 58.4% 324,251 57.2%
運転資金 233,204 41.5% 241,680 42.7%

合　　　計 560,903 100.0% 565,932 100.0%

▶預貸率� �

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

期末預貸率 54.40% 53.79%
期中平均預貸率 52.99% 52.88%

（注）１．預貸率＝
貸 出 金

×100
預金積金+譲渡性預金

２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

▶貸倒引当金内訳� （単位：百万円）

 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒
引当金　

第94期（平成29年3月31日） 1,241 1,240 ― 1,241 1,240
第95期（平成30年3月31日） 1,240 1,077 ― 1,240 1,077

個別貸倒
引当金　

第94期（平成29年3月31日） 3,875 4,109 229 3,646 4,109
第95期（平成30年3月31日） 4,109 3,281 590 3,518 3,281

合　計
第94期（平成29年3月31日） 5,117 5,350 229 4,888 5,350
第95期（平成30年3月31日） 5,350 4,359 590 4,759 4,359

▶貸出金償却� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

貸出金償却 289 597
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▶破綻先債権・延滞債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況�（単位：百万円）
区　分 第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）
破綻先債権額 A 420 616
延滞債権額 B 23,330 20,266
合計 C＝A＋B 23,750 20,882
担保・保証額 D 15,431 13,463
回収に懸念がある債権額 E＝C－D 8,318 7,419
個別貸倒引当金 F 4,033 3,218
同引当率 G＝F／E 48.48% 43.37%

▶3カ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権に対する担保・保証及び引当金の引当状況�（単位：百万円）
区　分 第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）
3カ月以上延滞債権額 H 247 268
貸出条件緩和債権額 I 4,601 4,499
合計 J＝H＋I 4,849 4,768
担保・保証額 K 3,735 3,662
回収に管理を要する債権額 L＝J－K 1,113 1,106
貸倒引当金 M 207 144
同引当率 N＝M／L 18.66% 13.03%

▶リスク管理債権の合計額� （単位：百万円）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

C＋J 28,599 25,650

○破綻先債権
　破綻先債権Aとは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本又は利息の取立
て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれか
に該当する債務者に対する貸出金です。
　①　更生手続開始の申立てがあった債務者
　②　再生手続開始の申立てがあった債務者
　③　破産手続開始の申立てがあった債務者
　④　特別清算開始の申立てがあった債務者
　⑤　手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

○延滞債権
　延滞債権Bとは、未収利息不計上貸出金のうち次の２つを除いた貸出金です。
　①　上記「破綻先債権」に該当する貸出金
　②　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
○３ヵ月以上延滞債権
　３カ月以上延滞債権Hとは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している貸出金で破綻先債
権及び延滞債権に該当しない貸出金です。
○貸出条件緩和債権
　貸出条件緩和債権Iとは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞
債権に該当しない貸出金です。
○担保・保証額
　担保・保証額D、Kは、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額の合計額です。
○個別貸倒引当金
　個別貸倒引当金Fは、貸借対照表に記載した金額ではなく、破綻先債権額A・延滞債権額Bに対して個別に引当計上
した額の合計額です。
○貸倒引当金
　貸倒引当金Mには、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、３ヵ月以上延滞債権額H・貸出条件緩和債権額Iに
対して引当てた額を記載しております。
　なお、これらの開示額A、B、H、Iは、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に
引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

リスク管理債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況
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　「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（以下、金融再生法）に基づく資産査定の結果につい
ても、開示しております。
　リスク管理債権の対象債権が貸出金であるのに対して、金融再生法による開示では、貸出金以外の債務
保証見返、外国為替、仮払金、未収利息などを含めた総与信額が対象債権となっており、正常債権も開示
の対象となっております。

▶金融再生法開示債権� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,446 6,569
危険債権 16,668 14,482
要管理債権 4,849 4,768
正常債権 533,144 541,569

合　　　　計 562,108 567,390

○破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

○危険債権
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

○要管理債権
　要管理債権とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。

○正常債権　
　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債
権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。

▶金融再生法開示債権保全状況� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

金融再生法上の不良債権　A 28,964 25,820
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,446 6,569
危険債権 16,668 14,482
要管理債権 4,849 4,768
保全額　B 23,770 20,655
貸倒引当金　C 4,316 3,425
担保・保証等　D 19,454 17,229
保全率　B／A 82.06% 79.99%
担保・保証等控除後債権に対する引当率
C／（A－D） 45.38% 39.87%

（注）貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。

金融再生法開示債権
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▶商品有価証券平均残高
　該当ありません。

▶有価証券の残存期間別残高� （単位：百万円）


第94期（平成29年3月31日）

1年以下 1年超5年以下 5年超10年以下 10年超 期間の定めのないもの
国債 ― 6,005 15,198 19,519 ―
地方債 1,714 4,534 33,140 14,389 ―
短期社債 ― ― ― ― ―
社債 11,848 25,597 14,412 35,038 5,735
株式 ― ― ― ― 294
外国証券 2,803 11,808 4,070 9,981 ―
その他証券 ― 1,288 18,756 1 4,535

合　計 16,366 49,233 85,578 78,931 10,565
第95期（平成30年3月31日）

1年以下 1年超5年以下 5年超10年以下 10年超 期間の定めのないもの
国債 ― 14,021 4,026 31,810 ―
地方債 1,276 6,200 30,572 12,186 ―
短期社債 ― ― ― ― ―
社債 8,317 20,105 15,100 25,057 5,915
株式 ― ― ― ― 287
外国証券 3,198 6,957 7,369 20,870 ―
その他証券 ― 4,479 18,099 5 5,844

合　計 12,792 51,764 75,169 89,930 12,048

▶保有有価証券平均残高� （単位：百万円）

 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

国債 42,878 44,908
地方債 49,536 50,870
短期社債 ― ―
社債 103,013 83,894
株式 286 271
外国証券 27,456 34,252
その他証券 19,476 28,128

合　計 242,647 242,325
（注）商品有価証券は保有しておりません。

▶預証率
 第94期

（平成29年3月31日）
第95期

（平成30年3月31日）

期末預証率 23.34% 22.97%
期中平均預証率 23.39% 22.92%

（注）
１．預証率＝

有価証券
×100

預金積金+譲渡性預金
２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

有価証券
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▶売買目的有価証券
　該当ありません。

▶満期保有目的の債券� （単位：百万円）

　 種類 第94期（平成29年3月31日） 第95期（平成30年3月31日）
貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

国債 24,152 26,157 2,004 25,148 27,015 1,867
地方債 16,709 17,500 790 17,147 17,874 726
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 33,026 34,017 990 25,399 26,194 794
その他 3,000 3,080 80 2,500 2,583 83
小計 76,889 80,756 3,867 70,195 73,667 3,472

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

国債 ― ― ― ― ― ―
地方債 3,600 3,572 △27 2,800 2,783 △16
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 248 246 △1 275 274 △1
その他 1,200 1,195 △4 4,700 4,636 △63
小計 5,048 5,014 △34 7,775 7,695 △80

合　計 81,937 85,770 3,832 77,970 81,362 3,392
（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
 ２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
 ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

▶時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券� （単位：百万円）

 第94期（平成29年3月31日） 第95期（平成30年3月31日）
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 10 10
非上場株式 76 62
組合出資金 11 17

合　計 97 90

▶その他有価証券� （単位：百万円）

　 種類 第94期（平成29年3月31日） 第95期（平成30年3月31日）
貸借対照表計上額 取得原価 差額 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株式 207 186 21 215 186 29
債券 94,157 90,429 3,728 93,619 90,441 3,178
国債 7,953 7,512 441 18,355 18,037 317
地方債 30,137 29,080 1,056 27,244 26,270 973
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 56,067 53,837 2,230 48,020 46,132 1,887
その他 21,637 20,753 884 23,383 22,450 933
小計 116,003 111,369 4,634 117,219 113,078 4,140

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株式 ― ― ― ― ― ―
債券 15,240 15,662 △422 10,200 10,344 △144
国債 8,617 8,997 △379 6,355 6,482 △127
地方債 3,332 3,360 △27 3,044 3,060 △15
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 3,289 3,305 △15 800 802 △1
その他 27,397 28,202 △805 36,223 37,397 △1,174
小計 42,637 43,864 △1,227 46,424 47,742 △1,318

合計 158,640 155,234 3,406 163,643 160,821 2,822
（注）１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
 ２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
 ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

有価証券の時価情報
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▶運用目的の金銭の信託� （単位：百万円）

第94期（平成29年3月31日） 第95期（平成30年3月31日）
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

891 ― 891 ―
（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

▶満期保有目的の金銭の信託
　該当ありません。

▶その他の金銭の信託
　該当ありません。

金銭の信託

▶金利関連取引
　該当ありません。

▶通貨関連取引� （単位：百万円）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

店頭
（為替予約）

売建 15 54
買建 15 54

▶株式関連取引�
　該当ありません。

▶債券関連取引
　該当ありません。

▶商品関連取引
　該当ありません。

▶クレジットデリバティブ取引
　該当ありません。

デリバティブ取引

▶外貨建貸出金残高
　該当ありません。

▶外国為替取扱高（貿易）� （単位：件、千米ドル）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

件数 金額 件数 金額
輸出 274 8,014 183 5,036
輸入 446 9,668 399 7,254

▶外国為替取扱高（貿易外）� （単位：千米ドル）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

貿易外 6,155 2,979
※　貿易外とは、仕向送金、被仕向送金等で生活費、コンサルタント料等のいわゆる貿易外取引一般をいいます。

外国為替業務
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▶千葉信用金庫グループの主要な事業の内容

　千葉信用金庫グループは、当金庫および子会社「株式会社ちばしんビジネスサービス」で構成され、子
会社は、事務処理代行業務などの千葉信用金庫の付随業務を中心に事業を行っております。

▶子会社の状況

会 社 名 ： 株式会社　ちばしんビジネスサービス
所 在 地 ： 千葉市稲毛区園生町1105番地
主な業務内容 ： 当金庫業務の受託および帳票類の購入管理等
設立年月日 ： 昭和62年５月22日
資 本 金 ： 10百万円　　当金庫議決権比率：100％　　子会社等の議決権比率：０％

▶平成29年度　事業の概況

　平成29年度の連結総資産額は前期比190億円増加して1兆990億円、また連結純資産額は11億円増加して
400億円となりました。損益面では貸出金利回りの低下により利息収入が減少しましたが、有価証券利息
配当金の増加や貸出金に係る信用コストの減少等により、親会社株主に帰属する当期純利益は20億円とな
りました。
　また、当金庫グループ全体の連結自己資本比率は8.17％となりました。

▶主要な連結経営指標の推移� （単位：百万円）

第91期
（平成26年3月31日）

第92期
（平成27年3月31日）

第93期
（平成28年3月31日）

第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

連結経常収益 17,686 16,657 16,084 14,722 15,302
連結経常利益 3,589 3,068 3,543 2,027 2,687
親会社株主に帰属
する当期純利益 2,293 2,330 2,571 765 2,062
連結純資産額 37,066 37,099 40,742 38,889 40,088
連結総資産額 1,018,351 1,059,040 1,071,383 1,080,025 1,099,075
連結自己資本比率 8.58% 8.24% 8.22% 8.16% 8.17%


連結情報

千葉信用金庫
本支店49店舗

子会社
株式会社ちばしんビジネスサービス
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▶連結財務諸表の作成方針
⑴　連結の範囲に関する事項
　①　連結される子会社、子法人等：1社
　　　主要な会社名
　　　　　　株式会社 ちばしんビジネスサービス
　②　非連結の子会社及び子法人等
　　　該当ありません。
⑵　持分法の適用に関する事項
　①　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関

連法人等
　　　該当ありません。
　②　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、

関連法人等
　　　該当ありません。

　
⑶　連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関
する事項
　　連結される子会社の決算日は３月末日です。
⑷　連結調整勘定の償却に関する事項
　　連結調整勘定の償却に関する事項は該当ありませ
ん。
⑸　剰余金処分項目等の取扱に関する事項
　　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定
した剰余金処分に基づいて作成しております。

▶連結貸借対照表／資産の部� （単位：百万円）

科　　　　　目 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

（資産の部）
現 金 及 び 預 け 金 253,006 265,475
買 入 金 銭 債 権 163 440
金 銭 の 信 託 891 891
有 価 証 券 240,665 241,694
貸 出 金 560,903 565,932
外 国 為 替 51 71
そ の 他 資 産 6,547 6,598
有 形 固 定 資 産 17,992 17,550
� 建　　　　　　　　　 物 4,187 4,314
� 土　　　　　　　　　 地 12,383 12,223
� 建 設 仮 勘 定 297 2
� リ ー ス 資 産 3 2
� その他の有形固定資産 1,120 1,007
無 形 固 定 資 産 277 238
� ソ フ ト ウ ェ ア 183 144
� その他の無形固定資産 93 93
繰 延 税 金 資 産 4,159 3,900
債 務 保 証 見 返 716 642
貸 倒 引 当 金 △5,350 △4,359
そ の 他 の 引 当 金 △0 △0

資 産 の 部 合 計 1,080,025 1,099,075
�　
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▶連結貸借対照表／負債及び純資産の部� （単位：百万円）

科　　　　　目 第94期
（平成29年3月31日）

第95期
（平成30年3月31日）

（負債の部） 　 　
預 金 積 金 1,030,882 1,051,941
そ の 他 負 債 3,029 3,401
賞 与 引 当 金 305 303
退 職 給 付 に 係 る 負 債 4,470 971
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 53 69
そ の 他 の 引 当 金 259 240
再評価に係る繰延税金負債 1,417 1,417
債 務 保 証 716 642

負 債 の 部 合 計 1,041,135 1,058,987
（純資産の部） 　

出 資 金 18,912 18,798
資 本 剰 余 金 3,806 3,806
利 益 剰 余 金 11,629 13,346
処 分 未 済 持 分 △43 △32
会 員 勘 定 合 計 34,304 35,919
その他有価証券評価差額金 2,428 2,012
土 地 再 評 価 差 額 金 2,156 2,156
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計 4,585 4,168

純 資 産 の 部 合 計 38,889 40,088
負債及び純資産の部合計 1,080,025 1,099,075
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連結貸借対照表　注記
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株
式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として連結決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法
により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
３．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。
４．当金庫の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10
年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　建　物　　　34年～49年
　　　　その他　　　３年～20年
　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定額法により償却しております。
５．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、当金庫並びに連結される子会社及び子法
人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
６．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）
中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しており
ます。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該
残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
７．当金庫の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付し
ております。
　連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等
の為替相場により換算しております。
８．当金庫の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る
債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　また、破綻懸念先の債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の
回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権につ
いては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と
債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により
引き当てております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績
率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は46,984百万円であります。
９．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額
のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
10．退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については給付算定式基準によっております。退職給付に係る負債は、職
員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、必要額を計上しております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法は、
各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　「退職給付に係る負債」については、信用金庫法施行規則別紙様式に基づき、退職給
付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額を加減した額から
年金資産の額を控除した額を計上しております。
　また、当金庫並びに連結される子会社は、複数事業主（信用金庫等）により設立され
た企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫並びに連結される
子会社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年
金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の掛金等に占める当金庫
並びに連結される子会社の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①　制度全体の積立状況に関する事項（平成29年３月31日現在）
　　　　年金資産の額 1,634,392百万円
　　　　年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　最低責任準備金の額との合計額 1,793,308百万円
　　　　差引額 △158,915百万円
　②　制度全体に占める当金庫並びに連結される子会社の掛金拠出割合（平成29年３月分）
　　　　0.8229％
　③　補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高214,616百万円
であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年０ヵ月の元利均等定
率償却であり、当金庫並びに連結される子会社は、当連結会計年度の財務諸表上、特
別掛金162百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ
ることで算定されるため、上記②の割合は当金庫並びに連結される子会社の実際の負
担割合とは一致しません。
　また、上記①及び②については、入手可能な直近時点（貸借対照表日以前の最新時
点）の年金財政計算に基づく実際数値を記載しております。

　（追加情報）
　当連結会計年度において、退職給付財政の更なる健全化を目的として、現金3,500
百万円を退職給付信託に拠出しました。これにより、退職給付引当金が3,500百万円
減少しております。

11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退
職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を
計上しております。

12．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を
計上しております。

13．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支
払見込額を計上しております。

14．当金庫並びに連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式に
よっております。

15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　８百万円
16．有形固定資産の減価償却累計額 14,580百万円
17．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部及び営業車両について
は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。なお、個々の
リース資産に重要性が乏しいため、オペレーティング・リース取引の会計処理に準じて、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。

18．貸出金のうち、破綻先債権額は616百万円、延滞債権額は20,266百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその
他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は268百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,499百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は25,650百万円であります。
　なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

22．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売
却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、
3,146百万円であります。

23．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産　　　　有価証券 11,125百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　現金 34百万円
　　　担保資産に対応する債務　　　預金 123百万円
　上記のほか、為替決済取引の担保として、定期預金30,000百万円、外国為替取引の担
保として定期預金600百万円、手形代理交換用担保として定期預金50百万円を差し入れ
ております。また、その他資産のうち保証金は290百万円であります。

24．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当金庫の
事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　再評価を行った年月日　平成10年３月31日　平成11年３月31日
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正
等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合
計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は、△6,038百万円であります。
25．出資１口当たりの純資産額　　　147円84銭
26．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ
る社債に対する当金庫の保証債務の額は300百万円であります。

27．金融商品の状況に関する事項
　⑴　金融商品に対する取組方針
　当金庫グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行って
おります。このため、金融経済環境の変化に伴い発生する諸リスクを把握し、資産及
び負債の総合管理（ＡＬＭ）をしております。

　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫グループが保有する金融資産は、主として貸出金、有価証券、預け金です。
これらは、それぞれ信用リスクや金利変動リスク、為替リスクなどに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク、金利リスクに
晒されております。

　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　①　信用リスクの管理

　当金庫グループは、信用リスク管理規程に従い、貸出金について、個別案件ごと
の与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応な
ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか審査部、経営管理部、債権管理部、地域推
進部により行われ、また、理事会等に審議・報告を行っております。有価証券の発
行体の信用リスクは、市場資金部において、信用情報や時価の把握を定期的に行う
ことで管理しております。

　　②　市場リスクの管理
　　　ⅰ　金利リスクの管理

　当金庫グループは、ＡＬＭによって金利変動リスクを管理しております。ＡＬ
Ｍに関する規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記してお
り、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、理事会等に
おいて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　経営管理部は、金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分
析や金利感応度分析、ＢＰＶ分析等によりモニタリングを行い、ＡＬＭ委員会に
報告しております。

　　　ⅱ　為替リスクの管理
　当金庫グループは、為替変動リスクに関して個別の債券ごとに管理しております。

　　　ⅲ　価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用方針に基づき行われ
ております。このうち、市場資金部では、市場運用商品の購入を行っており、事
前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。

　　　ⅳ　市場リスクに係る定量的情報
　当金庫グループでは、預金、貸出金、有価証券、預け金の金利リスク量と価格
変動リスク量、有価証券の信用リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得した
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リスク量がリスク限度枠の範囲内となるように管理しております。当金庫のＶａ
Ｒは、金利リスク量と価格変動リスク量は分散共分散法（保有期間３ヶ月、信頼
区間99％、観測期間1年）、信用リスク量はモンテカルロ・シミュレーション法
（保有期間1年、信頼区間99％、観測期間３年、シミュレーション回数10万回）に
より算出しており、平成30年３月31日現在で当金庫のリスク量（損失額の推計
値）は、全体で2,720百万円です。ただし、ＶａＲは過去の市場変動をもとに統
計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、仮定した水準
を超えて市場が急激に変動した場合に被る損失については補足できない場合があ
ります。

　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫グループは、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考
慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算に
より算出した時価に代わる金額を記載しております。

28．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。また、重
要性の乏しい科目については記載を省略しております。 （単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額
⑴　現金及び預け金
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
⑶　貸出金（＊１）
　　　貸倒引当金（＊２）



265,475
241,614
77,970
163,643
565,932
△4,293

265,437
245,006
81,362
163,643

―
―

△37
3,392
3,392
―
―
―

561,638 571,119 9,480
金融資産計 1,068,728 1,081,563 12,834

⑴　預金積金 1,051,941 1,052,159 218
金融負債計 1,051,941 1,052,159 218

（＊１）　現金及び預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により
算出した時価に代わる金額」が含まれております。

（＊２）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）　金融商品の時価等の算定方法
金融資産
　⑴　現金及び預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区
分ごとに、元利金の合計額を市場金利で割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して記載しております。

　⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。なお、
保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については29．から31．に記載してお
ります。

　⑶　貸出金
　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として
記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、連結貸借対照表中の貸出金勘定に計上している
額（貸倒引当金控除前の額。以下、「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金
に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利
金の合計額を市場金利で割り引いた価額（マイナス金利については、「０％」にて
算出しております。）

金融負債
　⑴　預金積金
　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時
価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来
のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる
金額として記載しております。その割引率は、市場金利を用いております。（マイナ
ス金利については、「０％」にて算出しております。）なお、残存期間が短期（１年以
内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
おります。

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上
額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊１） 62
組合出資金（＊２） 17

合　計 80
（＊１）　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（＊２）　組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極め

て困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象
とはしておりません。

（注３）　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額（単位：百万円）
　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年 超

現金及び預け金
有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券のうち
　　満期があるもの
貸出金（＊）

194,375
12,792
5,232
7,559

97,739

71,100
51,764
28,954
22,810

167,725

―
75,169
24,571
50,597

111,035

―
89,930
19,212
70,717

169,925
合　計 304,906 290,589 186,204 259,855

（＊）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予
定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）　その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 （単位：百万円）
　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年 超

預金積金（＊） 842,516 208,848 10 565
合　計 842,516 208,848 10 565

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。
29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、
「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下31．
まで同様であります。

　満期保有目的の債券 （単位：百万円）
　 種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 25,148 27,015 1,867
地方債 17,147 17,874 726
社債 25,399 26,194 794
その他 　2,500 2,583 83
小　計 　70,195 73,667 3,472

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 ― ― ―
地方債 2,800 2,783 △16
社債 275 274 △1
その他 4,700 4,636 △63
小　計 7,775 7,695 △80

合　計 77,970 81,362 3,392

その他有価証券 （単位：百万円）
　 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 215 186 29
債券 93,619 90,441 3,178
　国債 18,355 18,037 317
　地方債 27,244 26,270 973
　社債 48,020 46,132 1,887
その他 23,383 22,450 933
小　計 117,219 113,078 4,140

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 ― ― ―
債券 10,200 10,344 △144
　国債　 6,355 6,482 △127
　地方債 3,044 3,060 △15
　社債 800 802 △1
その他 36,223 37,397 △1,174
小　計 46,424 47,742 △1,318

合　計 163,643 160,821 2,822

30．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）
　 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 　111 96 ―
債券 16,411 815 ―
　　国債 5,414 390 ―
　　地方債 838 40 ―
　　社債 10,159 384 ―
その他 1,607 199 ―

合　計 18,130 1,111 ―

31．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）
のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価
まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借
対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減
損処理」という。）しております。なお、当連結会計年度における減損処理はございま
せん。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりです。
　時価がある有価証券については、時価が帳簿価額に比べ30％以上下落した場合、債券
については、格付や発行会社の財政状態などを考慮し、株式については、時価の推移や
発行会社の財政状態を考慮し、また投資信託については、時価の推移を考慮して判断し
ております。
　時価がない有価証券については、実質価額が帳簿価額に比べて50％以上下落している
かなどを考慮して判断しております。
　買入金銭債権については、時価が帳簿価額に比べ30％以上下落した場合、格付等考慮
し判断しております。

32．運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）
　 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 891 ―

33.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は28,014百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に
無条件で取消可能なもの）が14,814百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当金庫並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権
の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。

34.当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。
　　　退職給付債務 △4,599百万円
　　　退職給付信託拠出 3,500百万円
　　　未認識数理計算上の差異 128百万円
　　　連結貸借対照表計上額の純額 △971百万円
　　　退職給付に係る負債 △971百万円
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▶連結損益計算書� （単位：千円）

科　　　　　目
第94期

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
第95期

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
経常収益 14,722,495 15,302,314
　資金運用収益 11,640,776 11,529,993
　　貸出金利息 8,828,009 8,614,148
　　預け金利息 318,624 275,435
　　買入手形利息及びコールローン利息 ― ―
　　有価証券利息配当金 2,377,997 2,510,331
　　その他の受入利息 116,145 130,077
　役務取引等収益 1,496,836 1,450,856
　その他業務収益 862,147 924,951
　その他経常収益 722,735 1,396,513
　　貸倒引当金戻入益 ― 400,724
　　償却債権取立益 550,445 685,015
　　その他の経常収益 172,290 310,773
経常費用 12,694,620 12,614,348
　資金調達費用 550,043 485,563
　　預金利息 539,573 472,658
　　給付補塡備金繰入額 4,656 6,577
　　その他の支払利息 5,813 6,327
　役務取引等費用 1,211,253 1,370,684
　その他業務費用 466,377 424,104
　経費 9,503,880 9,455,289
　その他経常費用 963,065 878,707
　　貸倒引当金繰入額 462,118 ―
　　その他の経常費用 500,947 878,707
経常利益 2,027,875 2,687,966
特別利益 3,049 2,318
　固定資産処分益 ― 2,318
　その他の特別利益 3,049 ―
特別損失 286,673 174,524
　固定資産処分損 52,974 73,681
　減損損失 233,698 100,842
　その他の特別損失 ― ―
税金等調整前当期純利益 1,744,250 2,515,760
法人税、住民税及び事業税 23,518 26,508
法人税等調整額 954,811 427,038
法人税等合計 978,329 453,546
当期純利益 765,921 2,062,213
非支配株主に帰属する当期純利益 ― ―
親会社株主に帰属する当期純利益 765,921 2,062,213

連結損益計算書　注記
１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．出資１口当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額　　10円72銭
３．「その他の経常費用」には、貸出金償却597,840千円を含んでおります。
４．当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上して
おります。

地　域 主な用途 種　類 減損損失

我 孫 子 市 店舗 土地及び建物 38,989千円

印旛郡酒々井町 ＡＴＭ稼働店舗 土地及び建物 50,039千円

市　原　市 ＡＴＭ稼働店舗 土地及び建物 11,813千円

合　　計   100,842千円

　営業用店舗については、営業店（本店、各支店）毎に継続的な収支の
把握を行っていることから各営業店を、遊休資産は各資産を、グルーピ
ングの最小単位としております。
　本部、倉庫、グランド等については独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから本部共用資産としております。また、各出張所（Ａ
ＴＭ稼働店舗）は母店より切り離し、各出張所をグルーピングの最小単
位としております。
　地価の下落等により、店舗１ヶ所、出張所２ヶ所の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額100,842千円を「減損損失」として特別
損失に計上しております。
　当期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であ
ります。正味売却価額は、土地は時価、建物は再調達原価法による評価
にて算定しております。
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▶連結剰余金計算書� （単位：千円）

科　　　　　目
第94期

（平成28年4月 1日から平成29年3月31日まで）
第95期

（平成29年4月 1日から平成30年3月31日まで）
（資本剰余金の部） 　 　
資本剰余金期首残高 3,806,982 3,806,982
資本剰余金増加高 ― ―
資本剰余金減少高 ― ―
資本剰余金期末残高 3,806,982 3,806,982
（利益剰余金の部） 　
利益剰余金期首残高 11,050,573 11,629,206
利益剰余金増加高 924,827 2,062,213
　親会社株主に帰属する当期純利益 765,921 2,062,213
　その他 158,906 ―
利益剰余金減少高 346,194 345,141
　配当金 346,194 345,141
　自己優先出資消却額 ― ―
　その他 ― ―
利益剰余金期末残高 11,629,206 13,346,278

▶連結リスク管理債権の状況� （単位：百万円）

区　　　分 残　高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率

破綻先債権
第94期（平成29年3月31日） 420 389 30 100%
第95期（平成30年3月31日） 616 335 281 100%

延滞債権
第94期（平成29年3月31日） 23,330 15,042 4,002 81.63%
第95期（平成30年3月31日） 20,266 13,128 2,936 79.26%

3ヵ月以上延滞債権
第94期（平成29年3月31日） 247 244 10 103.00%
第95期（平成30年3月31日） 268 264 8 101.46%

貸出条件緩和債権
第94期（平成29年3月31日） 4,601 3,491 197 80.15%
第95期（平成30年3月31日） 4,499 3,397 136 78.53%

合　計
第94期（平成29年3月31日） 28,599 19,167 4,241 81.84%
第95期（平成30年3月31日） 25,650 17,125 3,362 79.87%

▶事業の種類別セグメント情報

　連結対象会社（株）ちばしんビジネスサービスは、当金庫業務以外に事業を営んでおりませんので、事
業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
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１．自己資本の調達手段の概要
　自己資本は、コア資本に係る基礎項目の額からコア資本に係る調整
項目の額を控除して、自己資本の額となっております。自己資本の額
のうち、当金庫が積み立てているもの以外は、地域のお客様からお預
かりしている普通出資金8,798百万円と信用金庫業界の中央機関であ
る信金中央金庫が引き受けた優先出資金10,000百万円が含まれます。
　また、平成29年度の普通出資に対する配当率は、年2.0％、優先出
資に対する配当率は、年1.2％となっております。

２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本の充実度に関しましては、国内基準である自己資本比率
４％を上回っており、経営の健全性・安全性を充分保っております。
また、当金庫は各エクスポージャーが特定分野に集中することなく、
リスク分散が図られていると評価しております。
　一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支
計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の
積上げを第一義的な施策として考えております。なお、収支計画につ
いては、貸出金計画に基づいた利息収入や市場環境を踏まえた運用収
益など、足元の状況を踏まえたうえで策定された極めて実現性の高い
ものであります。

３．信用リスクに関する事項
　⑴　リスク管理の方針および手続の概要

　信用リスクとは、貸出先の財務状況の悪化などにより、当金庫
の資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し、
損失を被るリスクのことをいいます。
　当金庫では、信用リスクは管理すべき最重要のリスクであると
の認識のうえ、安全性・公共性・流動性・成長性・収益性の5原
則に則った厳正な与信判断を行うべく、与信業務の普遍的かつ基
本的な理念・指針・規範などを明示した「クレジットポリシー」
を制定し、広く役職員に理解と遵守を徹底しています。
　信用リスク管理にあたっては、小口多数取引の推進によるリス
ク分散、与信集中によるリスクの抑制のため大口与信先の管理態
勢の強化などに努め、また、与信ポートフォリオ管理として、自
己査定による債務者区分別・地域別・業種別など、さまざまな角
度からの分析に注力しています。
　また、より高度な計測モデルを活用した信用リスク管理態勢の
構築に取り組んでいます。
　審査・与信管理にあたっては、審査部門である融資部は、営業
推進部門の営業統括部と組織上区分しており、営業推進部門の影
響を受けない体制となっています。
　また、経営陣による融資審査会を定期的に開催し個々の貸出先
の取組方針を明確にしています。延滞貸出金など問題債権の管理
は専門部署として債権管理部を設置し、個別に取組方針を策定し、
きめ細かな管理を実施しています。
　さらに、与信運営にかかる妥当性の検証については監査部が内
部監査を実施するなど、適切な与信運営を実施する管理態勢を構
築しています。
　また、地域推進部を設置し、お客様に対するきめ細かな経営相
談や経営指導を通じて、積極的に企業・事業再生支援に取り組ん
でいます。
　信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準」および「資産
査定等に係わる償却・引当基準」に基づき、自己査定における債
務者区分ごとに算定しています。一般貸倒引当金にあたる正常先、
要注意先、要管理先については、債務者区分ごとの債権額にそれ
ぞれ貸倒実績率に基づいた予想損失率を乗じて算出しています。
　なお、資本的劣後ローン（早期経営改善特例型）を実施した債
務者については、資本とみなす貸出債権額を全額引当としています。
　また、個別貸倒引当金に関しては、破綻懸念先の債務者で与信
額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利
息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることがで
きる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実
施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価格との差額を貸
倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当
てています。上記以外の債権については、未保全額に対して貸倒
実績率に基づいた予想損失率を乗じて算出しています。

　実質破綻先および破綻先は、未保全額全額を貸倒引当金として
計上しています。
　なお、それぞれの結果については監査法人の監査を受けるなど、
適正な計上に努めています。

　⑵　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　当金庫が、リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は
原則として、以下の４機関です。
　なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分け
は行っておりません。
①　株式会社　格付投資情報センター
②　株式会社　日本格付研究所
③　ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
④　Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング

４．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要
　信用リスク削減手法とは、当金庫が抱えている信用リスクを軽減
化するための措置をいい、具体的には、預金担保・不動産担保・有価
証券担保・保証などが該当します。当金庫では、融資受付に際し、資
金使途・返済原資・財務内容・事業環境・経営者の資質など、さまざ
まな角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、
あくまでも補完的な位置付けと認識し、担保または保証に過度に依存
しない融資姿勢に徹しています。ただし、与信審査の結果、担保また
は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただい
たうえで、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金・有価証券・不動産など、
保証には、人的保証・信用保証協会保証・政府関係機関保証・民間保
証などがありますが、その手続については、当金庫が定める「融資事
務取扱細則」などにより適切な事務取扱および適正な評価を行ってお
ります。
　また、手形貸付・割引手形・証書貸付・当座貸越・債務保証・外
国為替に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信
取引の範囲において、預金相殺を用いる場合があります。この際、当
金庫が定める規程・要領や各種約定書などに基づき、法的に有効であ
る旨確認のうえ、事前の通知や諸手続きを省略して払戻充当いたしま
す。
　なお、当金庫では、定期預金および定期積金を担保としている貸出
金については、担保額を信用リスク削減額としています。担保額につ
いては、貸出債権残高を上限とし、定期預金は元金、定期積金は掛込
残高の範囲内としています。
　また、国・地方公共団体・政府関係機関などが保証している保証債
権および、適格格付機関による格付が付与されている機関が保証して
いる保証債権について、原資産および債務者のリスク・ウェイトに代
えて当該保証人のリスク・ウェイトを適用しています。

５．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関す
るリスク管理の方針および手続きの概要

　当金庫では、お客様に外国為替関連取引として為替先物予約取引
を取り扱っているほか有価証券勘定の証券投資信託の中に一部派生商
品取引を扱った商品を保有しています。派生商品取引には、市場の変
動により損失を受ける可能性のある市場リスクや取引相手方が支払不
能になることにより損失を受ける可能性のある信用リスクが内包され
ています。
　市場リスクについては、資金運用方針および運用計画の中で一定
の投資枠を設けるなどして適切なリスク管理に努めています。
　また、信用リスクへの対応として、お客様との取引については、
総与信取引における保全枠との一体的な管理により与信判断を行うこ
とでリスクを限定しており、適切な保全措置を講じております。
　さらに、リスク管理態勢強化のため、金庫全体のリスク許容限度
内で配賦されたリスク資本による統合的リスク管理については、平成
18年度下期より、その態勢整備に努め、平成19年４月より運用を図っ
ています。
　なお、長期決済期間取引は該当ありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項
　⑴　リスク管理の方針および手続の概要

自己資本の充実の状況等について
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　証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不
動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三
者に売却して流動化することを指します。一般的には、証券の裏付
けとなる原資産の保有者であるオリジネーターとして保有する場合
と、証券を購入する側である投資家として保有する場合の二つに大
きく分類されます。
　投資家として保有する場合の証券投資に係るリスクの認識につい
ては、市場動向、裏付資産の状況、時価評価および適格格付機関が
付与する格付情報などを分析・検討して、必要に応じて常務理事会、
ＡＬＭ委員会に付議し、「資金運用方針および運用計画について」
の中で定める投資枠内での取引に限定するとともに、取引にあたっ
ては、当金庫が定める「資金運用規程」などに基づいて投資対象を
一定の信用力を有するものにするなど、適正な運用・管理を行って
おります。
　なお、当金庫の証券化エクスポージャーに区分される投資の種類
は、以下の通りです。
①　リース料債権を裏付とする信託受益権
②　貸付債権を裏付とする信託受益権
③　商業用不動産を裏付とする信託受益権
④　居住用不動産を裏付とする信託受益権
⑤　債券を裏付とする信託受益権

　⑵　証券化エクスポージャーについて、信用リスクアセットの額の算
出に使用する方式の名称
　当金庫では、標準的手法を採用しています。

　⑶　証券化取引に関する会計方針
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「資金運
用規程」などおよび、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関す
る実務指針」に従った、適正な処理を行っています。

　⑷　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関
　当金庫が、リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は原
則として、以下の４機関です。
　なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは
行っておりません。
①　株式会社　格付投資情報センター
②　株式会社　日本格付研究所
③　ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
④　Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング

７．オペレーショナル・リスクに関する事項
　⑴　リスク管理の方針および手続の概要

　オペレーショナル・リスクとは、「金融機関の業務の過程、役職
員の活動もしくはシステムが不適切であること、または外生的な事
象により損失を被るリスク」をいいます。
　具体的には、事務リスク・システムリスク・法務リスク・人的リ
スクなど信用リスク、市場リスクを除く業務リスクの大半が含まれ
ます。
　オペレーショナル・リスクは、業務運営上可能な限り回避すべき
リスクであり、当金庫では、基本方針・組織体制・管理の仕組みの
整備に向けた取り組みを強化するとともに、定期的に収集したデー
タの分析・評価を行い、リスクの顕現化の未然防止および発生時の
影響度の極小化に努めています。
　一連のオペレーショナル・リスクに関連するリスクの状況につい
て、オペレーショナル・リスク管理委員会で定期的に協議・検討を
行い、必要に応じて常務理事会に報告する態勢としています。
　特に、事務リスク管理については、すべての事務に係る規程・要
領などを制定し、その遵守を心がけることはもちろんのこと、研修
体制や事務指導室による指導体制の強化および牽制機能としての検
証力の向上に努め、また、各営業店にて自店検査を毎月実施し、さ
らに監査部による臨店監査を実施し、事務処理の厳格化と事故未然
防止に努めています。
　また、監査部･事務管理部･経営管理部など関連部署にて事務リ
スク検討部会を定期的に開催し、事務リスクの極小化に努めています。
　システムリスクについては、勘定処理の主要システムについて共
同事務センターに加入し、各種データの遠隔地保管ならびにバック
アップ専用のシステムを完備するなどシステム面の安全対策を講じ
ており、また、「BCP（業務継続計画）」ならびに「コンティンジェ
ンシープラン（危機管理マニュアル）」などを制定し、BCM（業務
継続態勢）を整備のうえ、万一の事故や災害に備えています。

　また、サイバー攻撃リスクへの対応として、「サイバーセキュリ
ティ管理規定」および「サイバー攻撃対応マニュアル」を制定し、
サイバーセキュリティ管理態勢の整備に努めています。
　その他リスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対す
る適切な処理、個人情報および情報セキュリティ体制の整備、さら
には各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観
点を重要視した整備に努めています。

　⑵　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫では、基礎的手法を採用してオペレーショナル・リスク相
当額を算出しております。

８．出資その他これに類するエクスポージャーまたは株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針および手続の概要

　出資等または株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式・非上
場株式・株式関連投資信託、その他ベンチャーファンドまたは投資事業
組合への出資金などが該当します。
　保有する株式は、市場価格の変動によって資産価値が減少した場合に
損失を被るリスク、いわゆる価格変動リスクが伴います。当金庫では、
保有する銘柄・数量を極力おさえ、さらに評価額が著しく下落した場合
には、資金運用規程（ロスカット基準）に基づき適切に処理することと
しています。
　リスクの認識については、適宜、時価評価やストレステストを実施す
ることでリスク計測を行い、常務理事会およびＡＬＭ委員会へ定期的に
報告しています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「資金
運用規程」などおよび日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実
務指針」に従った、適正な処理を行っています。

９．金利リスクに関する事項
　⑴　リスク管理の方針および手続の概要

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動
や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫においては、
双方ともに定期的な評価計測を行い、適宜、対応を講じる態勢とし
ています。
　具体的には、銀行勘定の金利リスクについて、ALM管理システ
ムにより100BPV・200BPV・99％タイル値などシナリオ別に算出し、
分析結果を定期的にＡＬＭ委員会、常務理事会へ報告を行うなど、
資産・負債の最適化にむけたリスク・コントロールに努めています。
さらに、市場金利の変動予測等を勘案した将来リスク・リターン分
析を行う等、リスク管理態勢の整備に取り組んでいます。
　なお、最大予想損失額の計測として金利リスク量と価格変動リス
ク量、貸出金および有価証券の信用リスク量をVaRにより計測し、
オペレーショナルリスク相当額を含めた総リスク量を把握し、金庫
全体のリスク許容限度内で配賦されたリスク資本の範囲内にコント
ロールする統合的リスク管理も実施しています。
　なお、リスク量合計はリスク資本の範囲内となっています。

　⑵　内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
　金利リスクについては、以下の定義に基づいて算出し管理してお
ります。
　◦計測手法
　　　その他計算方式（再評価方式）
　◦コア預金
　　　対　　象：流動性預金全般（当座、普通、無利息型普通、貯

蓄、別段、納税準備、通知預金）
　　　算定方法：以下①～③のうち最小の額を上限

①　過去５年の最低残高
②　過去５年の最大年間流出量を現残高から差引
いた残高

③　現残高の50％相当額
　　　満　　期：５年以内（平均2.5年）
　◦金利感応資産・負債
　　　預貸金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資

産・負債
　◦金利ショック幅
　　　99％タイル値
　◦リスク計測の頻度
　　　月次（前月末基準）
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Ⅰ．単体における事業年度の開示事項
１．自己資本の構成に関する事項� （単位：百万円）

項　　　　　　　目
平成28年度 平成29年度

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

コア資本に係る基礎項目　　　　　（1）  
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 33,853 35,461
うち、出資金及び資本剰余金の額 22,719 22,605
うち、利益剰余金の額 11,523 13,230
うち、外部流出予定額（△） 345 343
うち、上記以外に該当するものの額 △43 △32

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,240 1,077
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,240 1,077
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 1,125 965
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　（イ） 36,220 37,503
コア資本に係る調整項目　　　　　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 118 79 135 33
うち、のれんに係るものの額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 118 79 135 33

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 98 65 106 26
適格引当金不足額 ― ― ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ― ― ―
前払年金費用の額 ― ― ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ― ― ― ―
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 ― ― ― ―
特定項目に係る10パーセント基準超過額 96 64 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 96 64 ― ―

特定項目に係る15パーセント基準超過額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　（ロ） 314 242
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　（ハ） 35,906 37,260
リスク・アセット等　　　　　　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 418,116 435,308
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △3,023 △2,039
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） 79 33
うち、繰延税金資産 130 26
うち、前払年金費用 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △6,807 △5,675
うち、上記以外に該当するものの額 3,574 3,574

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 22,496 21,639
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ―  ―
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　（ニ） 440,612 456,947
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.14％ 8.15％
（注） １．自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連

合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基
づく開示を行っております。なお、当金庫は国内基準を採用しております。

 ２．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP85に掲載してあります。
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２．定量的な開示事項
　⑴　自己資本の充実度に関する事項� 　（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計 418,116 16,724 435,308 17,412
①　標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 421,018 16,840 437,212 17,488
現金 ― ― ― ―
我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
国際決済銀行等向け ― ― ― ―
我が国の地方公共団体向け ― ― ― ―
外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ―
国際開発銀行向け ― ― ― ―
地方公共団体金融機構向け 460 18 460 18
我が国の政府関係機関向け 3,103 124 1,899 75
地方三公社向け ― ― ― ―
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 51,450 2,058 56,669 2,266
法人等向け 70,123 2,804 75,410 3,016
中小企業等向け及び個人向け 92,720 3,708 96,873 3,874
抵当権付住宅ローン 44,063 1,762 42,329 1,693
不動産取得等事業向け 88,193 3,527 88,927 3,557
3ヵ月以上延滞等 4,334 173 4,403 176
取立未済手形 32 1 39 1
信用保証協会等による保証付 4,761 190 4,902 196
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 4 0 4 0
出資等 1,504 60 1,510 60
出資等のエクスポージャー 1,504 60 1,510 60
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

上記以外 60,266 2,410 63,780 2,551
他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー 25,539 1,021 29,196 1,167
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整
項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 6,967 278 6,741 269
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 8,683 347 8,068 322
上記以外のエクスポージャー 19,076 763 19,773 790

②　証券化エクスポージャー 21 0 15 0
証券化（オリジネーター） ― ― ― ―
　　　 （うち再証券化） ― ― ― ―
証券化（オリジネーター以外） 21 0 15 0
　　　 （うち再証券化） ― ― ― ―

③ 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産 ― ― ― ―
④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 3,784 151 3,635 145
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係

る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △6,807 △272 △5,675 △227
⑥ ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額 93 3 116 4
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー 5 0 3 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 22,496 899 21,639 865
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 440,612 17,624 456,947 18,277

（注） １．所要自己資本の額＝リスクアセット×４％

 ２．「エクスポージャー｣ とは､ 資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引および派生商品取引の
与信相当額等のことです。

 ３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャーおよび「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・
ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

 ４．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

 ５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

 ６．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP85に掲載してあります。
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　⑵　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高　
　　　＜地域別・業種別・残存期間別＞ （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

3ヵ月以上延滞

エクスポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ以
外のオフ・バラン
ス取引

債券 デリバティブ取引

28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度
国内 1,061,518 1,072,279 561,760 566,918 462,868 467,243 311 521 5,539 5,494
国外 19,890 28,121 ― ― 19,867 28,082 ― ― ― ―
地域別合計 1,081,408 1,100,401 561,760 566,918 482,735 495,326 311 521 5,539 5,494
製造業 20,093 17,587 15,886 16,082 4,183 1,483 ― ― 331 331
農業、林業 326 321 326 321 ― ― ― ― 14 14
漁業 24 21 24 21 ― ― ― ― 6 12
鉱業、採石業、砂利採取業 360 376 360 376 ― ― ― ― 101 101
建設業 44,541 46,778 43,518 43,553 1,000 3,200 ― ― 386 338
電気・ガス・熱供給・水道業 2,185 2,048 83 147 2,100 1,900 ― ― ― ―
情報通信業 983 991 426 449 556 541 ― ― 4 0
運輸業、郵便業 12,603 13,394 10,782 11,275 1,812 2,109 ― ― 5 9
卸売業、小売業 39,885 39,023 35,255 34,570 4,600 4,420 0 2 1,016 889
金融業、保険業 312,219 329,119 14,872 20,319 292,182 303,660 ― ― ― ―
不動産業 129,080 133,030 126,496 129,140 2,510 3,809 ― ― 1,360 1,425
物品賃貸業 2,944 2,869 2,944 2,869 ― ― ― ― 56 52
学術研究、専門・技術サービス業 794 846 793 845 ― ― ― ― 0 4
宿泊業 1,533 1,464 1,532 1,464 ― ― ― ― 129 122
飲食業 5,591 5,494 5,582 5,485 ― ― ― ― 379 309
生活関連サービス業、娯楽業 5,778 5,421 5,759 5,403 3 3 ― ― 240 61
教育、学習支援業 1,695 1,881 1,695 1,874 ― ― ― ― 12 11
医療、福祉 11,671 11,449 11,636 11,416 ― ― ― ― 180 549
その他のサービス 16,127 16,233 16,107 16,013 10 210 ― ― 311 258
国・地方公共団体等 209,831 203,147 61,264 58,454 148,332 144,445 ― ― ― ―
個人 206,423 206,905 206,242 206,724 ― ― ― ― 1,000 952
その他 56,704 61,984 162 102 25,444 29,542 311 518 ― ―
業種別合計 1,081,408 1,100,401 561,760 566,918 482,735 495,326 311 521 5,539 5,494
1年以下 248,469 257,848 99,566 98,101 147,662 158,289 311 521 
1年超3年以下 191,484 191,787 96,917 103,551 94,567 88,236 ― ― 
3年超5年以下 91,536 99,010 66,840 64,496 24,695 34,514 ― ― 
5年超7年以下 80,630 73,205 45,374 50,540 35,255 22,664 ― ― 
7年超10年以下 112,463 112,813 62,911 60,596 49,552 52,217 ― ― 
10年超 272,495 283,541 190,133 189,621 82,362 93,920 ― ― 
期間の定めのないもの 84,328 82,193 16 9 48,638 45,484 ― ― 
残存期間別合計 1,081,408 1,100,401 561,760 566,918 482,735 495,326 311 521  

（注） １．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
 ２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者

に係るエクスポージャーのことです。
 ３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類す

ることが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
 ４．ＣＶＡリスクおよび中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
 ５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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　　ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　　　　54ページに同じ。

　　ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他
28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度

製造業 110 94 94 65 15 6 95 88 94 65 62 3
農業、林業 3 1 1 0 ― ― 3 1 1 0 ― ―
漁業 0 0 0 0 ― ― 0 0 0 0 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 17 13 13 9 ― ― 17 13 13 9 ― ―
建設業 660 654 654 843 35 72 624 582 654 843 81 99
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情報通信業 ― 3 3 ― ― 0 ― 3 3 ― ― 1
運輸業、郵便業 18 14 14 4 ― 1 18 13 14 4 ― 10
卸売業、小売業 576 440 440 350 88 38 488 401 440 350 36 56
金融業、保険業 16 16 16 4 ― 9 16 7 16 4 ― ―
不動産業 809 764 764 607 43 95 765 669 764 607 65 218
物品賃貸業 5 ― ― ― ― ― 5 ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿泊業 78 66 66 51 4 4 74 61 66 51 3 2
飲食業 123 119 119 84 11 20 112 98 119 84 6 12
生活関連サービス業、娯楽業 151 399 399 346 16 22 135 376 399 346 ― 7
教育、学習支援業 2 3 3 1 0 0 1 2 3 1 ― ―
医療、福祉 384 698 698 207 ― 264 384 433 698 207 ― 21
その他のサービス 760 667 667 564 5 45 754 622 667 564 8 144
国・地方公共団体等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個人 155 148 148 138 8 7 147 140 148 138 24 18

合　計 3,875 4,109 4,109 3,281 229 590 3,646 3,518 4,109 3,281 289 597
（注） １．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
 ２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　　ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
平成28年度 平成29年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
   0％ ― 242,087 26 243,547
  10％ ― 92,444 ― 80,707
  20％ 10,639 256,709 7,249 277,357
  35％ ― 123,692 ― 119,147
  50％ 32,201 3,195 37,449 5,435
  75％ ― 115,590 ― 116,769
 100％ 2,804 189,329 6,027 191,984
 150％ ― 1,701 ― 1,739
 200％ ― 1,397 ― 1,247
 250％ ― 9,616 ― 11,538
1250％ ― ― ― ―

そ　の　他 ― ― ― 174
合　　計 1,081,408 1,100,401

（注） １．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
 ２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
 ３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清

算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
 ４．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP85に掲載してあります。
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　⑶　信用リスク削減手法に関する事項
　　　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保証 クレジット・
デリバティブ

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

信用リスク削減手法が適
用されたエクスポージャー 5,306 4,894 42,743 46,116 ― ―

①ソブリン向け ― ― 13,734 12,552 ― ―
②金融機関向け ― ― ― ― ― ―
③法人等向け 1,141 1,092 473 711 ― ―
④中小企業等・個人向け 3,235 2,925 21,918 27,340 ― ―
⑤抵当権付住宅ローン 70 65 5,432 4,578 ― ―
⑥不動産取得等事業向け 858 811 913 655 ― ―
⑦3ヵ月以上延滞等 0 0 271 278 ― ―

（注） １．当金庫は適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
 ２．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地

方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっていないもの）、国際開発銀行、国際
決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会および漁業信用基金協会のことです。

　⑷　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレントエクスポージャー方式 カレントエクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 96 68
グロス再構築コストの額の合計
額及びグロスのアドオン合計額
から担保による信用リスク削減
手法の効果を勘案する前の与信
相当額を差し引いた額

― ―

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
①派生商品取引合計 311 521 311 521
ⅰ外国為替関連取引 302 314 302 314
ⅱ金利関連取引 9 9 9 9
ⅲ金関連取引 ― ― ― ―
ⅳ株式関連取引 ― 197 ― 197
ⅴ貴金属（金を除く）関連取引 ― ― ― ―
ⅵその他コモディティ関連取引 ― ― ― ―
ⅶクレジット･デリバティブ ― ― ― ―
②長期決済期間取引 ― ― ― ―

合　計 311 521 311 521

平成28年度 平成29年度
担保の種類別の額 311 521
無担保扱い 311 521

（注） グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っております
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　⑸　証券化エクスポージャーに関する事項
　　イ．オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　　　　該当ありません。
　　ロ．投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　　　①　保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
　　　　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く） （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 109 ― 77 ―
ⅰ　カードローン ― ― ― ―
ⅱ　住宅ローン 109 ― 77 ―
ⅲ　自動車ローン ― ― ― ―

　　　　ｂ．再証券化エクスポージャー
　　　　　　該当ありません。
　　　②　保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスクウエイトの区分ごとの残高及び所要自己

資本の額等
　　　　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く） （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引
  20％ 109 ― 77 ― 0 ― 0 ―
  50％ ― ― ― ― ― ― ― ―
100％ ― ― ― ― ― ― ― ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
合　　計 109 ― 77 ― 0 ― 0 ―

（注） 所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスクウエイト×４％

　　　　ｂ．再証券化エクスポージャー
　　　　　　該当ありません。
　　　③　保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

信用リスク削減手法の適用の有無 なし

　⑹　出資等エクスポージャーに関する事項
　　イ．貸借対照表計上額及び時価等 （単位：百万円）

区　分
平成28年度 平成29年度

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価
上場株式等 643 643 684 684
非上場株式等 5,102 258 5,107 256

合　計 5,745 901 5,791 940
（注） １．取引所、店頭市場、外国有価市場で売買される株式等は、上場株式等に計上しております。
 ２．投資信託等の裏付資産のうち出資等に該当するものは、一括して上場株式等に計上しております。
 ３．その他資産勘定等に出資として計上している非上場の出資は非上場株式等に含めて計上しております。
 ４．非上場株式等の時価は時価の把握できる銘柄のみ記載しております。
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　　ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
売却益 9 98
売却損 0 0
償却 ― ―

（注）　損益計算書における損益の額を記載しております。

　　ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
評価損益 52 96

　　ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　　　該当ありません。

　⑺　金利リスクに関する事項 （単位：百万円）

運用勘定 調達勘定

区　分
金利リスク量

区　分
金利リスク量

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
貸出金 2,690 3,531 定期性預金 1,034 1,196
有価証券等 3,786 6,556 要求払預金 1,189 1,454
預け金 241 297 その他 0 0
その他 5 11
運用勘定合計 6,724 10,395 調達勘定合計 2,223 2,650

銀行勘定の金利リスク 4,500 7,744
（注） １．金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債が市場金利の変化により損失を被るリスクのことです。

 ２．金利リスク量は99％タイル値にて算出しております。99％タイル値とは、市場金利の１年間の金利変動幅を過去５年間
（１年を240日とする）計測し、低いほうから99％目となる値を使用して算出しております。

 ３．算出対象科目は、貸出金（延滞を除く）、預け金（無利息預け金を除く）、有価証券（株式、投資信託、その他の証券を除
く）、買入金銭債権、預金（期日経過分を除く）です。 
　銀行勘定の金利リスク（7,744百万円）＝運用勘定の金利リスク量（10,395百万円）－調達勘定の金利リスク量（2,650百万円）

 ４．要求払預金については、コア預金として要求払預金のうち50％を59ヵ月均等に払い出されるものと仮定して算出しており
ます。

 ５．コア預金とは、明確な金利改定期間がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく
長期間金融機関に滞留する預金のことです。
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Ⅱ．連結会計年度の開示事項
１．自己資本の構成に関する事項� （単位：百万円）

項　　　　　　　目
平成28年度 平成29年度

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

コア資本に係る基礎項目　　　　　（1）  
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 33,959 35,576
うち、出資金及び資本剰余金の額 22,719 22,605
うち、利益剰余金の額 11,629 13,346
うち、外部流出予定額（△） 345 343
うち、上記以外に該当するものの額 △43 △32

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等 ― ―
うち、為替換算調整勘定 ― ―
うち、退職給付に係るものの額 ― ―

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,240 1,077
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,240 1,077
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 1,125 965
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　（イ） 36,326 37,618
コア資本に係る調整項目　　　　　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 118 79 135 33
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 118 79 135 33

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 98 65 106 26
適格引当金不足額 ― ― ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ― ― ―
退職給付に係る資産の額 ― ― ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ― ― ― ―
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 ― ― ― ―
特定項目に係る10パーセント基準超過額 90 60 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 90 60 ― ―

特定項目に係る15パーセント基準超過額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　（ロ） 307 242
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　（ハ） 36,018 37,375
リスク・アセット等　　　　　　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 418,118 435,287
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △3,022 △2,034
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） 79 33
うち、繰延税金資産 126 26
うち、退職給付に係る資産 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △6,802 △5,669
うち、上記以外に該当するものの額 3,574 3,574

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 22,940 22,059
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　（ニ） 441,059 457,346
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.16％ 8.17％
（注） １．自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連

合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基
づく開示を行っております。なお、当金庫グループは国内基準を採用しております。

 ２．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP86に掲載してあります。
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２．定量的な開示事項
　⑴　その他金融機関等であって信用金庫の子法人等であるもののうち、自己資本比率規制上の所要自己
資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

　　　該当ありません。
　⑵　自己資本の充実度に関する事項� 　（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計 418,118 16,724 435,287 17,411
①　標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 421,020 16,840 437,186 17,487
現金 ― ― ― ―
我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ―
国際決済銀行等向け ― ― ― ―
我が国の地方公共団体向け ― ― ― ―
外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ―
国際開発銀行向け ― ― ― ―
地方公共団体金融機構向け 460 18 460 18
我が国の政府関係機関向け 3,103 124 1,899 75
地方三公社向け ― ― ― ―
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 51,450 2,058 56,669 2,266
法人等向け 70,123 2,804 75,410 3,016
中小企業等向け及び個人向け 92,720 3,708 96,873 3,874
抵当権付住宅ローン 44,063 1,762 42,329 1,693
不動産取得等事業向け 88,193 3,527 88,927 3,557
3ヵ月以上延滞等 4,334 173 4,403 176
取立未済手形 32 1 39 1
信用保証協会等による保証付 4,761 190 4,902 196
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 4 0 4 0
出資等 1,494 59 1,500 60
出資等のエクスポージャー 1,494 59 1,500 60
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

上記以外 60,277 2,411 63,763 2,550
他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー 25,539 1,021 29,196 1,167
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 6,951 278 6,724 268
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 8,709 348 8,068 322
上記以外のエクスポージャー 19,077 763 19,773 790

②　証券化エクスポージャー 21 0 15 0
証券化（オリジネーター） ― ― ― ―
　　　 （うち再証券化） ― ― ― ―
証券化（オリジネーター以外） 21 0 15 0
　　　 （うち再証券化） ― ― ― ―

③ 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産 ― ― ― ―
④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 3,779 151 3,635 145
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係

る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △6,802 △272 △5,669 △226
⑥ ＣＶＡリスク相当額の合計額を8％で除して得た額 93 3 116 4
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー 5 0 3 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 22,940 917 22,059 882
ハ．連結総所要自己資本額（イ＋ロ） 441,059 17,642 457,346 18,293
（注）１．所要自己資本の額＝リスクアセット×４％
 ２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引および派生商品取引の与

信相当額等のことです。
 ３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポー

ジャーおよび「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・
ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

 ４．当金庫グループは、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

 ５．連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×４％
 ６．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP86に掲載してあります。
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　⑶　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　　　＜地域別・業種別・残存期間別＞ （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

3ヵ月以上延滞

エクスポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ以
外のオフ・バラン
ス取引

債券 デリバティブ取引

28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度
国内 1,061,515 1,072,270 561,760 566,918 462,858 467,233 311 521 5,539 5,494
国外 19,890 28,121 ― ― 19,867 28,082 ― ― ― ―
地域別合計 1,081,405 1,100,391 561,760 566,918 482,725 495,316 311 521 5,539 5,494
製造業 20,093 17,587 15,886 16,082 4,183 1,483 ― ― 331 331
農業、林業 326 321 326 321 ― ― ― ― 14 14
漁業 24 21 24 21 ― ― ― ― 6 12
鉱業、採石業、砂利採取業 360 376 360 376 ― ― ― ― 101 101
建設業 44,541 46,778 43,518 43,553 1,000 3,200 ― ― 386 388
電気・ガス・熱供給・水道業 2,185 2,048 83 147 2,100 1,900 ― ― ― ―
情報通信業 983 991 426 449 556 541 ― ― 4 0
運輸業、郵便業 12,603 13,394 10,782 11,275 1,812 2,109 ― ― 5 9
卸売業、小売業 39,885 39,023 35,255 34,570 4,600 4,420 0 2 1,016 889
金融業、保険業 312,219 329,119 14,872 20,319 292,182 303,660 ― ― ― ―
不動産業 129,080 133,030 126,496 129,140 2,510 3,809 ― ― 1,360 1,425
物品賃貸業 2,944 2,869 2,944 2,869 ― ― ― ― 56 52
学術研究、専門・技術サービス業 794 846 793 845 ― ― ― ― 0 4
宿泊業 1,533 1,464 1,532 1,464 ― ― ― ― 129 122
飲食業 5,591 5,494 5,582 5,485 ― ― ― ― 379 309
生活関連サービス業、娯楽業 5,778 5,421 5,759 5,403 3 3 ― ― 240 61
教育、学習支援業 1,695 1,881 1,695 1,874 ― ― ― ― 12 11
医療、福祉 11,671 11,449 11,636 11,416 ― ― ― ― 180 549
その他のサービス 16,117 16,223 16,107 16,013 ― 200 ― ― 311 258
国・地方公共団体等 209,831 203,147 61,264 58,454 148,332 144,445 ― ― ― ―
個人 206,423 206,905 206,242 206,724 ― ― ― ― 1,000 952
その他 56,711 61,985 162 102 25,444 29,542 311 518 ― ―
業種別合計 1,081,405 1,100,391 561,760 566,918 482,725 495,316 311 521 5,539 5,494
1年以下 248,469 257,848 99,566 98,101 147,662 158,289 311 521 
1年超3年以下 191,484 191,787 96,917 103,551 94,567 88,236 ― ― 
3年超5年以下 91,536 99,010 66,840 64,496 24,695 34,514 ― ― 
5年超7年以下 80,630 73,205 45,374 50,540 35,255 22,664 ― ― 
7年超10年以下 112,463 112,813 62,911 60,596 49,552 52,217 ― ― 
10年超 272,495 283,541 190,133 189,621 82,362 93,920 ― ― 
期間の定めのないもの 84,325 82,184 16 9 48,628 45,474 ― ― 
残存期間別合計 1,081,405 1,100,391 561,760 566,918 482,725 495,316 311 521  

（注） １．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
 ２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者

に係るエクスポージャーのことです。
 ３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類す

ることが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
 ４．ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
 ５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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　　ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　　　　54ページに同じ。

　　ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他
28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度

製造業 110 94 94 65 15 6 95 88 94 65 62 3
農業、林業 3 1 1 0 ― ― 3 1 1 0 ― ―
漁業 0 0 0 0 ― ― 0 0 0 0 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 17 13 13 9 ― ― 17 13 13 9 ― ―
建設業 660 654 654 843 35 72 624 582 654 843 81 99
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情報通信業 ― 3 3 ― ― 0 ― 3 3 ― ― 1
運輸業、郵便業 18 14 14 4 ― 1 18 13 14 4 ― 10
卸売業、小売業 576 440 440 350 88 38 488 401 440 350 36 56
金融業、保険業 16 16 16 4 ― 9 16 7 16 4 ― ―
不動産業 809 764 764 607 43 95 765 669 764 607 65 218
物品賃貸業 5 ― ― ― ― ― 5 ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿泊業 78 66 66 51 4 4 74 61 66 51 3 2
飲食業 123 119 119 84 11 20 112 98 119 84 6 12
生活関連サービス業、娯楽業 151 399 399 346 16 22 135 376 399 346 ― 7
教育、学習支援業 2 3 3 1 0 0 1 2 3 1 ― ―
医療、福祉 384 698 698 207 ― 264 384 433 698 207 ― 21
その他のサービス 760 667 667 564 5 45 754 622 667 564 8 144
国・地方公共団体等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個人 155 148 148 138 8 7 147 140 148 138 24 18

合　計 3,875 4,109 4,109 3,281 229 590 3,646 3,518 4,109 3,281 289 597

（注） １．当金庫グループは、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
 ２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　　ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
平成28年度 平成29年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
   0％ ― 242,087 26 243,547
  10％ ― 92,444 ― 80,707
  20％ 10,639 256,709 7,249 277,357
  35％ ― 123,692 ― 119,147
  50％ 32,201 3,195 37,449 5,435
  75％ ― 115,590 ― 116,769
 100％ 2,804 189,326 6,027 191,974
 150％ ― 1,701 ― 1,739
 200％ ― 1,386 ― 1,247
 250％ ― 9,626 ― 11,538
1250％ ― ― ― ―

そ　の　他 ― ― ― 174
合　　計 1,081,405 1,100,391

（注） １．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
 ２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
 ３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清

算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
 ４．平成28年度計数に訂正がありますので訂正箇所をP86に掲載してあります。
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　⑷　信用リスク削減手法に関する事項
　　　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保証 クレジット・
デリバティブ

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

信用リスク削減手法が適
用されたエクスポージャー 5,306 4,894 42,743 46,116 ― ―

①ソブリン向け ― ― 13,734 12,552 ― ―
②金融機関向け ― ― ― ― ― ―
③法人等向け 1,141 1,092 473 711 ― ―
④中小企業等・個人向け 3,235 2,925 21,918 27,340 ― ―
⑤抵当権付住宅ローン 70 65 5,432 4,578 ― ―
⑥不動産取得等事業向け 858 811 913 655 ― ―
⑦3ヵ月以上延滞等 0 0 271 278 ― ―

（注） １．当金庫グループは適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
 ２．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地

方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決
済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会および漁業信用基金協会のことです。

　⑸　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレントエクスポージャー方式 カレントエクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 96 68
グロス再構築コストの額の合計
額及びグロスのアドオン合計額
から担保による信用リスク削減
手法の効果を勘案する前の与信
相当額を差し引いた額

― ―

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
①派生商品取引合計 311 521 311 521
ⅰ外国為替関連取引 302 314 302 314
ⅱ金利関連取引 9 9 9 9
ⅲ金関連取引 ― ― ― ―
ⅳ株式関連取引 ― 197 ― 197
ⅴ貴金属（金を除く）関連取引 ― ― ― ―
ⅵその他コモディティ関連取引 ― ― ― ―
ⅶクレジット･デリバティブ ― ― ― ―
②長期決済期間取引 ― ― ― ―

合　計 311 521 311 521
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平成28年度 平成29年度
担保の種類別の額 311 521
無担保扱い 311 521

（注） グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っております。

　⑹　証券化エクスポージャーに関する事項
イ．連結グループがオリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクス
ポージャーに関する事項）

　　　　該当ありません。
ロ．連結グループが投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャー
に関する事項）

　　　①　保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
　　　　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く） （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 109 ― 77 ―
ⅰ　カードローン ― ― ― ―
ⅱ　住宅ローン 109 ― 77 ―
ⅲ　自動車ローン ― ― ― ―

　　　　ｂ．再証券化エクスポージャー
　　　　　　該当ありません。
　　　②　保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウエイトの区分ごとの残高及び所要自

己資本の額等
　　　　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く） （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引 オンバランス取引オフバランス取引
  20％ 109 ― 77 ― 0 ― 0 ―
  50％ ― ― ― ― ― ― ― ―
100％ ― ― ― ― ― ― ― ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
合　　計 109 ― 77 ― 0 ― 0 ―

（注）　所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスクウエイト×４％

　　　　ｂ．再証券化エクスポージャー
　　　　　　該当ありません。

　　　③　保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

信用リスク削減手法の適用の有無 なし
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　⑺　出資等エクスポージャーに関する事項
　　イ．連結貸借対照表計上額及び時価等 （単位：百万円）

区　分
平成28年度 平成29年度

連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価
上場株式等 643 643 684 684
非上場株式等 5,092 258 5,097 256

合　計 5,735 901 5,781 940
（注） １．取引所、店頭市場、外国有価市場で売買される株式等は、上場株式等に計上しております。
 ２．投資信託等の裏付資産のうち出資等に該当するものは、一括して上場株式等に計上しております。
 ３．その他資産勘定等に出資として計上している非上場の出資は非上場株式等に含めて計上しております。
 ４．非上場株式等の時価は時価の把握できる銘柄のみ記載しております。

　　ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
売却益 9 98
売却損 0 0
償却 ― ―

（注）　連結損益計算書における損益の額を記載しております。

　　ハ．連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
評価損益 52 96

　　ニ．連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益額
　　　　該当ありません。

　⑻　金利リスクに関する事項 （単位：百万円）

運用勘定 調達勘定

区　分
金利リスク量

区　分
金利リスク量

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
貸出金 2,690 3,531 定期性預金 1,034 1,196
有価証券等 3,786 6,556 要求払預金 1,189 1,455
預け金 241 297 その他 0 0
その他 5 11
運用勘定合計 6,724 10,395 調達勘定合計 2,223 2,651

銀行勘定の金利リスク 4,500 7,744
（注） １．金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債が市場金利の変化により損失を被るリスクのことです。

 ２．金利リスク量は99％タイル値にて算出しております。99％タイル値とは、市場金利の1年間の金利変動幅を過去５年間
（１年を240日とする）計測し、低いほうから99％目となる値を使用して算出しております。

 ３．算出対象科目は、貸出金（延滞を除く）、預け金（無利息預け金を除く）、有価証券（株式、投資信託、その他の証券を除
く）、買入金銭債権、預金（期日経過分を除く）です。 
　銀行勘定の金利リスク（7,744百万円）＝運用勘定の金利リスク量（10,395百万円）－調達勘定の金利リスク量（2,651百万円）

 ４．要求払預金については、コア預金として要求払預金のうち50％を59ヵ月均等に払い出されるものと仮定して算出しており
ます。

 ５．コア預金とは、明確な金利改定期間がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく
長期間金融機関に滞留する預金のことです。
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退職給付会計に関する事項
１．退職給付制度の概要
　⑴　退職金規程に基づく「退職一時金制度」
　⑵　厚生年金保険法に基づく「全国信用金庫厚生年金基金」に加入

２．退職給付債務に関する事項 （単位：千円）

区　　　　　　分
金　　　　　　　額

平成28年度 平成29年度
退 職 給 付 債 務 A 4,558,283 4,596,695
年 金 資 産 B ― 3,500,000
前 払 年 金 費 用 C ― ―
未 認 識 過 去 勤 務 費 用 D ― ―
未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 E 89,994 128,273
その他（会計基準変更時差異の未処理額） F ― ―
退職給付引当金（Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ－Ｆ） 4,468,288 968,422

３．退職給付費用に関する事項 （単位：千円）

区　　　　　　分
金　　　　　　　額

平成28年度 平成29年度
勤 務 費 用 A 258,595 255,730
利 息 費 用 B 29,090 28,880
期 待 運 用 収 益 C ― ―
過 去 勤 務 費 用 の 費 用 処 理 額 D ― ―
数 理 計 算 上 の 差 異 の 費 用 処 理 額 E ▲1,442 5,865
会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 費 用 処 理 額 F ― ―
その他（臨時に支払った割増退職金等） G ― ―
退職給付費用（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ） 286,243 290,477

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項

区　　　　　　分
摘　　　　　　　要

平成28年度 平成29年度
⑴　割引率 0.10％～1.86％ 0.10％～1.86％
⑵　長期期待運用収益率 ―

⑶　退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準（平均ポイント比例）
⑷　過去勤務費用の額の処理年数 ―

⑸　数理計算上の差異の処理年数
10年（発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による定額法により、翌期から費用処理する）

⑹　会計基準変更時差異の処理年数 ―
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役職員の報酬体系に関する事項
１．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事および常勤監事をいいます。対
象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」および「賞与」、在任期間中の職
務執行および特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴　報酬体系の概要
　　【基本報酬および賞与】

　非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与につきましては、総代会において、理事全員および監
事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額について
は前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の
基本報酬額および賞与額につきましては、監事会の協議により決定しております。

　　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、
支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程
で定めております。

　　　　ａ．決定方法　　ｂ．支払手段　　ｃ．決定時期と支払時期　
　⑵　平成29年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

区　　分 支払総額
対象役員に対する報酬等 123百万円

（注） １．対象役員に該当する理事は９名、監事は１名です。
 ２．上記の内訳は、「基本報酬」123百万円となっております。
 　　なお、「賞与」はありません。

　⑶　その他
　「信用金庫法施行規則第132条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを
定める件」（平成24年３月29日付金融庁告示第22号）第３条第１項第３号および第５号並びに第２項
第３号および第５号に該当する事項はありませんでした。

２．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、
当金庫の主要な連結子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受け
る者のうち、当金庫の業務および財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、平成29年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

　（注）　１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して２％
以上の資産を有する会社等をいいます。

　具体的には、株式会社ちばしんビジネスサービスが該当します。
３．「同等額」は、平成29年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
４．平成29年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんで
した。
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【第94期ディスクロージャー誌の訂正箇所】
Ⅰ．単体における事業年度の開示事項
１．自己資本の構成に関する事項� （単位：百万円）

（誤） （正）

項　　　　　目
平成28年度 平成28年度

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

リスクアセット等　　　　　　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 417,966 418,116
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ） 440,462 440,612
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.15% 8.14%

２．定量的な開示事項
　⑴　自己資本の充実度に関する事項� 　（単位：百万円）

（誤） （正）
平成28年度 平成28年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計 417,966 16,718 418,116 16,724
①　標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 420,868 16,834 421,018 16,840
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 51,300 2,052 51,450 2,058

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 440,462 17,618 440,612 17,624

　⑵　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� 　（単位：百万円）

（誤） （正）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
平成28年度 平成28年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
20% 10,639 257,209 10,639 256,709
50% 32,201 2,695 32,201 3,195
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Ⅱ．連結における事業年度の開示事項
１．自己資本の構成に関する事項� （単位：百万円）

（誤） （正）

項　　　　　目
平成28年度 平成28年度

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

リスクアセット等　　　　　　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 417,968 418,118
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ） 440,909 441,059

２．定量的な開示事項
　⑵　自己資本の充実度に関する事項� 　（単位：百万円）

（誤） （正）
平成28年度 平成28年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計 417,968 16,718 418,118 16,724
①　標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 420,870 16,834 421,020 16,840
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 51,300 2,052 51,450 2,058

ハ．連結総所要自己資本額（イ＋ロ） 440,909 17,636 441,059 17,642

　⑶　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 　（単位：百万円）

（誤） （正）

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
平成28年度 平成28年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
20% 10,639 257,209 10,639 256,709
50% 32,201 2,695 32,201 3,195
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開 示 項 目 一 覧

【信用金庫法第89条に基づく開示項目】
Ⅰ．単体（信用金庫法施行規則第132条における規定）
　１．金庫の概況及び組織に関する事項
　　⑴　事業の組織…………………………………13
　　⑵　理事及び監事の氏名及び役職名…………13
　　⑶　事務所の名称及び所在地…………………38
　２．金庫の主要な事業の内容…………………… 4
　３．金庫の主要な事業に関する事項
　　⑴　直近の事業年度における事業の概況…… 4
　　⑵　直近の５事業年度における主要な
　　　　事業の状況を示す指標…………………… 7
　　　イ．経常収益
　　　ロ．経常利益又は経常損失
　　　ハ．当期純利益又は当期純損失
　　　ニ．出資総額及び出資総口数
　　　ホ．純資産額
　　　へ．総資産額
　　　ト．預金積金残高
　　　チ．貸出金残高
　　　リ．有価証券残高
　　　ヌ．単体自己資本比率
　　　ル．出資に対する配当金
　　　ヲ．職員数
　　⑶　直近の２事業年度における主要な
　　　　事業の状況を示す指標
　　　イ．主要な業務の状況を示す指標…………49
　　　　イ　業務粗利益及び業務粗利益率
　　　　ロ　資金運用収支、役務取引等収支、

及びその業務収支
　　　　ハ　資金運用勘定並びに資金調達勘定

の平均残高、利息、利回り及び資
金利鞘

　　　　ニ　受取利息及び支払利息の増減
　　　　ホ　総資産経常利益率
　　　　ヘ　総資産当期純利益率
　　　ロ．預金に関する指標………………………52
　　　　イ　流動性預金、定期性預金、譲渡性

預金その他の預金の平均残高
　　　　ロ　固定金利定期預金、変動金利定期

預金及びその他の区分ごとの定期
預金の残高　　

　　　ハ．貸出金等に関する指標…………………53
　　　　イ　手形貸付、証書貸付、当座貸越及

び割引手形の平均残高
　　　　ロ　固定金利及び変動金利の区分ごと

の貸出金の残高
　　　　ハ　担保の種類別（当金庫預金積金、

有価証券、動産、不動産、保証及

び信用の区分）の貸出金残高及び
債務保証見返額

　　　ニ　使途別（設備資金及び運転資金の
区分）の貸出金残高

　　　ホ　業種別の貸出金残高及び貸出金の
総額に占める割合

　　　ヘ　預貸率の期末値及び期中平均値
　　ニ．有価証券に関する指標…………………57
　　　イ　有価証券の種類別（国債、地方債、

短期社債、社債、株式及び外国証
券その他の証券の区分）の残存期
間別の残高

　　　ロ　有価証券の種類別（国債、地方債、
短期社債、社債、株式及び外国証券
その他の証券の区分）の平均残高

　　　ハ　預証率の期末値及び期中平均値
４．金庫の事業の運営に関する事項
　⑴　リスク管理の体制…………………………27
　⑵　法令等遵守の体制…………………………22
　⑶　中小企業の経営の改善及び

地域活性化のための取組の状況…………14
　⑷　金融ＡＤＲ制度への対応…………………26
５．金庫の直近の２事業年度における
　　財産の状況に関する事項
　⑴　貸借対照表、損益計算書及び剰余金
　　　処分計算書又は損失金処理計算書………43
　⑵　貸出金のうち次に掲げるものの額
　　　及びその合計額……………………………55
　　イ．破綻先債権に該当する貸出金
　　ロ．延滞債権に該当する貸出金
　　ハ．３ヵ月以上延滞債権に該当する

貸出金
　　ニ．貸出条件緩和債権に該当する貸出金
　⑶　自己資本の充実の状況について

金融庁長官が別に定める事項……………67
　⑷　次に掲げるものに関する取得価額
　　　又は契約価額、時価及び評価損益………58
　　イ．有価証券
　　ロ．金銭の信託
　　ハ．第102条第１項第５号に掲げる取引
　⑸　貸倒引当金の期末残高及び期中の

増減額………………………………………54
　⑹　貸出金償却の額……………………………54
　⑺　金庫が法第38条の２第３項の規定

に基づき貸借対照表、損益計算書
及び剰余金処分計算書又は損失金
処理計算書について会計監査人の
監査を受けている場合にはその旨………48
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Ⅱ．連結（信用金庫法施行規則第133条における規定）
１．金庫及びその子会社等の概況に関す
る事項

　　⑴　金庫及びその子会社等の主要な
　　　　事業の内容及び組織の構成………………60
　　⑵　金庫の子会社等に関する次に
　　　　掲げる事項…………………………………60
　　　イ．名称
　　　ロ．主たる営業所又は事務所の所在地
　　　ハ．資本金又は出資金
　　　ニ．事業の内容
　　　ホ．設立年月日
　　　へ．金庫が保有する子会社等の議決権の

総株主又は総出資者の議決権に占め
る割合

　　　ト．金庫の一の子会社等以外の子会社等
が保有する当該一の子会社等の議決
権の総株主又は総出資者の議決権に
占める割合

　２．金庫及びその子会社等の主要な
　　　事業に関する事項
　　⑴　直近の事業年度における事業の概況……60
　　⑵　直近の５連結会計年度における
　　　　主要な事業の状況を示す指標……………60
　　　イ．経常収益
　　　ロ．経常利益又は経常損失
　　　ハ．当期純利益又は当期純損失
　　　ニ．純資産額
　　　ホ．総資産額
　　　へ．連結自己資本比率
　３．金庫及びその子会社等の直近の２連結会
　　　計年度における財産の状況に関する事項
　　⑴　連結貸借対照表、連結損益計算書
　　　　及び連結剰余金計算書……………………61
　　⑵　貸出金のうち次に掲げるものの額
　　　　及びその合計額……………………………66
　　　イ．破綻先債権に該当する貸出金
　　　ロ．延滞債権に該当する貸出金

　　　ハ．３ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
　　　ニ．貸出条件緩和債権に該当する貸出金
　⑶　自己資本の充実の状況について
　　　金融庁長官が別に定める事項………………76
　⑷　金庫及びその子法人等が２以上の異なる

種類の事業を営んでいる場合の事業の種
類ごとの区分に従い、当該区分に属する
経常収益の額、経常利益又は経常損失の
額及び資産の額として算出したもの（事
業の種類別セグメント情報）………………66

Ⅲ．報酬等に関する事項であって、金庫の業務
の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
ものとして金融庁長官が別に定めるもの………84

【金融再生法に基づく開示項目】
　１．金融再生法開示債権…………………………56
　２．金融再生法開示債権保全状況………………56
【任意開示項目】
　１．経営内容等
　　⑴　業務純益……………………………………49
　　⑵　役務取引の状況……………………………51
　　⑶　経費の内訳…………………………………51
　　⑷　預金者別預金残高………………………… 5
　　⑸　住宅ローン残高…………………………… 6
　　⑹　消費者ローン残高………………………… 6
　　⑺　外国為替業務………………………………59
　２．総代会制度について…………………………10
　　⑴　総代の選任方法
　　⑵　総代の氏名及び就任回数
　　⑶　通常総代会の決議事項
　　⑷　総代の属性別構成比
　３．地域社会と千葉信用金庫…………………… 3
　４．ＣＳＲ活動……………………………………18
　５．商品・サービス………………………………29
　６．主な手数料一覧………………………………35
　７．店舗外キャッシュコーナー一覧……………39
　８．あゆみ…………………………………………40
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